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○ 基本計画の名称：第２期山口市中心市街地活性化基本計画 

 

○ 作成主体：山口県山口市 

 

○ 計画期間：平成２６年４月から平成３２年３月まで（６年） 

 

１．中心市街地の活性化に関する基本的な方針 

[１]山口市の概況 

（１）位置・地勢と気候 

本市は、山口県の中央部に位置する県庁所在都市であり、北は島根県、萩市、東は防府

市、周南市、西は宇部市、美祢市と隣接しています。 

地勢は、北に中国山地を背負い、南に瀬戸内海を臨む南北に長い形状で、地形を大別す

ると、北部の山地、中部の盆地、南部の平地・干拓地からなり、北部及び市縁辺部の山地

から端を発する椹野川及び佐波川が南部の臨海平野を経て瀬戸内海に流れ込み、阿武川が

阿東地域を経て、萩市より日本海へ注いでいます。 

市街地は、盆地の平野部及び幹線道路沿いを中心に形成されており、市街地周辺や南部

の平野部及び北部の山間部において農山村集落が散在しています。また、南部の干拓地を

除く瀬戸内海沿岸に、漁村集落の形成が見られます。 

気候は、北部は寒暖の差の大きい内陸型、南部は比較的暖かい瀬戸内海型の気候となっ

ています。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口市の地勢 山口市の位置 
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（２）沿革 

山口県では早くから大陸文化の影響を受け、土井ヶ浜遺跡な

どの弥生遺跡が多数残っています。 

歴史と文化が色濃く残る山口県にあって山口市は、大内文化

をはじめ多くの歴史が息づき、文化の薫る街として今に至って

います。周防国の守護大名であった大内弘世が室町時代、周

防・長門の守護職として、山口盆地が京によく似ていることか

ら、都に模したまちづくりをはじめたとされています。１３６

０年頃居館を山口に移し、以後２００年間歴代当主も「西の京」

としてまちづくりを進めました。 

大内氏の滅亡後、大内氏の領国は毛利氏の支配するところと

なりましたが、関が原の合戦後は日本海側の萩に本城を構

えることになりました。 

幕末になると尊皇攘夷が起こり、１８６３年には列強か

らの侵攻に備えるため、藩主毛利敬親は藩庁を萩から山口

へ移しました。この後山口は明治維新の策源地として再び

政治の表舞台に登場することとなりました。維新後は県庁

所在地となり、県政の中心としての役割を担ってきました。 

昭和４年には、山口町と吉敷村との合併により、山口市

が誕生しました。その後も断続的に合併が進められ、市域

や人口の増加とともに、産業や文化も着実に発展していき

ました。 

近年では、交通網の整備により、主要な幹線道路が東西

南北に走り、県内の主要な都市に１時間以内で移動できる

とともに、高速自動車道や山陽新幹線、山口宇部空港とい

った広域高速交通網との接続の便もよく、広域交流の拠点

としての優位性を有しています。 

平成１７年１０月及び平成２２年１月の２度にわたる市町合併により、現在では、人口

約１９万５千人、東西約４６km、南北約５８km、面積約１,０２３.３１ｋ㎡と県下で最も

広い行政区域面積を有しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大内弘世像 

藩庁門 

山口情報芸術センター(YCAM) SL やまぐち号 えび狩り世界選手権大会 

森林セラピー 長門峡 
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郡
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路

国道9号

広域高速交通網 



3 

[２]中心市街地の現状分析 

（１）中心市街地の概況 

本市の中心市街地の発展は、沿革でも触れたとおり、１３６０年頃守護大名大内弘世が

その居館を山口に移し、京都に模したまちづくりを行ったことに始まっており、山口市発

祥の地といえます。昭和４年に市制が敷かれるまで、大殿、白石、湯田の３地区が旧山口

町を構成していました。中世から明治、現在に渡って山口の政治は、ほぼ中心市街地が舞

台となっています。戦災をまぬがれ、昔のたたずまいが残る町並みや御局小路、銭湯小路

など町名にも残っている名称から大内氏によるまちづくりを現在も窺うことができます。

また、萩と山陽道を結ぶ参勤交代の道として整備された萩往還と石州街道が中心市街地で

交差しており、門前町、宿場町として発展してきました。 

幕末には、維新の志士らが集い、明治維新の重要な舞台にもなりました。 

近代以降中心市街地は、中心商店街を中心に多くの商店や飲食店が並び、金融機関、中

央郵便局をはじめとした事業所等が立地し、現在まで様々な都市機能が集積しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）中心市街地に蓄積されている歴史的・文化的資源、景観資源、都市機能等の既存ス

トック状況 

１）歴史的・文化的資源 

中心市街地と周辺地域には、明治維新関連の史跡、大内

文化を偲ばせる国宝瑠璃光寺五重塔や龍福寺、復元整備し

た池泉庭園、雪舟が創作活動を行った雲谷庵跡などの文化

財、寺社仏閣が集中しており、「大内文化まちづくり推進計

画」において大内文化まちづくりの「モデル地区」として

「大内文化特定地域」を設定しています。そして、山口七

夕ちょうちんまつり、山口祇園祭り、山口天神祭などの伝

統的なお祭りが今に伝えられ、特に８月６、７日に中心市

街地で行われる「山口七夕ちょうちんまつり」は毎年約２

０万人の観光客を迎え、山口の夏の風物詩になっています。 

旧中心市街地活性化基本計画に基づいて整備した山口情

報芸術センター（ＹＣＡＭ）は、市立中央図書館を併設し

芸術と情報の新たな創造的価値を追求する文化施設であり、

平成１５年の開館以来、累計で８００万人を超える方々が

国宝瑠璃光寺五重塔 

池泉庭園 

江戸時代の中心市街地(18世紀) 資料「行程記」山口県文書館蔵 現在の中心市街地 
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訪れています。平成２５年には開館１０周年を迎え、様々な記念事業を開催し、中心市街

地においても来街者が気軽にアートに触れ合っていただけるようなイベントを行いました。 

中心市街地の北側の亀山には、わが国に初めてキリスト教を伝えたフランシスコ・サビ

エルの記念聖堂が建てられています。サビエルの故郷であるスペインのパンプローナ市と

本市は姉妹都市であり、毎年中心商店街一帯で「やまぐちスペインフィエスタ」が開催さ

れにぎわいを見せています。  

 

 

 

 

 

 

２）景観資源 

 中心市街地から県庁にかけての県道はケヤキ・イチョウ並木が美

しく、パークロードの愛称で市民に親しまれています。このパーク

ロードは、昭和６１年に国土交通省（当時建設省）選定の日本の道

１００選にも選出されており、沿道の亀山公園、県立美術館、県立

図書館、県立博物館などの建物と一体となって美しい街並みを創り

出しており、山口のシンボルゾーンを形成しています。 

隣接する一の坂川沿いは、春は桜並木、夏はほたる鑑賞の夕べ、

秋はアートふる山口など多くのイベントが行われ市民や観光客に

親しまれており、平成７年には都市景観形成地区の指定を行い、美

しい街並み形成に努めています。さらに、第１期中心市街地活性化

基本計画に基づく一の坂川周辺地区整備事業等により

市道美装化、電線地中化等の整備など景観に配慮した

空間整備を進めました。 

また、この一帯はパークロード周辺地区として平成

１０年に国土交通省選定の都市景観百選に選出され、

平成１８年５月１日には景観法に基づく景観行政団体

となりました。さらに平成２５年３月には山口市景観

計画を策定し、引き続き良好な景観の形成を進めていくこととしています。 

 

３）都市機能 

 中心市街地及びその周辺地域は、平成２０年８月に策

定した「山口・小郡都市核づくりマスタープラン」にお

いて「山口都市核」と位置付けられており、その特性を

踏まえたゾーンを設定しています。各ゾーンには、行

政・商業・文化等の都市機能が多く集積しています。   

中心市街地（中心商店街ゾーン）内では、その南に立

地しているＪＲ山口駅を交通の結節地として、路線バス、

七夕ちょうちんまつり      YCAM10周年記念祭「パブローブ」   やまぐちスペインフィエスタ 

パークロード 

一の坂川周辺整備 

パークロード 

JR山口駅 

パークロード 
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コミュニティバス等が発着しており、まちなかのゲート機能として多くの通勤・通学者や

買い物客等が利用しています。 

 また、金融機関や放送局、裁判所や検察庁などの官公庁や高等学校、病院、神社仏閣、

さらには７つの商店街で構成される中心商店街や市内唯一の百貨店など様々な都市機能が

集積しています。 

 
（３）地域の現状に関する統計的なデータの把握 

１）人口動態等に関する状況 

①人口 

市全域の人口は、平成１５年から平成１８年までは増加していましたが、それ以降は 

減少傾向です。平成２５年は、前年に比べ増加したものの、平成１５年の水準近くまで

減少しています。 

中心市街地内の人口は、民間マンションの供給や第１期計画時の借上型市営住宅整備 

等により、平成２３年まで増加を続けていました。ここ２年間は増減を繰り返していま 

す。 

 

 

平成 15年 

3,954人（100%） 

平成 20年 

4,242人（107.3%） 

平成 25年 

4,351 人（110.0%） 
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②世帯数 

 市全域、中心市街地ともに、増加傾向にあります。中心市街地では、平成１５年から平

成２５年にかけて、２５０世帯（１３．７％）増加しています。一方で一世帯あたりの人

員は、年々減少しています。 
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4,242  
4,311  4,332  

4,400  
4,332  4,351  

194,481  
195,058  195,302  195,575  195,236  195,042  195,092  194,974  

194,446  194,023  
194,640  

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

180,000

185,000

190,000

195,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

中
心
市
街
地
（
人
）
 

山
口
市
（
人
）
 

人口 

中心市街地 山口市 

平成 15年 

1,819 世帯（2.17人/世帯） 

 

平成 20年 

1,997世帯（2.12 人/世帯） 

 

平成 25年 

2,069 世帯（2.10人/世帯） 

 

資料：住民基本台帳（3月31日現在） 

 

資料：住民基本台帳（3月31日現在） 
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中心市街地の年齢別人口

1,018（27.0） 1,044（26.6） 1,103（26.7）

2,291（60.8） 2,374（60.5） 2,475（59.8）

461（12.2） 506（12.9） 558（13.5）

H12 H17 H22

人
口

（
割
合

）

老年人口 生産年齢人口 年少人口

山口市の年齢別人口

39,212（19.9） 43,297（21.7） 46,709（23.8）

128,441（65.2） 127,766（64.1） 122,614（62.4）

29,459（14.9） 28,221（14.2） 27,045（13.8）

H12 H17 H22

人
口

（
割
合

）

老年人口 生産年齢人口 年少人口

③年齢別人口 

 中心市街地の年代別人口は、平成１２年時点に比べ平成２２年時点で全ての年代で増加

していますが、割合でみると生産年齢人口（15歳以上～65歳未満）の割合が低くなってい

ます。 

また、老年人口（65歳以上）割合は、割合自体平成１２年時点から下がっているものの、

平成２２年時点で市全域に比べると依然高くなっています。 

             

 

                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 12年の老年人口 

1,018人 27.0% 

 

 

平成 22年の老年人口 

1,103人 26.7% 

 

資料：国勢調査 

 

資料：国勢調査 
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事業所数

941 813 723 674
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従業者数

5,480 5,085 4,576 4,263

90,645 91,025 90,900
86,607

5.6
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0
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中心市街地 山口市 シェア

２）経済活力に関する状況 

①事業所数、従業者数 

 事業所数は、市全域、中心市街地ともに減少しています。中心市街地は平成１３年時点

と比べ約２８％減少しています。 

 従業員数も、事業所と同様に市全域、中心市街地ともに減少しています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 13年 

事業所数  941(9.4%)  

 従業者数 5,480 人(6.0%) 

 

平成 24年 

事業所数  674(7.6%)  

 従業者数 4,263 人(4.9%) 

 

資料：事業所・企業統計。H21年､H24年は経済センサス(国、地方公共団体の従業者数は含んでいない) 

 

資料：事業所・企業統計。H21年､H24は経済センサス(国、地方公共団体の事業所数は含んでいない) 
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小売業商店数

466 425 414 374

2,387 2,255 2,236
2,073

19.5

18.8

18.5

18.0

0
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1,000
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2,000
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店
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17.0
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18.0
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19.0

19.5

20.0

シ

ェ
ア

（
％

）

中心市街地 山口市 シェア

②産業別事業所数、従業者数 

 事業所数、従業者数は、市全域、中心市街地ともに第3次産業の占める割合が非常に高く

なっています。 

 

 

※（  ）内は中心市街地全体に対する第3次産業の割合 

  

③小売業商店数 

 市全域、中心市街地ともに減少しています。中心市街地では、平成９年から平成１９年

にかけて、９２商店（19.7％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地 山口市 シェア 中心市街地 山口市 シェア
674 8,915 7.6 4,263 86,607 4.9

農林漁業 1 71 1.4 6 1,039 0.6
1 71 1.4 6 1,039 0.6

鉱業、採石業、砂利採取業 0 6 0.0 0 37 0.0
建設業 10 876 1.1 48 6,511 0.7
製造業 10 333 3.0 101 6,911 1.5

20 1,215 1.6 149 13,459 1.1
電気・ガス・熱供給・水道業 0 4 0.0 0 335 0.0
情報通信業 8 120 6.7 73 1,659 4.4
運輸業・郵便業 3 202 1.5 241 5,177 4.7
卸売業・小売業 274 2,491 11.0 1,527 20,213 7.6
金融業・保険業 27 199 13.6 411 2,319 17.7
不動産業、物品賃貸業 30 573 5.2 103 1,840 5.6
学術研究、専門・技術サービス業 39 390 10.0 159 1,868 8.5
宿泊業・飲食サービス業 103 1,017 10.1 456 8,759 5.2
生活関連サービス業、娯楽業 64 734 8.7 246 4,250 5.8
教育、学習支援業 27 313 8.6 282 4,816 5.9
医療、福祉 29 609 4.8 355 12,776 2.8
複合サービス事業 4 83 4.8 54 811 6.7
サービス業（他に分類されないもの） 45 894 5.0 201 7,286 2.8

653 7,629 8.6 4,108 72,109 5.7
資料：平成24年経済センサス

第1次産業

第2次産業

第3次産業

区分
事業所数 従業者数

産業計

平成 9年 

466商店(19.5%)  

  

 

平成 19年 

374商店(18.0%)  

 

中心市街地内の第 3次産業 

事業所数  653(96.9%)  従業者数 4,108人(96.4%) 

資料：商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上の区分で中心

市街地を含んでいる。 
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小売業年間商品販売額
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④小売業従業者数 

 平成９年から平成１９年にかけて市全域では７９８人増加していますが、中心市街地で

は３１５人（13.6％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

⑤小売業年間商品販売額 

 中心市街地では、平成９年から平成１９年にかけて、１９，２１５百万円（41.1％）と

大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小売業従業者数

2,320 2,143 2,088 2,005

12,870
13,815 14,033 13,668
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ア

（
％

）

中心市街地 山口市 シェア

平成 9年 

46,736百万円(19.4%)  

  

 

平成 19年 

 27,521百万円(12.7%)  

 

平成 9年 

 2,320人（18.0%)  

  

 

平成 19年 

 2,005人(14.7%)  

 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上の区分で中心

市街地を含んでいる。 

 

 

資料：商業統計調査 

 

資料：商業統計調査 

 ※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上の区分で中心

市街地を含んでいる。 

 

 



11 

13,198  

11,357  10,731  
9,932  9,794  9,681  9,698  9,974  9,953  

0

2,000

4,000
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14,000

H10 H13 H15 H18 H20 H21 H22 H23 H24

小売業年間商品販売額の内、｢織物・衣服・身の回り品小売業」、｢飲食料品小売業」合

計額 

また、小売業年間商品販売額の内、「織物・衣服・身の回り品小売業」と「飲食料品小

売業」の合計額は、平成１８年までは減少傾向でしたが、平成１８年以降は横ばいの状

態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥小売業売場面積 

 平成９年から平成１９年にかけて市全域では６４，５３３㎡増加していますが、中心市

街地では１０，３８９㎡（17.8％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

小売業売場面積

58,275 53,176 53,492 47,886
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中心市街地 山口市 シェア

平成 9年 

 58,275㎡（23.0%)  

  

 

平成 19年 

  47,886 ㎡(15.0%)  

 

資料：商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上の区分で中心

市街地を含んでいる。 

 

 

資料：平成 10年から平成 18年までの数値は商業統計調査による実績値。平成 20年以降の数値は山口市中心市街
地活性化推進室の調査による。 
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商店街通行量（休日）

0
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12,000
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16,000

18,000

通
行
量

各
地
点

（
人

）

合計 86,322 74,058 64,346 55,742 54,413 54,252 58,507 53,483 54,411

①中市・金子染物店前 6,480 5,178 4,872 4,020 4,348 5,272 6,244 6,243 5,397

②中市・JTB前 15,888 11,316 12,702 10,502 10,007 9,820 10,710 10,317 10,609

③米屋町・みずほ銀行前 14,460 12,116 11,114 10,736 9,488 9,370 9,870 7,448 9,276

④道場門前・和韓薬膳茶房前 12,326 11,846 8,216 8,256 7,544 7,134 7,756 6,982 6,801

⑤道場門前・コーヒーボーイ前 9,876 9,516 6,230 6,752 5,948 6,070 6,562 7,123 6,364

⑥道場門前・どうもんパーク前 8,394 4,738 3,718 3,658 3,992 4,042 4,397 4,766 4,666

⑦西門前・ビューティー愛前 5,036 4,102 2,282 2,496 2,776 2,756 2,850 2,685 3,263

⑧新町・ギャルソン前 3,942 4,340 3,188 2,534 2,416 2,242 2,566 2,481 2,882

⑨駅通り・無印良品前 5,940 6,042 6,998 3,846 4,370 4,378 4,531 2,992 2,774

⑩駅通り・万徳寺前 3,980 4,864 5,026 2,942 3,524 3,168 3,021 2,446 2,379

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

商店街通行量（平日）
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合計 73,502 63,248 53,124 52,470 37,765 40,818 42,740 32,066 31,540

①中市・金子染物店前 6,828 5,936 4,936 3,746 2,243 3,370 3,132 2,638 2,356

②中市・JTB前 11,596 9,272 8,992 8,042 6,092 6,158 6,834 4,822 5,298

③米屋町・みずほ銀行前 10,934 9,228 8,304 7,672 5,870 5,654 6,576 4,228 4,788

④道場門前・和韓薬膳茶房前 8,290 7,846 6,206 6,376 5,086 5,106 5,232 4,112 3,550

⑤道場門前・コーヒーボーイ前 7,630 7,364 5,622 6,206 4,946 5,098 4,720 4,220 3,940

⑥道場門前・どうもんパーク前 8,004 5,612 4,380 5,618 3,368 4,936 5,192 3,222 3,802

⑦西門前・ビューティー愛前 6,790 5,774 4,036 4,438 2,760 3,374 3,778 2,740 2,276

⑧新町・ギャルソン前 4,114 4,054 3,284 3,136 2,594 2,118 2,322 1,880 1,848

⑨駅通り・無印良品前 5,066 4,056 3,972 3,770 2,630 2,516 2,612 2,198 2,004

⑩駅通り・万徳寺前 4,250 4,106 3,392 3,466 2,176 2,488 2,342 2,006 1,678

H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

⑦商店街通行量（平日・休日） 

 平成２４年通行量の合計は、平日が３１，５４０人、休日が５４，４１１人となってい

ます。平成８年からの推移をみると全体的には減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 8年 

平日 73,502人 

休日 86,322人 

 

平成 24年 

平日 31,540 人 

休日 54,411 人  

 

資料：山口市商店街通行量調査（山口商工会議所） 
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３）土地に関する状況 

①土地利用 

中心市街地内には、「空家」「空き地」が増えています。平成２２年時点で空家は約６０

か所、空地は約１００か所、２.８ha存在します。これは、平成１３年時点に比べ大幅に増

加しています。 

また、街区を形成する主要な区画道路が４ｍ未満であることや個々の宅地にアクセスす

る道路がない無接道宅地が広がっている(無接道宅地の面積で約4ha、およそ300棟)こと等

により、建物の適切な更新の困難な宅地が数多くみられます。 

 

 

 

 

低未利用地の増加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狭あい道路と無接道宅地の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22年 

空家  約 60か所  

 空き地 約 100か所、2.8ha 

 

平成 13年 

空家  約 20 か所  

 空き地 約 60か所、1.8ha 

 

資料：山口市中心市街地活性化推進室 

資料：山口市中心市街地活性化推進室 
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固定資産税課税額
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②固定資産税（土地・家屋）課税額 

 市全域では平成２２年以降減少しています。中心市街地は平成２０年までは増加してい

ましたが、平成２１年からは減少を続け、平成２５年には平成１８年と比較して５９百万

円（13.8％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③公示地価 

 中心市街地にある標準地（商業地）２地点の公示地価額は、下降傾向にあり、いずれも

平成１８年と比較して３０％以上減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18年 

 429百万円（4.6%)  

  

 

平成 25年 

370百万円(4.2%)  

 

平成 18年 

米屋町  153,000円 

 道場門前 102,000円 

 

平成 25年 

米屋町  97,100円(▲36.5%) 

 道場門前 68,800円(▲32.5%) 

  

 

資料：山口市資産税課 

資料：国土交通省地価公示 
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山口線及び山口駅乗車数
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吉敷・湯田 大　　　　内 川　　　　西

(H20.10廃止)

４）交通に関する状況 

①ＪＲ山口線及び山口駅の一日平均乗車人員数 

 ＪＲ山口線、山口駅ともに平成２３年度は、前年を上回ったものの、この１０年間で山

口線は７２２人（11.7％）、山口駅は３９３人（19.5％）減少しています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②コミュニティバスの一日平均乗車人員数 

 マイカー社会からの変換や地域活性化を目的に平成１３年から運行を行っており、「吉

敷・湯田ルート」「大内ルート」ともに中心市街地内を運行し、各地域と中心商店街を結

ぶ重要な公共交通機関として定着しています。平成１７年度以降ほぼ横ばいの状況でした

が、ここ数年は減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 13年度 

山口線 6,175人/日  

山口駅 2,016人/日 

 

平成 23年度 

山口線 5,453人/日  

山口駅 1,623人/日 

 

平成 18年度 

山口線 5,463人/日  

山口駅 1,759人/日 

 

資料：山口県統計年鑑 

 

 

 

資料：山口市交通政策課 

資料：山口県統計年鑑 
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③運転免許保有状況 

 本市における運転免許保有者数及び取得割合は、年々増加しています。また、本市の免

許取得率は県全体の取得率より２.５％高い状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

124,621  125,837  127,155  127,938  128,843  129,469  130,095  130,351  130,824  131,060  

195,058  195,302  195,575  195,236  195,042  195,092  194,974  194,446  194,023  194,640  
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）
 

保
有
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（
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）
 

山口市の運転免許保有者数 

免許保有者 人口 シェア 

929,457  933,526  936,919  937,885  939,805  940,834  939,970  939,117  938,798  937,676  

1,512,333  1,504,917  1,499,002  1,489,176  1,479,840  1,471,715  1,464,275  1,455,401  1,445,473  1,447,499  

61.5  

62.0  
62.5  

63.0  

63.5  
63.9  

64.2  
64.5  

64.9  

64.8  

59.0
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62.0

63.0

64.0

65.0

66.0

0

200,000

400,000
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800,000

1,000,000
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1,600,000
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保
有
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（
人
）
 

山口県の運転免許保有者数 

免許保有者 人口 シェア 

平成 16年 

 124,621人（63.9%)  

  

 

平成 25年 

131,060人(67.3%)  

 

資料：山口県警本部交通部運転免許課 人口は住民基本台帳３月末現在 

資料：山口県統計年鑑 
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その他
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773

0 200 400 600 800

その他

通勤・通学

習い事、サークル活動

通院

業務等

理美容

喫茶店でお茶

イベント

ウインドショッピングや散策

外食

銀行、郵便局

買い物

[３]地域住民のニーズ等の把握・分析 

中心市街地に関する市民の意向を把握するために、平成２４年度中に下記のとおり２件

のアンケート調査を実施しました。 

平成１８年６月に実施した市民アンケート結果（以下「前回」という。）と比較すると、

訪れる頻度や目的は、ほぼ変化がないものの、中心市街地に魅力を感じる人の割合が減少

しており、いかにして魅力を高めていくかが今後の課題です。 

また、平成２４年度に初めて実施した中心市街地居住者へのアンケート調査によると、

７割を超える方が現在の住まいについて満足をしているものの、一方で古い住宅が多く、

火災や地震への不安など防災性、安全性に対する満足度が低くなっています。 

 

（１）山口市の中心市街地に関する市民アンケート 

 

 

 

 

 

＜結果概要＞ 

ア）中心市街地を訪れる頻度       イ）中心市街地を訪れる目的 ※複数回答 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

      

 

 

 

 

 

 

 

目  的 山口市の中心市街地の活性化について、市民の目からみた中心市街地の現

状や活性化に向けた意向を把握するために実施 

調査時期 平成２５年１月～２月 

調査方法 住民基本台帳から、１８歳以上を対象に、無作為に約３，０００人を抽出

し、郵便により配布、回収（回収率 38.6％、1,138件） 

・約５割の市民は毎月訪れている。

（前回も約 5割）  

・１６．５％の市民は週１回以上訪

れている。（前回は 14.9%） 

・目的は「買い物」が最も多く、

次いで「銀行」「外食」「イベ

ント」等中心市街地ならではの

項目が多い。（前回も買い物が

最も多い） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

多くの専門店があって、買い物が便利

魅力的な店があって、買い物が楽しい

百貨店があって、魅力的な商店街である

様々なイベントがあって、人と触れ合う機会が多い

ウインドーショッピング・散策の魅力がある

お店の人とのコミュニケーションがある

商品・サービスの質が高い

公共交通機関があり車がなくても行くことができる

駐車場が多くあるため車で行くのに便利

病院や文化活動（習い事）等で寄ることができる（多様な機能が集積）

コミュニティの場が多い（人と触れ合う機会が多い）

アーケードがあるため天気に左右されずに外出できる

そう思う まあそう思う どちらともいえない あまり思わない そう思わない

25.9 

25.5 26.0 

16.7 

5.9 

１時間未満

１時間以上～

１時間３０分未満

１時間３０分以上～

２時間未満

２時間以上～

３時間未満

３時間以上

2.9

9.3
0.7

81.4

1.5
3.1

0.1 1.0
徒歩

自転車

バイク

自動車

ＪＲ

バス（コミュニティバスを含む）

タクシー

その他

ウ）主に利用する交通機関           エ）中心市街地を訪れた際の滞在時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民の約８割が自動車を利用している。    ・滞在時間は「１時間未満」「１時間以上～  

（前回は約7割）                １時間30分未満」「１時間30分以上～２時・ 

公共交通機関の利用者は４％に過ぎない。    間未満」がそれぞれ全体の約１／４を占め 

（前回は約7%）                 る割合となっている。 

                       （前回は質問項目なし） 

                         

 

 

オ）中心市街地のイメージや魅力

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アーケードや駐車場などの整備状況は評価されているものの、人と触れ合う機会などコミュニ

ケーションの面は評価が低くなっている。（前回は質問項目なし） 
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各種イベントに魅力がない

散策のできる街の景観や緑の豊かさが不十分

接客・対応が行き届いていない部分がある

イベントや売り出しの情報が入らない

広場・小公園、公衆トイレなど休憩する場所が少ない

商品・サービスの値段が高い

その他

店の業種が不足している

品揃えが悪い

どのようなお店があるのかわからない

１か所でまとめて買い物が出来ず不便

道路が狭く車で行きにくい

閉店時間が早い

なじみ客ではないので入店しづらい

駐車場が遠いため車での買い物が不便

魅力ある店が少ない

活気がない（空き店舗がふえてきた）

カ）中心市街地の魅力について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「強く魅力を感じる」「やや魅力を感じ 

る」と回答したのは約１３％に留まっ 

ている。 

（前回は約16.3%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

魅力を感じない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「あまり魅力を感じない」「全く魅力を感じな

い」と回答した理由は、まちの活気や店舗、ア

クセスに関する不満が多い。 

（前回も今回と同様にまちの活気や店舗に関

する不満が多い） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

火災時の延焼からの安全性や、地震時の建物倒壊や避難などの安全性が高い

防犯などのまちの安心感がある

地区内での車利用のしやすさや生活道路などの歩行者の通行が安全

公園や広場の数や近さ、川や緑が豊か

市役所や市民会館などの文化施設など公共・公益施設へ行きやすい

学校や保育園、幼稚園へ通いやすい

病院やデイサービスなどの医療・福祉施設へ通いやすい

ごみ捨てや騒音など近隣居住者の生活マナーがよい

近所付き合いなどのコミュニティがある

そう思う まあそう思う どちらともいえない あまり思わない そう思わない

（２）山口市のまちなか（中心市街地）居住者アンケート（今回初めて実施） 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果概要＞ 

ア）中心市街地の商業環境について 

 

 

 

 

 

 

 

 

・買い物の利便性やお店の人とのコミュニケーションについては、市民アンケートに比べ評価が

高い。 

・商品サービスや店舗の魅力に関する評価が低い。 

 

イ）中心市街地の生活環境について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療・福祉施設、教育機関や公共施設等への行きやすさに対して評価が高い。 

・車利用のしやすさや歩行者の通行環境、防災面などの評価が低い。 

 

 

 

 

 

目 的 山口市の中心市街地の活性化について、地区内居住者の視点から中心市街地

の現状や活性化に向けた意向を把握するために実施 

調査時期 平成２５年１月～２月 

調査方法 中心市街地に居住している世帯を対象に、約１，０００世帯を抽出し、郵送

により配布、回収（回収率 44.2％、431件） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多くの専門店があって、買い物が便利

魅力的な店があって、買い物が楽しい

百貨店があって、魅力的な商店街である

様々なイベントがあって、人と触れ合う機会が多い

ウインドーショッピング・散策の魅力がある

お店の人とのコミュニケーションがある

商品・サービスの質が高い

アーケードがあるため天気に左右されずに外出できる

そう思う まあそう思う どちらともいえない あまり思わない そう思わない
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街なか情報の発信、情報窓口の設置

避難場所、災害時の環境整備

地域資源を活かした商業観光

子ども・高齢者等も安心なバリアフリー化

再開発ビルなどの店舗の更新

バーゲン等の増加

公共交通機関の充実

まちづくりの担い手の人材育成

共通商品券・共通ポイントサービス

朝市などの日常的なイベント

閉店時間の延長

祭事・集客イベントの充実

フリーマーケット、オープンカフェ

小公園・ベンチ・休憩場所整備

新しい店の導入、業種転換

駐車場の整備

豊富な品揃え、入店しやすい店作り

空き店舗の活用

ウ）住まいの満足度                    不満の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「満足」「まあ満足」と回答した割合    

は７割を超えている。         ・不満の理由としては住宅が古いことが最も多く、

次いで火災や地震の心配、車利用の不便さ、住環

境など、個人の取り組みだけでは改善しにくい事

項が多い。 

 

 

（３）市民とまちなか居住者の意向比較 

中心市街地の活性化に必要な取り組み 

   （市民アンケート）             （まちなか居住者アンケート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民、居住者ともに空き店舗の活用や店舗の魅力向上、新規店舗の導入など店舗の数や業種の

充実が必要とする意見が最も多い。 

・次いで駐車場の整備や小公園・休憩所の整備など、来訪した際の環境整備に関する意見が多い。 
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[４]第１期山口市中心市街地活性化基本計画の検証 

（１）第１期計画の概要 

山口市では、平成１８年の中心市街地活性化法改正を受けて、商業、文化をはじめとし

た都市機能の充実や暮らしに必要なサービスや公共交通の利便性の向上、一の坂川周辺の

再生や本市の特徴である歴史や文化の融合等で、「にぎわいのあるまち」、「暮らしやすいま

ち」、「自然と文化の薫るまち」の創造のため、平成１９年５月に第１期計画の認定を受け

て中心市街地の活性化に取り組んできました。 

計画期間は平成１９年５月から平成２４年３月まででしたが、効果検証期間として１年

間期間延長し、平成２５年３月までとしています。 

①計画期間：平成１９年５月～平成２５年３月（5年11ヶ月） 

 

②区域面積：約７５ha 

 

③基本的な方針 

●にぎわいのあるまち 

●暮らしやすいまち 

●自然と文化の薫るまち 

 

④中心市街地活性化の目標 

●自然と文化に彩られた人々を惹きつける魅力ある中心市街地の形成 

●自然と文化に彩られた誰もが住みたくなるような中心市街地の形成 

 

⑤目標指標 

基本的な方針 
中心市街地活性化

の目標 
目標指標 基準値 目標値 

にぎわいのあるまち 

 

暮らしやすいまち 

 

自然と文化の薫るまち 

自然と文化に彩ら

れた人々を惹きつ

ける魅力ある中心

市街地の形成 

商店街通行量

（休日） 

54,252（人/日） 

平成18年度 

56,000（人/日） 

平成24年度 

小売業年間商

品販売額(※) 

10,731（百万円/年） 

平成15年度 

11,000（百万円/年） 

平成24年度 

自然と文化に彩ら

れた誰もが住みた

くなるような中心

市街地の形成 

居住人口 
3,968（人） 

平成18年度 

4,200（人） 

平成24年度 

(※) 「織物・衣服・身の回り品小売業」と「飲食料品小売業」の合計額 

 

（２）第１期計画事業の進捗状況 

第１期計画で位置付けた２５事業（計画期間中に削除した事業を除く）のうち、１３事

業が完了、１１事業は実施中、未実施の事業が１事業となっており、事業実施率は９６％

です。 
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第１期計画事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 

 

２ 

 
７ 
 

 

７ 
 

 

７ 
 

 

４ 
 
 
 

 

８ 
 
 

 

３ 
 
 

 

商業の活性化 

１ どうもんパーク事業 ２ アルビ跡地事業 

（平成 20年３月 

グランドオープン） 

マルシェ中市 

（平成 23年４月オープン） 

梅田邸活用事業 

（平成 24年４月オープン） 

きぎょうサポート・センター事業 
 
個性ある商店街創造イベント等事業 

 
共通駐車サービス券システム事業 

空店舗対策事業 

まちと文化推進事業 

大規模小売店舗立地法の特例区域の設定 

やまぐちスペインフィエスタ 

（個性ある商店街創造イベント等事業） 

５ 
 
 
 

 

６ 
 
 
 

 

９ 
 
 

 

10 
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一の坂川総合流域防災事業 
／一の坂川周辺地区整備事業 

３ 

魅力的な都市空間づくり 
中心市街地情報提供事業  

山口街中トップページ 

子育て支援者のための支援拠

点施設運営事業 

４ 

福祉、利便の増進 

ほっとさろん中市「まち

のえき」事業 

５ 

てとてと ほっとさろん中市 さぽらんて 

市民活動支援センター

「さぽらんて」事業 

６ 

借上型市営住宅整備事業 ７ 

住宅の供給及び住環境の向上 

中市市営アパート 

（平成 21年） 

駅通り市営アパート 

（平成 22年） 

黄金町市営アパート

（平成 23年） 

高齢者街なか居住支援事業
事業 

 

コミュニティ交通等運行事業 中市地区アクセス道路整備事業 ８ ９ 

交通アクセスの向上 

バリアフリー対応昇降施設設置事業 10 

コミュニティバス 

空家 BANKトップページ 
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第１期計画事業進捗状況 

区分 事業名 事業内容 実施主体 進捗 

市街地の整
備改善 

一の坂川周辺地区整
備事業 

道路整備と河川周辺の高質空間を
形成する事業 

山口市 実施中 

中心市街地情報提供
事業 

中心市街地に関する情報を市民に
提供する事業 

山口市 実施中 

米屋町南地区市街地
再開発事業 

店舗及び住居の整備 
 

市街地再開発
組合 

未実施 

一の坂川総合流域防
災事業(再生) 

自然の状態に近い河川へ再整備を
図る事業 

山口県 平成24年
度完了 

都市福利施
設整備 

アルビ跡地事業 
 

市場を中心とするテナントミック
ス店舗、飲食を中心としたコミュニ
ティ拠点を整備する事業及び食文
化創出、テナントミックス促進等に
向けたソフト事業の実施 

中市商店街振
興組合 
 
㈱街づくり山
口 

平成22年
度完了 

総合・循環型福祉サ
ービス推進モデル事
業 

デイサービス事業やサロンを設置
する事業 
 

福祉生活協同
組合さんコー
プ 

実施中 

ほっとさろん中市
「まちのえき」事業 

高齢者、障がい者福祉の増進を図る
事業 
 

NPO法人山口
せわやきネッ
トワーク 

実施中 

子育て支援者のため
の支援拠点施設運営
事業 

子育て支援者と子育て中の親子を
支援する事業 

NPO法人あっ
と 

実施中 

市民活動支援センタ
ー「さぽらんて」事
業 

市民活動の参加促進と活動を支援
する事業 
 

NPO法人山口
せわやきネッ
トワーク 

実施中 

住宅の供
給・居住環
境の向上の
ための事業 

借上型市営住宅整備
事業 

山口市借上型市営住宅制度を活用
した住宅整備事業 

個人事業者 平成22年
度完了 

高齢者街なか居住支
援事業 

街なかでの居住を希望する高齢者
へ物件の情報提供などの支援を図
る事業 

NPO法人山口
まちづくりセ
ンター 

実施中 

商業活性化 大規模小売店舗立地
法の特例区域の設定 

大規模小売店舗立地法の手続きの
簡素化の措置 

山口市 平成19年
度完了 

アルビ跡地事業(再
掲) 
 
※中小小売商業高度化事
業にかかる特定民間中心
市街地活性化事業計画の

主務大臣認定 

市場を中心とするテナントミック
ス店舗、飲食を中心としたコミュニ
ティ拠点を整備する事業及び食文
化創出、テナントミックス促進等に
向けたソフト事業の実施 

中市商店街振
興組合 
 
㈱街づくり山
口 

平成22年
度完了 

どうもんパーク事業 
 

教養文化施設、食料品店などの機能
を持った中心商店街の西の拠点を
整備する事業 

道場門前商店
街振興組合 

平成19年
度完了 
 

きぎょうサポート・
センター事業 

中心市街地での起業や経営を支援
する拠点を整備する事業 

㈱街づくり山
口 

平成22年
度完了 

まちと文化推進事業 
 

中心市街地と周辺の様々な文化資
源を活用した新たな魅力創出を図
る事業 

山口市 平成23年
度完了 

やまぐち秋のフェス
ティバル事業 

中心市街地が一体となって「魅力あ
る商業空間」を創造し、それを体感
できるようなイベントを新たに実
施するとともに、まちのイメージア
ップに向けて、地元商店街と百貨店
等が連携し、新たな魅力とにぎわい
を創出する事業 

やまぐち秋の
フェスティバ
ル実行委員会 

平成22年
度完了 

アルビ跡地事業（再
掲） 
 

市場を中心とするテナントミック
ス店舗、飲食を中心としたコミュニ
ティ拠点を整備する事業及び食文

中市商店街振
興組合 
 

平成22年
度完了 
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化創出、テナントミックス促進等に
向けたソフト事業の実施 

㈱街づくり山
口 

米屋町南地区市街地
再開発事業（再掲） 

店舗及び住居の整備 市街地再開発
組合 

未実施 

空店舗対策事業 
 

空き店舗への入店促進とイベント
を実施する事業 

(株)街づくり
山口 

実施中 

個性ある商店街創造
イベント等事業 

新たなイベントや商店街の人材育
成を図る事業 

CP研究会 実施中 

ジャパン・ファッシ
ョンデザインコンテ
スト関連事業 
 

ファッション文化の振興を図る事
業 
 

ファッション
デザインコン
テスト実行委
員会 
 
中心商店街の
商店街団体 

平成21年
度完了 

共通駐車サービス券
システム事業 

中心商店街での買い物に応じて駐
車料金を割り引く事業 

㈱街づくり山
口 

実施中 

一体的推進
事業 

中市地区アクセス道
路整備事業 

旧山口銀行山口支店跡地周辺とア
ルビ跡地への道路整備事業 

山口市 平成22年
度完了 

コミュニティ交通等
運行事業 

コミュニティ交通の整備を図る事
業 

山口市 実施中 

市民交通計画策定事
業 

市民交通計画の策定 
 

山口市 平成19年
度完了 

バリアフリー対応昇
降施設設置事業 

バリアフリー対応の昇降施設を設
置する事業 

道場門前商店
街振興組合 

平成19年
度完了 

移動等円滑化基本構
想策定事業 

移動等円滑化基本構想の策定 山口市 平成21年
度完了 

 

 第１期計画期間中に変更・削除した事業 

区分 事業名 事業内容 実施主体 
変更・削除年度及 

び理由 

住 宅 の 供
給・居住環
境の向上の
ための事業 

市営住宅整備事業 市営住宅を整備する事業 山口市 平成20年度 
「借上型市営住宅
整備事業」へ切り
替えたため 

商業活性化 米屋町商店街北地区
整備事業 

回廊型店舗と憩いスペース
を整備する事業 

協同組合米屋
町振興会 

平成22年度 
事業実施に至らな
かったため 

市場移転再生事業 市場の移転整備と市営住宅
を整備する事業 

山口市 平成20年度 
「アルビ跡地事
業」に統合したた
め 

アルビ跡地事業計画 テナントミックス店舗を整
備する事業 

中市商店振興
組合 

平成20年度 
「アルビ跡地事
業」に統合したた
め 
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（３）第１期計画数値目標の達成状況 

目標指標① 商店街通行量（休日） 

 

 

 

 

 

 

 

  第１期計画において、商店街をひとつのショッピングモールと見立て、西門前地区、 

道場門前地区を西の核、中市地区を東の核として位置付けるとともに、ＪＲ山口駅への 

通りをシンボル軸として、東西核、東西に伸びるアーケード、シンボル軸による「２核 

十字型モール構想」を基本として商業の活性化にあたりました。 

当初の計画通り東西の核施設である、西のどうもんパーク、東のマルシェ中市につい

ては整備され、効果が発現している状況です。また、まちなか居住の推進による効果や、

空き店舗を活用した特産品ショップ、薬膳カフェ、フィットネスクラブといったこれま

で商店街内で扱っていない新規店の出店なども通行量の増加に寄与しました。 

計画最終年度の平成２４年度において、数値目標の達成には至りませんでした（達成

率 97.2％）が、これは、当初計画に位置付けていた米屋町商店街北地区整備事業が実施

に至らなかったこと、目的を持った来街が多く回遊行動に結びついていなかったことが

要因と考えられます。 

第２期計画では一部区域を拡大し、新たなエリアを周辺地域との結節地として整備し、

回遊性やアクセスの向上を図ることにより、新たな来客を確保していきます。 

また、中心商店街内でのイベントについてもにぎわい創出や来街者の滞在時間を延ば

すために欠かせない要素であることから、引き続き支援を進めていきます。 

基準数値（平成１８年度） 

５４，２５２人 

目標数値（平成２４年度） 

５６，０００人 

 

 

1,748人増加目標 

実績値（平成２４年度） 

   ５４，４１１人 

（目標値に対して△1,589人） 

 

商店街通行量（休日）

64,346

55,742 54,413 54,252

46,750

58,507

43,829

53,483 53,225 54,411 56,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H1
2

H1
4

H1
6

H1
8（
基
準
）

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
4（
目
標
）

（単位：人） 



28 

目標指標② 小売業年間商品販売額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「織物・衣服・身の回り品小売業」と「飲食料品小売業」の合計額 

 

第１期計画に掲げたアーケードの東西の核施設の整備、居住人口増加や各種取り組み

による販売額上昇の効果を期待していましたが、数値目標に達しませんでした(達成率

90.5％)。 

その要因としては、当初計画に位置付けていた米屋町商店街北地区整備事業が実施に

至らなかったこと、またアルビ跡地事業（マルシェ中市）による効果が当初見込んでい

た売り上げまで数値が伸びていないこと等にあります。 

また、販売額が伸びていないその他の背景として、郊外店の立地状況が影響している

ものと考えられます。こうした郊外店は、駐車場を備えており、運転免許保有割合の高

い当市の特徴からも、中心市街地の小売業年間商品販売額が伸び悩んでいる大きな要因

であると考えられます。 

第２期計画に向けては、区域の一部拡大による新規来街者の取り込みや、空き店舗対

策により、回遊性の向上や時間消費型の中心市街地を形成していく必要があります。 

 

 

小売業年間商品販売額

13,198

11,357
10,731

9,932 9,794 9,681 9,698 9,974 9,953
11,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H1
0

H1
3

H1
5（
基
準
）

H1
8

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
4（
目
標
）

基準数値 

（平成１５年度） 

１０，７３１百万円/年 

目標数値 

（平成２４年度） 

１１，０００百万円/年 

269百万円の 

増加目標 

実績値  

（平成２４年度） 

  ９，９５３百万円／年 

(目標値に対して△1,047百万円) 

（単位：百万円） 
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目標指標③ 居住人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

官民連携により３棟の借上型市営住宅の整備を行いました。当初の計画では、２棟の

予定でしたが、都心居住プロジェクト（山口市内に市営住宅を 200戸整備する事業）に

基づき３棟目の借上型市営住宅を整備した結果、居住人口の増加に大きく寄与しました。 

また、計画策定時に予定されていた民間マンションの供給も順調に進んだことや、更

にまちなか居住を促進するために転入者に対する支援として、街なか居住支援事業を２

年度にわたり実施した効果により目標数値を上回ることができました。 

第２期計画では中心市街地における優良建築物等整備事業による住居の整備等により

居住の促進をしていきます。 

さらに、密集した中心市街地の防災性の向上や居住環境改善を図るため、住宅市街地

総合整備事業にも着手していきます。 

 

 

 

居住人口

3,978
3,921 3,946

3,845

3,935
3,968 3,945

4,176

4,249 4,271
4,313 4,306

4,200

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

4,100

4,200

4,300

4,400

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8（
基
準
）

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
4（
目
標
）

基準数値 

（平成１８年度） 

３，９６８ 人  

目標数値 

（平成２４年度） 

４，２００ 人 
232人の増加目標 

実績値 （平成２４年度） 

   ４，３０６ 人 

（目標に対して１０６人） 

（単位：人） 
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（４）第１期計画の評価 

第１期基本計画に基づき、官民連携して各事業に取り組んできました。 

目標「自然と文化に彩られた人々を惹きつける魅力ある中心市街地の形成」においては、 

中心市街地の西の核として位置付けられる「どうもんパーク（平成 19年 12月）」や東の核

である「マルシェ中市（平成 23年 4月）」や梅田邸を活用した「和楽の咲都（平成 24年 3

月）」が整備され、オープン後、商店街の活性化に寄与しています。また、「一の坂川周辺

地区整備事業」等により、市道の美装化や電線類の地中化、河川整備等周辺地域との回遊

性の向上や景観に配慮した空間整備を進めており、「２核十字型モール構想」の実現化が進

んでいます。 

目標「自然と文化に彩られた誰もが住みたくなるような中心市街地の形成」においては、

高齢社会、人口減少社会に対応したコンパクトなまちづくりを目指しました。 

特に、３棟の「借上型市営住宅整備事業」（平成 18年度～平成 22年度）や「街なか居住

支援事業」（平成 22 年度～平成 23 年度）、民間マンションの供給等により、中心市街地

の居住人口増加を図ることができました。 

一方で、厳しい社会経済情勢等により、マルシェ中市の効果が当初の見込みに達しなか

ったこと、中心商店街の中央部にあたる中市商店街において平成２３年７月に大規模な火

災が発生したこと、当初計画に位置付けていた米屋町商店街北地区整備事業が実施に至ら

なかった影響、さらには郊外店の立地等様々な要因により、３つの目標指標のうち、居住

人口については目標を達成できたものの、商店街通行量と小売業年間商品販売額について

は、目標に達することができませんでした。しかし仮に各種事業等の取組みを行わなかっ

た場合の推計値をいずれも上回っており、中心市街地の活性化に一定の成果を得ることが

できました。  

今後も、都市の既存ストックの活用によるにぎわい創出や回遊性を高める取り組み等に

より、中心市街地の魅力を高め、さらなる活性化を進めていく必要があります。 
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（５）中心市街地の課題整理 

中心市街地の現状、市民アンケート結果から第１期計画の総括を行い、今後の活性化に

あたっての課題を抽出し、整理しました。 

 

目標１「自然と文化に彩られた人々を惹きつける魅力ある中心市街地の形成」 

中心市街地の現状 市民アンケート結果 第1期計画の総括 

●商店街通行量については

減少から横ばい状況に変

化（東西核付近は現状値

（H18 比較）から増加が

見られるが、その他では

減少している場所もあ

る） 

 

●小売業年間商品販売額は

東西核の効果はあったも

のの、今後減少傾向の可

能性がある 

 

●空き店舗数はＨ１８時と

の比較では増加している

（近年は悪化傾向に歯止

めがかかっているが退店

も多い） 

 

●滞在時間は短く、１時間

３０分未満の滞在が約５

割である 

 

●中心商店街の空き店舗を活

用して、新しい店舗の出店を

期待する意見が多い 

 

●商店街の品揃えの充実や入

店しやすい雰囲気づくりが

重要 

 

●ハード整備としては、駐車

場、休憩場所、小公園、トイ

レの設置が望まれている 

 

●朝市やフリーマーケットな

ど日常的なイベント開催 

 

●来街目的の約７割が【買物】

で次いで【銀行・郵便局】が

約２割。その他の用で来られ

るケースは少ない 

 

●コミュニティの場（人と触れ

合う機会）が多いと感じてい

る方は１割に満たない 

●東西核施設を整備した結果、

最寄品の品揃えは充実してい

る 

 

●事業を実施した地点の通行量

は増加しているが、周辺の波

及効果があまり見られない 

 

●積極的な空き店舗対策によ

り、近年空き店舗率は減少し

ているが依然空き店舗数は多

い 

 

●商店街における、様々なイベ

ント開催が定着してきてお

り、ソフト面が体制的に充実

してきた 

 

●市民にまちなかの魅力や情報

が行き届いていないところが

ある 

 

 

 

 

課題１ 

●第 1期計画で整備した施設をはじめとした都市の既存ストックを活用することによ
り、さらなるにぎわい創出と回遊性を高める取り組み 

●市民ニーズにあった商品・サービスの提供やコミュニティ機能の創出 
●滞在時間の増加を図るための取り組み 
●より多くの方に来街してもらうため、多様な媒体による情報発信が必要 
●効果的な取組を継続する体制 
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目標２「自然と文化に彩られた誰もが住みたくなるような中心市街地の形成」 

中心市街地の現状 市民アンケート結果 第1期計画の総括 

●中心市街地の居住人口は

増加 

 

●中心市街地には低未利用

地が増えている 

 

●老朽化木造住宅が密集し

ており、火災による延焼

の危険性が指摘されてい

る 

 

●４ｍ未満の狭あい道路が

多く、緊急車両が入れな

い地区がある 

 

●住宅デベロッパー等は、

まちなかでの共同住宅供

給に対する意向は未だ高

く、商業機能や地区内外

の都市機能に対して評価

している 

 

●まちなかや周辺地域には

多種多様な施設や歴史・

自然・景観資源が立地し

ている 

●中心市街地にそのまま住み

続けたいと答えた人が約８

割 

 

●公共公益施設（市役所、学校、

医療等）への行きやすさにつ

いて満足度は高い 

 

●地区内の防災性・安全性に対

する満足度は低くなってい

る 

 

●住まいに不満と答えた人の

理由として、住宅が古いこと

が最も多く、火災の延焼や地

震による倒壊、車利用の不便

さがあがっており、個人の取

り組みだけでは改善しにく

い事項が多い 

 

●地区内のコミュニティ（近所

づきあい）があると答えた方

は約４割程度 

 

 

●居住人口増加の主な理由とし

ては、借上型市営住宅整備や

分譲マンションなどによる住

居供給である 

 

●借上型市営住宅の居住者アン

ケートでは、７割以上が食料

品をまちなかで消費している

ことから、経済的な波及効果

があった 

 

●居住人口は、様々な取り組み

を行わなければ、再び減少傾

向に戻る可能性がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題２ 

●土地の共同利用、高度利用が図れるような取り組み 
●防災性の向上 
●道路幅員を確保することにより適切な土地利用が図るための基盤整備 
●誰もが安心して快適に暮らせることができるサービスの提供 
●地域内のつながりをつくるためのコミュニティ活動の支援 
●地区内外の資源を活かした効果的な事業推進 
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[５]山口市の目指すまち 

 

  

（１）山口市総合計画（平成 20年度～平成 29年度） 

 「ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち山口」をめざすまちの姿とし、「協働

によるまちづくり」と「広域県央中核都市の創造」を政策の柱に、市民と行政が協働して

まちづくりを実践するための仕組みづくりや都市としての活力、求心力を強化するための

都市核づくりなど、総合計画の体系に沿ったまちづくりを進めています。 

 

（２）山口市総合計画後期まちづくり計画（平成 25年度～平成 29年度） 

 人口減少社会への突入、グローバル化の進展など、本市を取り巻く社会経済情勢や本市

が抱える構造的な課題に対応するため、まちづくりの課題と取組みの方向性をより明確化

し、市民、企業、市民活動団体等と共有化を図るため、後期まちづくり計画を策定しまし

た。 

 同計画において引き続き、重点戦略として小郡都市核及び中心市街地を含む山口都市核

を中心とした「広域県央中核都市づくり」に取り組むこととし、次のとおり重点戦略や方

向性を定めています。 

 

 

山口市総合計画

「ひと、まち、歴史と自然が輝く 交流と創造のまち 山口」

将来都市像

・「協働によるまちづくり」

・広域県央中核都市の創造

政策の柱

・山口市都市計画マスタープラン

・山口・小郡都市核づくりマスタープラン

・山口市住宅マスタープラン

・山口市観光交流基本計画

・大内文化まちづくり推進計画 等

関連計画

中心市街地活性化基本計画

連携・整合

連携 意見

山口

阿東

阿知須

小郡

秋穂

徳地

近隣市

近隣市

近隣市

近隣市

山口市（約1,023k㎡）

高次な都市機能

の維持・強化

山口・小郡都市核

山口都市核（約315ha）

中心市街地

（約７６ha）

・活性化に関する基本的な方向性

・基本方針、目標・成果指標の設定

中心市街地活性化協議会
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取組みの方向性 実施主体等 

Ⅰ 高次都市機能の強化、経済産業基盤 

①小郡都市核 

・新山口駅ターミナルパーク整備 

  表口駅前広場、橋上駅舎、南北自由通路等の整備 

 

・新山口駅北地区重点エリア整備 

  産業交流拠点の核施設整備や機能導入、新たな市街化に向けた面

整備 

 

・都心居住の推進（借上型市営住宅：80戸） 

 

・県道山口宇部線へのアクセス道路の整備（県要望） 

 

②山口都市核 

・中心市街地の活性化 

  民間主導の再開発、居住環境整備等への支援 

  空き店舗対策の推進 

 

・広域観光の拠点、湯田温泉の魅力創造 

  湯田温泉拠点施設等の整備 

  温泉情緒を醸し出す基盤の整備（拠点施設周辺ほか） 

  モバイル端末に対応する情報環境の整備（公共空間、宿泊施設） 

「食」「健康」をテーマにしたソフト事業の展開（農山漁村エリ

アとの連携、現代版湯治など） 

 

・大内文化の歴史ルート（街路整備）、町並み、景観整備 

地区計画等を踏まえた街路整備、景観形成、居住環境の整備等の

支援 

十朋亭（杉私塾）の整備、活用 

創造的歴史公園の整備 

 

 

 

市、民間 

 

 

市、県、民間 

 

 

 

市、民間 

 

県 

 

 

市、民間 

 

 

 

市、民間 

 

 

 

 

 

 

市、民間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■重点戦略 広域県央中核都市づくり～広域的な視点に立った都市づくり～ 

  山口、小郡の両都市核の機能を、ひとつの総合的な都市力として強化を図っていき、
本市においては、人口６０万から７０万人規模の広域経済・交流圏の中で、広域的か
つ高次な経済活動、市民生活等において求心力を発揮し、圏域の発展に貢献できる「広
域県央中核都市」を創造していきます。 
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（３）山口市都市計画マスタープラン（平成 24年 3月策定） 

 将来都市構造を「重層的集約型環境共生都市」とし、現在の土地利用や都市機能等の配 

置などに配慮しながら都市づくりを進めています。 

 中心市街地を含む白石地域については、地域別構想の中で、次のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）山口・小郡都市核づくりマスタープラン（平成 20年 8月策定） 

 「広域県央中核都市」の創造のため、その核となる山口・小郡都市核の広域的な求心力・ 

拠点性の向上を通じたにぎわいの創出に向け、現状や課題、基本的な整備計画等を明らか 

にするものです。山口都市核内における中心市街地については、次のような取組みにより、 

にぎわいを創出し、拠点性の向上を図っていくこととしています。 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づくりの目標 

●高次都市機能が集積した活力ある山口都市拠点の形成 

・ＪＲ山口駅を中心に公共交通結節機能を強化し、広域的な求心力を高め、多くの人が 

集まり、にぎわいと活力のある中心市街地の形成を図ります。また、高次都市機能の

集積・誘導を図り、文化的交流などの都市活動が営まれる都市拠点の形成を図ります。 

 

●地域づくりの方針 

・既存ストックの活用と更なる高次都市機能の集積・誘導を図り、都市基盤施設の優先

的整備を推進し、広域的に求心力や拠点性の高い市街地の整備を図り、都市活力を牽

引する原動力として中心的な役割を担う拠点の形成を図ります。 

・アーケード街を中心に小売業の集積する中心商店街については、高次都市機能の維持・

集積を図るとともに、中心市街地活性化基本計画に基づき、空き店舗対策や街なか居

住の推進、個性的な店舗や老朽化した施設の更新などに伴う市街地の再整備により、

にぎわいのある中心市街地の形成を図ります。 

 

・亀山周辺ゾーンと中心商店街ゾーンの一体性の促進 

・中心商店街の魅力向上 

・街なか居住の促進 

・交通アクセスと回遊性の向上 
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（５）中心市街地活性化の必要性 

本市を取り巻く社会経済情勢は、予想を超えるスピードで変化しており、平成２２年国

勢調査において、本格的な高齢社会、人口減少社会に入ったことが確認されたところです。 

また、本市を含め全国の多くの地方都市は、車利用を中心とするライフスタイルが定着

化し、分散型、拡散型の都市構造となっています。 

しかしながら、高齢化の進展等に伴い、市民の外出手段は徒歩や公共交通機関にシフト

する傾向があります。こうした傾向に対応し、高齢者も含めた多くの人たちが快適で暮ら

しやすいまちをつくるためには、様々な都市機能がコンパクトに集まり、人々がアクセス

しやすい「歩いて暮らせるまちづくり」＝「コンパクトなまちづくり」を、地域の個性や

歴史・文化を活かしながら進めることが必要です。 

さらに、高齢社会、人口減少社会を迎え、本市が将来にわたり市民に対して地域の特性

を活かした良好なサービスを提供し続けるためには、安定した財源のもと、「健全な都市経

営」を実現しなければなりません。既存の都市機能を活用し、「歩いて暮らせるまちづくり」

に取り組むことは、本市の「都市経営」という視点からみても、安定した財源の確保だけ

でなく、効率的なサービス提供による行政コストや環境負荷の削減につながる効果的な取

り組みといえます。 

こうした中、本市の中心市街地は、これまで多くの資本投与が行われており、商店街な

どの商業機能に加え、公共交通ネットワークや都市機能・インフラなど、人々が住んだり、

商売をしたり、働いたりする様々な機能が多く備わっており、「歩いて暮らせるまちづくり」

の最適地といえます。 

また、古くから街道の結節点(萩往還・石州街道)という立地や盆地という地勢上の特徴、

さらには政治の中心地としての役割等を背景に、安定した広域商圏を有した都市として発

展してきました。そして、大内氏によって「西の京」と称されるほどに培われた都市資産

を礎にした「文化的で緑豊かな、高品質な都市環境」は、全国的に見ても有数な環境であ

り、工業都市という性格の都市が多い県内にあっては、他都市とは一線を画しています。 

さらに、全国的に衰退化傾向にある地方都市の中心市街地にあって、本市の中心市街地

は、百貨店が立地する商店街が存在し、周辺地域には、市役所をはじめとする各種行政機

関、市民会館や美術館等の文化施設、蛍が飛び交う清流や都市公園等が立地する等、他都

市と比較して高いポテンシャルを有していると思われ、山口市民だけでなく県内に生活す

る人々が「幼い日にワクワクして出掛けた思い出の心象風景」として、今でも心の中に息

づいていると思われます。 

こうした個性と魅力にあふれ、山口の顔ともいえる中心市街地の活性化に引き続き市民、

商業者、民間企業、ＮＰＯ、行政など関係者が協働しながら取り組み、誰もが快適で暮ら

せるまちづくりを進め、居住人口・交流人口の増加やにぎわいの創出、地域の活性化を目

指していきます。 

そして、こうした中心市街地の活性化の取り組みを進めていくことは、中心市街地の魅

力や価値を高めることだけでなく、コミュニティ創造の中心地としても周辺地域への波及

効果を生み出し、ひいては山口市全体の発展へと広がっていきます。 
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[６]第２期山口市中心市街地活性化基本計画の基本方針 

（１）第２期計画策定にあたって 

第１期計画においては、東西核の整備や空き店舗対策、にぎわい創出イベントの実施、 

借上型市営住宅の整備を中心に、商業活性や定住促進を進めてきました。近年では新規に

出店する店舗の増加や民間マンションの建設もみられるものの、今後も継続した取り組み

が必要です。 

第２期計画については、まちの将来像の実現に向け、第１期計画の効果と課題を踏まえ 

た、次の段階（ステージ）における実行計画（アクションプラン）と捉え、計画期間内で

の「選択と集中」を基本とした優先度の高い取り組みを示していく必要があります。その

中では、第１期計画での効果を活かしながら、都市機能の集積を促進しつつ、既成市街地

の再編・再生を図ることが重要なテーマとなってきます。 

 

（２）第２期計画の基本方針と目標 

第１期計画で行った各種の施策の効果を持続・発展させながら、第１期計画の課題を確 

実に解決し、山口市中心市街地の将来像を実現するために、第１期計画の総括や、中心市

街地の現状、市民ニーズ等を踏まえ、以下の基本的な方針と目標を設定し、事業を実施し

ます。 

基本方針１については、第１期計画では「にぎわいのあるまち」としていましたが、今 

後は、商店街のにぎわいに加えて、様々なコミュニティ機会の創出による交流人口の増加

によってにぎわいの創出を図る必要があることから、第２期計画においては、「様々な交流

機会の創出によるにぎわいのある中心市街地の形成」として発展させ、目標として「まち

に来る人を増やし、楽しんでもらう」を設定します。 

基本方針２については、第１期計画では、「にぎわいのあるまち」、「自然と文化の薫る 

まち」という方針の中に包含されていましたが、本市のもつ様々な地域資源（歴史・自然

環境及び教育・文化・医療・福祉・商業等の様々な都市機能）を活用して地域経済の活性

化を図る必要があるため、「地域資源を活用した経済活動による活力のある中心市街地の形

成」として発展させ、目標として「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」を設定します。 

基本方針３については、第１期計画では、「暮らしやすいまち」として、借上型市営住 

宅整備等を行ってきましたが、今後は住宅そのものの供給に加え、居住者自身の建替えに

よる住宅・住環境の改善や土地の有効利用の誘導・支援や様々な機能やコミュニティ機会

を創出することで、まちなかの暮らしの魅力を高め、中心市街地の居住を更に促進してい

くことにつながることから、「個々のライフスタイルに合った安全で快適に暮らせる中心市

街地の形成」として発展させ、目標として「まちの定住人口を増やす」を設定します。 
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【基本方針１】 様々な交流機会の創出によるにぎわいのある中心市街地の形成 

 

多様な世代が活躍できる市民交流の場を創出し、まちに訪れる機会を増やします。ま

た交通アクセスや路上空間の環境改善をすることで、回遊性を高め、訪れた方の滞在時

間を延ばし、中心市街地に訪れた方の満足度の向上を図ります。 

 

【基本方針２】 地域資源を活用した経済活動による活力のある中心市街地の形成 

 

長い歴史の中で築いてきた地域の既存ストックを活用し、まちの活力を高めます。

商業機能だけでなく、人やモノ、文化などを生かし、中心市街地の魅力を再生します。 

＜目標２＞   まちの新陳代謝を図り、活力を高める 

【基本方針３】 個々のライフスタイルに合った安全で快適に暮らせる中心市街地の形成 

 

コンパクトで持続可能なまちを実現するため、まちの定住人口の増加を図ります。ま

ちなかで暮らしたくなるような魅力を高め、安全で安心して暮らせる住環境の整備を行

います。 

 

＜目標３＞   まちの定住人口を増やす 

＜目標１＞   まちに来る人を増やし、楽しんでもらう 
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（３）第２期計画の位置付けと将来像 

第１期計画期間を第１ステージ、第２期計画期間を第２ステージと位置付け、第２ステ

ージでは、それまでの成果と課題を踏まえて、より戦略的、効果的に事業を進めていく必

要があります。また、目標とする将来像を実現するためには一定期間の計画を、段階的に

実施していくことが必要です。 

期間 
第１ステージ：第１期計画期間 

（平成 19年 5月～25年 3月） 

第２ステージ：第２期計画期間 

（平成 26年 4月～平成 31年 3月） 

基本 

方針 

●にぎわいのあるまち 

 

●暮らしやすいまち 

 

●自然と文化の薫るまち 

●様々な交流機会の創出によるにぎわいのある

中心市街地の形成 

●地域資源を活用した経済活動による活力の 

ある中心市街地の形成 

●個々のライフスタイルに合った安全で快適 

に暮らせる中心市街地の形成 

目標 ●自然と文化に彩られた人々を惹

きつける魅力ある中心市街地の

形成 

●自然と文化に彩られた誰もが住

みたくなるような中心市街地の

形成 

●まちに来る人を増やし、楽しんでもらう 

 

●まちの新陳代謝を図り、活力を高める 

 

●まちの定住人口を増やす 

戦略 ●東西拠点施設の整備によるにぎ

わいの創出 

 

●商業の活性化 

 

●一の坂川周辺の高質空間整備 

 

●まちなか居住の推進 

●拠点施設による東西軸、JR 山口駅からの南北

軸という都市の骨格を明確にしつつ、既存の都

市ストックの活用と都市機能の更新、再配置に

よる回遊性の向上 

●一の坂川の整備事業等により商店街との回遊

性の向上や、市民が憩える空間の創出 

●公設川端市場跡地整備による周辺エリアとの

連携 

●多様な世代に対する市民サービスの提供や高

齢社会に沿った施設整備 

●市民ニーズに沿った店舗の誘致や魅力的なイ

ベントの開催 

●計画的な都市基盤整備による住環境の改善や

防災性の向上 

効果 ●商業の質的転換（最寄性の付加）

による「まちなか居住環境」の

ボトムアップ 

●既存商店街の「２核１モール」

という明確な構造の創出 

●「市場及び住居」の既存商店街

への再配置による機能集約の先

導性と牽引力の発揮 

●タウンマネージメント機能によ

る空店舗の減少 

●東西と南北の都市軸の形成や地区の内外を結

ぶ結節点の整備による回遊性の向上やにぎわ

いの創出 

●時間消費型の中心市街地の形成による来街者

数の増加やにぎわいの創出 

●自律的な市街地更新が可能な条件整備を行い、

民間主体による住宅整備や都市機能の更新の

促進 

●公共交通の利便性の増進と周辺地域との連携

による来街者数の増加 
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中心市街地の将来像 

 

●人々とのつながりや関係性を基盤に質の高いライフスタイルが実現できるまち 

・安心・安全、快適に住み続けられる住環境の形成と、新規居住者にとって魅力ある住

宅地への再生 

・都市生活にとって必要な利便性や楽しさ（消費、生産・労働、教育、医療、遊び、文

化・スポーツ）に関わり合いながら、交流が行われている地域社会の形成 

 

●現在から、未来に向けて地域への愛着、誇り、まちとしての価値（自然環境、都市環境）を

紡いでいけるまち 

・歴史や文化、一の坂川の水と緑と一体となった個性ある街並みの形成 

・必要な都市機能がまとまり、歩いて暮らせる利便性が高く、環境にも優しいまち 

・公共交通が充実し、徒歩でも快適に移動できる環境の整ったまち 

 

 

 

 

 

 

 

目標とする「中心市街地の将来像」の実現に向け、一定

期間の計画を段階的に実施していくことが必要です。 

 

将来像を実現するための取り組み 

●安定した都市構造を礎に、日常生活の中で利便性と豊かさ

を実感できる高品質な都市環境を創造し、地域のブランデ

ィングを実現する 

・土地利用ゾーニングに基づいた、明確で分かりやすい都

市構造の形成（軸と拠点の整備から、街区全体の再生へ） 

●新たな民間投資を誘導し、都市機能の更新と再配置を継続

的に行えるサスティナブルな中心市街地の仕組みを創出

する 

・居住者の自律的な建物更新が可能となる基盤整備 

・今後必要となる機能更新・再配置と低未利用地の有効利

用がリンクした、官民連携によるまちづくりの推進 
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（４）第２期計画の土地利用方針とゾーニング 

中心市街地における様々な課題や活用すべき都市ストック（資源）を踏まえ、新たに土

地利用方針とゾーニングの考え方を導入し、中心市街地の活性化に取り組んでいきます。 

 

●第１期計画で整備した東西の拠点施設の機能強化に加え、東西の中心軸（２核十字型

モール構想の横軸）の回遊性を高めるための取り組みを進めていきます。 

●交通の結節点であるＪＲ山口駅周辺の遊休地について、民間活力の利用促進を図りま

す。また、ＪＲ山口駅を起点に、市役所に至るまでの南北の中心軸（２核十字型モー

ル構想の縦軸）の回遊性を高めるための取り組みを進めていきます。 

●改修が進められている一の坂川沿いと商店街を連携して回遊できる空間整備を進め

ていきます。 

●公設川端市場跡地は、地区の北側の大内文化特定地域と中心市街地との結節点として、

交流促進や回遊性の向上、交通利便の増進を図り、周辺エリアのにぎわいが創出され

るよう整備を進めていきます。 

●空き店舗対策による市民ニーズに沿った魅力的な店舗の誘致や魅力的なイベントの

開催支援等、にぎわいの創出や来街者数の増加のための取り組みを進めていきます。 

●商店街の背後には、防災上課題のある密集した住宅地が広がっており、住環境の改善

を段階的に行っていきます。 

 

【ゾーン別の考え方】 
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【各ゾーンの考え方】 

 現状と課題 土地利用の考え方 

核を形成す

るゾーン 

●既事業により、商店街の東西の核が

形成されています。 

●各拠点に多様な機能や用途を持たせる

ことで、まちを訪れる機会を増やし、に

ぎわいや交流の創出を目指します。 
  

ゲート機能 ●JＲ山口駅周辺や公設川端市場跡地

などの大規模敷地は、適切な土地利

用の転換が求められています。 

●ＪＲ山口駅周辺や公設川端市場跡地は、

鉄道、幹線道路等による地区の内外を結

ぶ結節点として、公共交通の利便性向上

や交流促進と合わせ、中心市街地のゲー

ト機能創出を目指します。 

 

中心の軸 ●駅前通りと商店街アーケードが交

わる地区の中心部であり、地区内で

最も賑わっています。 

●近年は新たな店舗の出店が増加し

ていますが依然空き店舗が多い状

態です。 

●商店街は小規模な敷地に老朽化し

た建物が多く、防災性の課題も生じ

ています。 

●背後の街区の整備が進んでおらず、

地区内の回遊性は低くなっていま

す。 

●両軸の交差部付近は、各商店街の玄関口

として継続的に魅力を高めます。 

●商店街の連続性を保持しながら、計画的

な店舗の更新と合わせた定住性の高い

住宅の整備を誘導・支援します。 

●一の坂川周辺や地区内の公益施設との

回遊性を確保するため、広場や歩行者空

間の整備を行います。 

 

 

密集市街地

の改善 

●商店街の後背地は、接道状況の悪い

宅地が多く、土地の有効利用がなさ

れないことから、老朽木造住宅の円

滑な更新が進んでおらず、防災面に

課題があります。 

 

●中心市街地に相応しい住宅地として、生

活道路の拡幅や敷地の整除などと合わ

せた良質な住宅整備を誘導・支援し、定

住人口の確保を目指します。 

 

住環境の維

持向上 

●地区南西部は、比較的大規模な共同

住宅や戸建て住宅への更新が進ん

でおり、地区内では住環境の整った

区域となっています。 

●現在の住環境やコミュニティの維持向

上を図ります。 

●区域内に散在する比較的大きな駐車場

等の低未利用地での適切な建築の誘

導・支援や、部分的に残る未接道宅地の

更新への支援を通して、良好な住宅地の

形成を進めます。 
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[７]周辺地域との連携 

（１）亀山周辺ゾーン・大内文化ゾーンとの連携 

山口都市核を形成する中心市街地（中心商店街ゾーン）、亀山周辺ゾーン、大内文化ゾー

ンは、それぞれ特徴のある個性を持った地区が隣接していることから、各ゾーンを結ぶ軸

の形成、結節点の創出、商業、情報・文化、歴史・観光等、都市機能の連携によりポテン

シャルを高めていく必要があります。 

中心市街地の活性化にあたっては、中心市街地における都市機能の整備や経済活力の向

上を総合的かつ一体的に推進することで、回遊性の向上やにぎわいの創出など周辺ゾーン

への波及効果や相乗効果を生み出し、山口都市核の発展にとって有効かつ適切なものとな

るよう留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連携の視点】 

     

中心市街地
（中心商店街ゾーン）
にぎわい・活気

大内文化ゾーン
歴史・文化

亀山周辺ゾーン
文化・情報・公益

・各ゾーンの位置付けに沿った施策の推進
・公設川端市場跡地を各ゾーンの結節点として整備
・歴史文化、自然景観等、各ゾーンを縦断するネットワーク軸の形成

大内文化ゾーン 
●大内文化を偲ばせる歴史・文化の継承
と活用 

・歴史的な街並み、一の坂川、瑠璃光寺、
五重塔、萩往還周辺の魅力ある景観・
歴史と文化の薫る街並みの保全・整備 

 

亀山周辺ゾーン 
●行政、文化施設の集積による芸術文化
の創造と発信 

・県立図書館・美術館・博物館などを中
心に、情報・芸術・文化の広域的な交
流空間を形成 

中心市街地(中心商店街ゾーン) 
●にぎわいと活気ある市街地への再生 
・公共交通結節機能を強化し、多くの人が

集まるにぎわいと活力ある中心市街地
の形成 

・交流空間の整備や老朽化した施設の更
新に伴う市街地の再整備等、都市基盤
施設の整備を推進 
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[８]計画の実現に向けて 

（１）推進体制 

中心市街地活性化の推進にあたっては、中心市街地活性化協議会を中心に市民や民間

事業者、まちづくり団体、大学、行政、まちづくり会社などの多様な主体の連携・協働

により、取り組みを行っていきます。 

 

【中心市街地活性化協議会を中心とした取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人材育成の必要性 

これからのまちづくりは、行政主導の施策や事業に対して、民間（事業者や居住者な

ど）が同意・協力するだけでなく、まちづくりの担い手として、市と協働で進めていく

ことが必要になってきます。また、モノをつくるだけでなく、施設や環境を維持管理し、

守り育てていくことも視野に入れた活動が必要になります。 

今後、民間（事業者や居住者など）が様々な場面で協働してまちづくりを進められる

環境を整えていく必要があります。中心市街地の活性化に向けては、既存の中心市街地

活性化協議会を中心に、市民の中から様々なまちづくり活動に向けた人材を育てていく

進め方が求められます。 

本地区には様々な地域の資源（施設、歴史・文化、自然、コミュニティ）が存在して

おり、それらを活かしたまちづくり活動への展開が期待されます。 

これからのまちづくり活動が醸成され、展開できるよう、市民の自発的な活動を取り

込みながら、まちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

中心市街地活性化協議会 

まちづくり会社 

（（株）街づくり山口） 

 

商工会議所 

民間事業者 

（市民、商業者、NPOなど） 

地 権 者 等  

山 口 市 

都市機能の増進を 

総合的に推進 
経済活力の向上を 

総合的に推進 

協議会やまちづくり 

への参加 
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山口市

萩市

阿武町

美祢市

宇部市

防府市

周南市

下松市

島根県

中心市街地

２．中心市街地の位置及び区域 

[１]位置 

区域設定の考え方 

山口市のほぼ中央部で、ＪＲ山口駅から商店街を含み、小売商業の店舗、事業所等が集

積する区域を「中心市街地」として位置付けます。 

本市の中心市街地は、守護大名大内氏が京都に模したまちづくりを行ったことに始まっ

ており、山口市発祥の地といえます。以来、中世から明治、現在に渡るまで山口の政治の

中心を担ってきました。 

近代以降は、中心商店街を中心に多くの商店や飲食店が並び、金融機関、郵便局をはじ

めとした多種多様な事業所等が立地し、様々な都市機能が集積する地域となっています。 
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[２]区域 

区域設定の考え方 

本区域については、「駅通り１丁目、駅通り２丁目、大市町、黄金町、米屋町、中央１丁

目、中央３丁目、道場門前１丁目、道場門前２丁目、中市町、東山１丁目、本町１丁目、

本町２丁目、惣太夫町並びに中河原及び鰐石町のうちＪＲ山口線北側の部分、東山２丁目

のうち県道宮野上山口停車場線西側の部分、銭湯小路のうち市道上後河原東山二丁目線の

西側の部分」とします。 

本区域については、商業地域を中心に、相当数の小売商業、各種事業所が集積している

地域であるものの、最近の土地利用状況、商業活動の状況からみて、適切な措置を講じな

ければ衰退が進み、都市活動の確保及び経済活力の維持に支障を生じる恐れがあること、

当区域において都市機能の増進、及び経済活動の向上を総合的かつ一体的に推進すること

により、本市及び周辺地域の発展に有効と認められることから、第１期計画区域を基に、

周辺地域との結節点として位置付けられる公設川端市場跡地周辺地域を加え、集中的、効

果的な取り組みが可能な約７６ｈａの面積の区域とします。 

 

 

 

区域図（約７６ｈａ） 

 

 

 

 

   計画区域 

    追加区域  
JR山口駅 

JR山口線 

山口市役所 

県道宮野大歳線 

県道宮野上山口停車場線 

県
道
山
口
防
府
線 

市
道
太
刀
売
上
竪
小
路
線 

市道上後河原東山二丁目線 
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[３]中心市街地要件に適合していることの説明 

第１号要件 

 

当該市街地に、相

当数の小売商業者

が集積し、及び都市

機能が相当程度集

積しており、その存

在している市町村

の中心としての役

割を果たしている

市街地であること 

 

 中心市街地の面積は、市域に対して約０.０７％ですが、次のと

おり市内で最も高い集積となっています。 

 

①小売業の集積 

 本市の小売業の集積を地域別に比較すると、中心市街地を含む

白石地区は、商店数、従業者数、年間商品販売額、売り場面積の

いずれにおいて最も集積しています。 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｋ㎡当たり小売商店数（店/ｋ㎡）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

阿東

徳地

阿知須

秋穂

小郡

佐山

嘉川

秋穂二島

名田島

鋳銭司

陶

大歳

平川

吉敷

宮野

大内

小鯖

仁保

湯田

白石

大殿

ｋ㎡当たり従業者数（人/ｋ㎡）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

阿東

徳地
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秋穂

小郡

佐山

嘉川
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名田島
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陶

大歳

平川

吉敷
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ｋ㎡当たり年間商品販売額（百万円/ｋ㎡）

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000
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ｋ㎡当たり売場面積（㎡/ｋ㎡）
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資料：平成 19 年商業統計調査 資料：平成 19 年商業統計調査 

資料：平成 19 年商業統計調査 資料：平成 19 年商業統計調査 
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 小売業の状況  

 小売業では、店舗のうち約１３％、従業者数のうち約１５％、年

間商品販売額のうち約１３％が中心市街地に集積しています。 

               

資料：平成 19年商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地

区は統計上の区分で中心市街地を含んでいる。 

 

②各種事業所の集積 

 各種事業所では、事業所数のうち約８％、従業者数のうち約５％

が集積しています。業種別では、金融・保険業については事業所数

の約１４％が集積しています。また、卸売業・小売業については、

事業所数の約１１％が集積しています。 

 

各事業所の状況             （単位：所、人、％） 

区分 中心市街地 山口市 対市シェア 

事業所数 674 8,915 7.6 

従業者数 4,263 86,607 4.9 

事業所数 

（金融・保険業） 
27 199 13.6 

従業者数 

（金融・保険業） 
411 2,319 17.7 

事業所数 

（卸売・小売業） 
274 2,491 11.0 

従業者数 

（卸売・小売業） 
1,527 20,213 7.6 

 資料：平成 24年経済センサス 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 中心市街地 山口市 対市シェア 

店舗数 374 2,073 18.0  

従業者数 2,005 13,668 14.7  

年間商品販売額 27,521 217,254 12.7  

（単位：店、人、％） 小売業の状況 
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第1次商圏30%以上

第2次商圏10%以上30%未満

影響圏　　5%以上10%未満

 ③都市機能の集積 

第２期計画区域は、ＪＲ山口駅と市役所・県庁を結ぶ軸線上にあ

り、中心商店街アーケードと百貨店等の商業施設を含め、銀行・放

送局等の事務所、裁判所等の行政機関、病院などの医療施設、高等

学校、保育園、子育て支援施設及び高齢者デイサービス施設等の教

育・福祉施設等の都市機能が集中しています。 

さらに周辺においても、国の出先機関、県庁、県警本部、市役所

といった行政機関、幼稚園、小・中・高等学校、県立美術館、県立

博物館、県立図書館、山口情報芸術センターなどの教育文化施設、

病院などの医療施設、社会福祉施設など多数の都市福利施設が立地

しています。 

 

④商圏について 

 平成１９年の山口県買物動向調査によると、旧山口市（阿東町除く）商

勢力圏は、第１次商圏が、旧美東町、旧阿東町、旧旭村になっており、

第２次商圏が、旧むつみ村、旧秋芳町となっています。影響圏が旧萩

市、旧福栄村、阿武町、旧川上村、旧日置町、防府市、旧須佐町、旧長

門市で１３市町村であり県内広範囲に及んでいます。 

       

 資料：平成 19 年山口県買物動向調査 

                       

 

 

 

 

山口市

防府市

旧阿東町

旧むつみ村
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旧美東町
旧秋芳町

旧長門市
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旧萩市

阿武町

旧須佐町
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⑤昼夜間人口について 

 平成２２年は、夜間人口に比べ昼間人口が２，０００人以上上回

っています。 

また、流出人口に比べ流入人口が上回っており、その流入先とし

ては、近隣の防府市と宇部市で６０％以上を占めています。 

 

昼夜間人口における流出・流入人口の推移    （単位：人、％） 

区分 
夜間 
人口 

昼間 
人口 

流出 
人口 

流入 
人口 

昼夜間 
人口 
比率 

平成 12年 140,445 142,430 15,914 17,899 101.4 

平成 17年 199,284 201,629 18,945 21,290 101.2 

平成 22年 196,628 198,863 17,905 19,242 101.1 

資料：国勢調査 

※平成 12年は旧山口市のみの人口 

 

資料：平成 22年国勢調査 

以上のように山口市中心市街地には、相当数の小売業、事業所、

都市福利施設が集積しています。 

 また、本市では、中心市街地を中心に商圏が形成されていますが、

その影響圏が１３市町村（平成 19 年当時）と県内広範囲に及んで

いること、また流入人口も多く、都市としての高い求心力を持って

いることから、中心市街地は、本市及び山口県において中心的な役

割を果たしている地域ということができます。 
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第２号要件 

 

当該市街地の土地

利用及び商業活動の

状況等からみて、機

能的な都市活動の確

保又は経済活力の維

持に支障を生じ、又

は生ずるおそれがあ

ると認められる市街

地であること 

①低未利用地 

中心市街地内には、「空家」「空き地」が増えています。空家は約

６０か所、１.６ha、空地は約１００か所、２.８ha存在します。こ

れは、平成１３年～平成２２年の１０年間で大幅に増加していま

す。 

また、街区を形成する主要な区画道路が４ｍ未満であることや

個々の宅地にアクセスする道路がない無接道宅地が広がっている

(無接道宅地の面積で約4ha、およそ300棟)こと等により、建物の適

切な更新の困難な宅地が数多くみられます。 

 

②事業所数・従業者数 

 事業所数は、市全体、中心市街地ともに減少しています。中心市

街地は平成１３年と比べ約２８％減少しています。 

 従業員数も、事業所と同様に市全域、中心市街地ともに減少して

います。 

事業所数の推移                    （単位：所、％）        

区分 平成 13年 平成 18年 平成 21年 平成 24年 

a 中心市街地 941 813 723 674 

b 山口市 10,038 9,886 9,535 8,915 

a/b×100 9.4 8.2 7.6 7.6 
資料：事業所・企業統計。平成 21 年、平成 24 年は経済センサス(国、地方公共団体の事業所数は含

んでいない) 

 

従業者数の推移                        （単位：人、％） 

区分 平成 13年 平成 18年 平成 21年 平成 24年 

a 中心市街地 5,480 5,085 4,576 4,263 

b 山口市 90,645 91,025 90,900 86,607 

a/b×100 6.0 5.6 5.0 4.9 
資料：事業所・企業統計。平成 21 年、平成 24 年は経済センサス(国、地方公共団体の従業者数は含
んでいない) 

 

③小売業商店数・小売業従業者数・小売業年間商品販売額 

 小売業商店数は、山口市全体、中心市街地ともに減少しています。

中心市街地では、平成９年から平成１９年にかけて９２店(19.7％)

減少しています。 

小売業従業者数は、平成９年から平成１９年にかけて山口市全体

では７９８人増加していますが、中心市街地では３１５人（13.6％）

減少しています。 

小売業年間商品販売額は、中心市街地では、平成９年から平成１

９年にかけて、１９，２１５百万円（41.1％）と大きく減少してい

ます。 
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小売業商店数                  （単位：店、％） 

区分 平成 9年 平成 14年 平成 16年 平成 19年 

a 中心市街地 466 425 414 374 

b 山口市 2,387 2,255 2,236 2,073 

a/b×100 19.5  18.8  18.5  18.0  

資料：商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上

の区分で中心市街地を含んでいる。 

 

小売業従業者数                         （単位：人、％） 

区分 平成 9年 平成 14年 平成 16年 平成 19年 

a 中心市街地 2,320 2,143 2,088 2,005 

b 山口市 12,870 13,815 14,033 13,668 

a/b×100 18.0  15.5  14.9  14.7  

資料：商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上
の区分で中心市街地を含んでいる。 

 

小売業年間商品販売額                   （単位：百万円、％） 

区分 平成 9年 平成 14年 平成 16年 平成 19年 

a 中心市街地 46,736 33,040 29,300 27,521 

b 山口市 241,484 224,990 230,804 217,254 

a/b×100 19.4  14.7  12.7  12.7  

資料：商業統計調査 

※中心市街地の数値は商業統計調査の集計単位により白石地区の数値としている。白石地区は統計上

の区分で中心市街地を含んでいる。 

 

小売業年間商品販売額の内、「織物・衣服・身の回り品小売業」と

「飲食料品小売業」の合計額                （単位：百万円） 

平成 10年 平成 13年 平成 15年 平成 18年 平成 20年 

13,198 11,357 10,731 9,932 9,794 

平成 21年 平成 22年 平成 23年 平成 24年 

9,681 9,698 9,974 9,953 

 

 

④中心商店街の通行量（休日）の推移 

第１期計画に基づき東西の核施設である、西のどうもんパーク、 

東のマルシェ中市については整備され、一定の効果が発現している

状況です。  

 

 

 

資料：平成 10年から平成 18年までの数値は商業統計調査による実績値。平成 20年
以降の数値は山口市中心市街地活性化推進室の調査による。 

 



53 

 

資料：山口市商店街通行量調査（山口商工会議所） 

 

⑤空き店舗数 

空き店舗対策により、近年空き店舗率は改善していますが、

平成１８年からは増加しています。 
 

  平成18年 平成 19年 平成 20 年 平成 21年 

a店舗数 319 328 325 311 

b空店舗数 24 28 27 28 

空店舗率(a/b×100)  7.5  8.5  8.3  9.0  

  平成22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 6月 

a店舗数 310 327 333 331 

b空店舗数 38 55 47 45 

空店舗率(a/b×100) 12.3  16.8  14.1  13.6  

 資料：山口市商工振興課 

※店舗数及び空店舗は利用可能な店舗のみ計上し、利用不可の空店舗は含んでいない 

 

 

以上のとおり、中心市街地内の事業所数、小売業商店数、小売業

従業者数、小売業年間販売額は、市域全体に対して大きなシェアを
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占めているものの、その実数は減少を続けています。一方で空き店

舗数は、増加しています。 

こうした状況から、現在の中心市街地は、機能的な都市活動の確

保又は経済活力の維持に支障を生じ、又は生ずるおそれがあると認

められる市街地となっています。 
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第３号要件 

 

当該市街地におけ

る都市機能の増進及

び経済活力の向上を

総合的かつ一体的に

推進することが、当

該市街地の存在する

市町村及びその周辺

の地域の発展にとっ

て有効かつ適切であ

ると認められること 

（１）山口市総合計画（平成 20年度～平成 29年度）（再掲） 

 「ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち山口」をめざ

すまちの姿とし、「協働によるまちづくり」と「広域県央中核都市

の創造」を政策の柱に、市民と行政が協働してまちづくりを実践す

るための仕組みづくりや都市としての活力、求心力を強化するため

の都市核づくりなど、総合計画の体系に沿ったまちづくりを進めて

います。 

 

（２）山口市総合計画後期まちづくり計画（平成 25 年度～平成 29

年度）（再掲） 

 人口減少社会への突入、グローバル化の進展など、本市を取り巻

く社会経済情勢や本市が抱える構造的な課題に対応するため、まち

づくりの課題と取組みの方向性をより明確化し、市民、企業、市民

活動団体等と共有化を図るため、後期まちづくり計画を策定しまし

た。 

 同計画において引き続き、重点戦略として小郡都市核及び中心市

街地を含む山口都市核を中心とした「広域県央中核都市づくり」に

取り組むこととし、次のとおり重点戦略や方向性を定めています。 

 

 

 

 

 

 

取組みの方向性 実施主体等 

Ⅰ 高次都市機能の強化、経済産業基盤 

①小郡都市核 

・新山口駅ターミナルパーク整備 

   表口駅前広場、橋上駅舎、南北自由通路等の整備 

・新山口駅北地区重点エリア整備 

  産業交流拠点の核施設整備や機能導入、新たな市街

化に向けた面整備 

・都心居住の推進（借上型市営住宅：80戸） 

・県道山口宇部線へのアクセス道路の整備（県要望） 

②山口都市核 

・中心市街地の活性化 

  民間主導の再開発、居住環境整備等への支援 

  空き店舗対策の推進 

・広域観光の拠点、湯田温泉の魅力創造 

  湯田温泉拠点施設等の整備 

  温泉情緒を醸し出す基盤の整備（拠点施設周辺ほ

か） 

  モバイル端末に対応する情報環境の整備（公共空

間、宿泊施設） 

 

 
市、民間 

 

市、県、民間 

 

 

市、民間 

県 

 

市、民間 

 

 

市、民間 

 

 

 

 

 

■重点戦略 広域県央中核都市づくり 

～広域的な視点に立った都市づくり～ 

  山口、小郡の両都市核の機能を、ひとつの総合的な都市力として
強化を図っていき、本市においては、人口６０万から７０万人規模
の広域経済・交流圏の中で、広域的かつ高次な経済活動、市民生活
等において求心力を発揮し、圏域の発展に貢献できる「広域県央中
核都市」を創造していきます。 
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「食」「健康」をテーマにしたソフト事業の展開

（農山漁村エリアとの連携、現代版湯治など） 

・大内文化の歴史ルート（街路整備）、町並み、景観整

備 

地区計画等を踏まえた街路整備、景観形成、居住

環境の整備等の支援 

十朋亭（杉私塾）の整備、活用 

創造的歴史公園の整備 

 

 

市、民間 

（３）山口市都市計画マスタープラン（平成 24年 3月策定）(再掲） 

 将来都市構造を「重層的集約型環境共生都市」とし、現在の土地 

利用や都市機能等の配置などに配慮しながら都市づくりを進めて

います。 

 中心市街地を含む白石地域については、地域別構想の中で、次の 

ように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）山口・小郡都市核づくりマスタープラン（平成 20年 8月 

策定）（再掲） 

 「広域県央中核都市」の創造のため、その核となる山口・小郡 

都市核の広域的な求心力・拠点性の向上を通じたにぎわいの創出 

に向け、現状や課題、基本的な整備計画等を明らかにするもので 

す。山口都市核内における中心市街地については、次のような取 

組みにより、にぎわいを創出し、拠点性の向上を図っていくことと 

しています。 

 

地域づくりの目標 

●高次都市機能が集積した活力ある山口都市拠点の形成 

・ＪＲ山口駅を中心に公共交通結節機能を強化し、広域的な求心力を 

高め、多くの人が集まり、にぎわいと活力のある中心市街地の形成 

を図ります。また、高次都市機能の集積・誘導を図り、文化的交流 

などの都市活動が営まれる都市拠点の形成を図ります。 

●地域づくりの方針 

・既存ストックの活用と更なる高次都市機能の集積・誘導を図り、都

市基盤施設の優先的整備を推進し、広域的に求心力や拠点性の高い

市街地の整備を図り、都市活力を牽引する原動力として中心的な役

割を担う拠点の形成を図ります。 

・アーケード街を中心に小売業の集積する中心商店街については、高

次都市機能の維持・集積を図るとともに、中心市街地活性化基本計

画に基づき、空き店舗対策や街なか居住の推進、個性的な店舗や老

朽化した施設の更新などに伴う市街地の再整備により、にぎわいの

ある中心市街地の形成を図ります。 

 

・亀山周辺ゾーンと中心商店街ゾーンの一体性の促進 

・中心商店街の魅力向上   ・街なか居住の促進 

・交通アクセスと回遊性の向上 
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３．中心市街地活性化の目標 

［１］山口市中心市街地活性化の目標 

第１期計画の効果・検証において、一定の効果の発現は認められるものの、今後の中 

心市街地活性化に向けた課題も再整理しており、第２期計画における目標についても、

その課題解決のために以下のとおり見直しました。今後はこの目標の達成に向け、達成

状況を把握するため数値目標を設定し、中心市街地の活性化を進めることとします。 

 

■山口市中心市街地活性化の目標 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［２］計画期間の考え方 

 第２期計画の計画期間は、平成２６年４月から目標達成のための事業が完了し、事業実

施の効果が発現すると考えられる平成３２年３月までの６年間とします。 

【基本方針１】 様々な交流機会の創出によるにぎわいのある中心市街地の形成 

多様な世代が活躍できる市民交流の場を創出し、まちに訪れる機会を増やします。また

交通アクセスや路上空間の環境改善をすることで、回遊性を高め、訪れた方の滞在時間

を延ばし、中心市街地に訪れた方の満足度の向上を図ります。 

 

【基本方針２】 地域資源を活用した経済活動による活力のある中心市街地の形成 

長い歴史の中で築いてきた地域の既存ストックを活用し、まちの活力を高めます。商業

機能だけでなく、人やモノ、文化などを生かし、中心市街地の魅力を再生します。 

＜目標２＞   まちの新陳代謝を図り、活力を高める 

【基本方針３】 個々のライフスタイルに合った安全で快適に暮らせる中心市街地の形成 

コンパクトで持続可能なまちを実現するため、まちの定住人口の増加を図ります。まちなかで

暮らしたくなるような魅力を高め、安全で安心して暮らせる住環境の整備を行います。 

 

＜目標３＞   まちの定住人口を増やす 

＜目標１＞   まちに来る人を増やし、楽しんでもらう 
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［３］目標指標の設定の考え方 

  中心市街地活性化の目標達成状況を的確に把握できるよう、目標それぞれに対して、 

以下のように指標を設定します。 

 

（１）「まちに来る人を増やし、楽しんでもらう」の目標指標の考え方 

 「まちに来る人を増やし、楽しんでもらう」に関しては、第１期計画から中心市街地 

のにぎわいを測るための指標として設定していた商店街通行量（休日）を目標指標とし 

ます。 

これまで山口商工会議所が継続的に調査を実施してきており、定期的にフォローアッ 

プが可能であり、市民にも理解しやすい指標として商店街等通行量（休日）を設定しま 

す。 

第１期計画では中心商店街の１０地点を調査地点として定点観測を実施していました 

が、第２期計画では大内文化特定地域の一部を区域として追加することから、当該地と 

の回遊を測定するため１地点を追加して（※）、１１地点での調査とします。 

※調査地点は商店街以外の地点としているため「商店街等
．
通行量」としている。 

また、中心市街地内において「楽しんでもらう」ことを目標とし、区域内においての 

 回遊性を高めていくこととしています。これまで定期的に来街者に対するアンケート調 

査を実施し、滞在時間を把握してきており、今後も定期的なフォローアップが可能であ 

ることから滞在時間（１時間３０分以上）の割合を参考指標として設定します。 

 

（２）「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」の目標指標の考え方 

 「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」に関しては、第１期計画において商業機能 

の活性化指標として小売業年間商品販売額を設定しており、毎年定期的に商店街へのア 

ンケート調査による推計を行い、フォローアップを実施していました。 

第２期計画においては、増加した空き店舗の更新等の課題があることから、新たに魅

力的な店舗の出店を促進し、まち全体の魅力を向上させていく必要があります。その指

標として中心商店街の空き店舗数を設定します。 

 

（３）「まちの定住人口を増やす」の目標指標の考え方 

 「まちの定住人口を増やす」に関しては、第１期計画においても暮らしやすいまちの 

形成とまちなか居住の促進から、居住人口を指標として設定していました。 

 第２期計画においてもまちの定住人口を促進する必要がありますが、計画に位置付け 

た各種事業の直接的な効果を図る観点から区域内の転入・転出の差を定量的にとること 

とし、指標としては、居住人口の社会増減（５年間の総数）を設定します。 
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［４］具体的な数値目標の考え方 

（１）商店街等通行量（休日） 

１）中心商店街等の主要調査地点の歩行者・自転車通行量（休日） 

  商店街通行量（休日）は中心商店街の主要調査地点の歩行者・自転車通行量（休日）

を指標とします。第１期計画では主要調査地点の１０地点の総数を目標値として、５６，

０００人／日まで伸ばす目標としており、東西の核事業により一定の効果が発現してい

ますが、目標値までの達成に至っていません。 

第２期計画では計画区域を新たに追加することから、主要調査地点１０地点に加えて

当該地付近の調査地点を１地点追加し、１１地点の総数を目標値５８，０００人／日と

し、現況値の約２，７００人増とします。 

  第１期計画の投資を第２期計画において効率的に活かしていく必要があり、継続的に

取り組むことでこれまで不十分であった効果が発現すると考えており、第１期計画の主

要調査地点１０地点は引き続き第１期計画で目標としていた５６，０００人／日まで伸

ばしていくこととし、新たに追加する１地点は、現況値である８８３人／日を倍の１，

７６６人／日まで増加させることとし、１１地点の総数を第２期計画の目標値とします。 

 

      

現況値 

平成２４年度 

目標値 

平成３１年度 

５５，２９４ ５８，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 中心商店街等の主要地点の歩行者・自転車通行量の推移と目標（休日）   （単位：人/日） 

資料：山口市商店街通行量調査（山口商工会議所） 

中心商店街等の主要調査地点の歩行者・自転車通行量（休日） （単位：人／日） 
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■主要調査地点（１０地点）の推移と推計（平成２６年３月作成時） 

第１期計画において調査してきた、中心商店街の主要調査地点の歩行者・自転車通行量

（休日）の１０地点の総数について、第１期計画策定時の平成１８年の５４，２５２人か

ら平成２４年の６年間で５４，４１１人とほぼ横這いの状況です。 

今後の通行量を予測すると平成３０年度は５２，３１６人となり、現況値５４，４１１

人（平成２４年）に比べ、２，０９５人（3.9％）減少となることが想定されます。 

 

 

 

 

○中心商店街の主要調査地点の通行量推計（１０地点） 

  

表３－１ 近似式による推計値                       （単位：人／日） 

実績値 
 

推計値 

平成１８年 平成２０年 平成２２年 平成２４年 平成３０年 

５４，２５２ ５８，５０７ ５３，４８３ ５４，４１１ ５２，３１６ 

 

 近似式：ｙ＝ 51,430 X ^ 0.0067 

 

 

 

 

 

 

54,252  

46,750  

58,507  

43,829  

53,483  53,225  
54,411  

y = 51430x0.0067 
 

43,000

45,000

47,000

49,000

51,000

53,000

55,000

57,000

59,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

通行量（主要10地点） 推計値（主要10地点） 

52,316 

図３－２ 主要調査地点（１０地点）の推移と推計       （単位：人／日） 

 

（単位：人／日） 
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２）数値目標設定の考え方（平成２６年３月作成時） 

中心商店街の主要調査地点の歩行者・自転車通行量（休日）は、各種取組みによる歩

行者・自転車通行量の増加を事業実施箇所への交通手段別（歩行者・自転車及び自動車）

に最も近い調査地点及び中心市街地内の駐車場からの移動を考慮して推計しています。 

  また、第２期計画においても、中心市街地内外から街の魅力を求めてやってくる「来

街者」の増加を目的としているため、遊びや買い物等に訪れる人の割合が平日と比較し

て多い休日の通行量を指標とします。 

 

表３－２ 中心商店街等の主要調査地点（１１地点）の歩行者・自転車通行量（休日）          

（単位：人／日） 

 

年  度 
実 績 値 

平成１８年度 

現 況 値 

平成２４年度 

目 標 値 

平成３０年度 

商店街通行量（１０地点） ５４，２５２ ５４，４１１ ５６，０００ 

 

  

 

主要調査地点（１０地点）の推計（図３－２） ５２，３１６ 

 

 

各種取組みによる増加 ３，９６４ 

 
①再開発事業による効果 ９７２ 

②空き店舗対策による効果 ２，９９２ 

 

 

新規調査地点（西京橋） － ８８３ １，７６６ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

商店街等通行量目標値 
（５８，０４６） 

≒５８，０００ 
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 ３）目標達成に必要な事業（平成２６年３月作成時） 

①再開発事業における効果 

【算定方法】 

・整備する施設の規模に応じた利用者予測（※1）をもとに、来客者の交通手段（※2）を 

歩行者・自転車又は自動車の２種類に分類 

・歩行者・自転車による来客者は、来客（中心商店街内での移動）方法に関するデー

タがないため、事業実施箇所に最も近い中心商店街アーケード内の１調査地点のみ

を通過することとして直接計上 

・自動車利用者による来客者は、現在中心商店街周辺の時間貸し駐車場で買物毎に共

通駐車サービス券を発行するサービスを行っており、各商店街で発行された共通駐

車サービス券がどの駐車場で利用されているかを把握しているため、その利用割合

（※３）をもとに、事業実施箇所への移動方法を推定し、アーケード内の各調査地点

に与える影響を予測し計上 

 

※１ 施設規模に応じた来客数は商店街のアンケート調査により算出（各個店の休日における１

日あたりの利用者数と施設面積を回答いただき平準化した結果、休日１日あたりの利用者数／

㎡＝0.425人／㎡）。 

※２ 来客者の交通手段は、中心市街地に関する市民アンケート調査（平成 24 年度実施）によ

ると、中心商店街利用者のうち約８割が自動車、約２割が徒歩又は自転車等で来街。 

※３ 再開発事業の通行量増加に採用するのは、５％以上の利用割合（表３－５参照）がある駐

車場のみとする。 

 

 図３－３ 通行量調査地点と主要事業及び共通駐車ｻｰﾋﾞｽ券ｼｽﾃﾑ事業加盟駐車場配置図 
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表３－３ 通行量調査地点一覧 

商店街名 調査地点名 商店街名 調査地点名 

① 中市 金子染物店前 ⑥ 道場門前 どうもんパーク前 

② 〃 ＪＴＢ前 ⑦ 本町 ビューティー愛前 

③ 米屋町 みずほ銀行前 ⑧ 新町 ギャルソン前 

④ 道場門前 和韓薬膳茶房前 ⑨ 駅通り 無印良品山口店前 

⑤ 〃 コーヒーボーイ前 ⑩ 〃 万徳寺前 

  ⑪ － 西京橋 

 

表３－４ 共通駐車サービス券システム事業加盟駐車場一覧 （単位：台） 

名称 収容台数 名称 収容台数 

ａ  大市駐車場 75 ｆ 西京橋パーキング 42 

ｂ マルシェ中市駐車場 16 ｇ どうもん駐車場 156 

ｃ 中市第２駐車場 55 ｈ 道場門前大駐車場 860 

ｄ 中市井筒屋駐車場 400 ｉ 山口中央パーキング 110 

ｅ 米屋町駐車場 37 ｊ 西門前パーキング 25 

資料：「山口街中」ホームページサイトから 

 

表３－５ 駐車券発行元別利用駐車場一覧表               （単位：％） 

区分 
発行商店街等 

大市 中市 米屋町 道場門前 本町 新町 駅通り その他 

a大市駐車場 65.80 1.64 1.41 0.58 0.60 1.64 1.00 1.65 

bマルシェ中市駐車場 0.48 0.26 0.37 0.09 0.10 0.17 0.15 0.19 

c中市第２駐車場 9.69 10.16 9.21 3.01 3.30 7.06 3.28 30.71 

d中市井筒屋駐車場 13.85 68.58 35.40 10.72 8.83 32.83 27.10 29.16 

e米屋町駐車場 3.05 3.85 30.30 4.64 2.22 27.90 38.54 4.91 

f西京橋パーキング 1.47 6.60 6.01 1.52 1.36 4.87 1.66 25.72 

gどうもん駐車場 
3.35 4.93 10.37 26.10 10.67 17.63 22.86 4.06 

h道場門前大駐車場 

i山口中央パーキング 1.87 2.62 4.65 47.73 43.82 6.48 4.83 2.94 

j西門前パーキング 0.26 0.26 0.35 0.58 27.32 0.40 0.25 0.30 

防長交通（バス運賃） 0.18 1.11 1.93 5.02 1.79 1.02 0.33 0.34 

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

 

 

 

 

 

資料：（株）街づくり山口 
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【事業効果】  

◆中市町１番地区優良建築物等整備事業（商業店舗のみ） 

   共同住宅にあわせて４９０㎡（※１）の商業店舗を併設する事業であることからその

商業店舗の規模から１日あたりの利用者を算出 

     

商業施設規模（490㎡）×休日１日あたりの利用者数（0.425人／㎡） 

＝２０８（人／日） … 当該施設の１日あたりの利用者数 

 

（徒歩・自転車等による来街増加分）  

２０８（人／日）×０．２（徒歩・自転車等で来街される方の割合）×１（調査地点 

②）×２（往復分）＝８３人／日 

 

（自動車による来街増加分） 

・２０８（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．１０１６（c 駐車

場利用割合）×２（調査地点①②）×２（往復分）＝６８人／日 

・２０８（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．６８５８（d駐車 

場利用割合）×１（調査地点②）×２（往復分）＝２２８人／日 

・２０８人（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．０６６０（f駐 

車場利用割合）×１（調査地点②）×２（往復分）＝２２人／日 

 

  上記から自動車による来街増加分は３１８人／日となり、徒歩・自転車等による来街 

増加分８３人／日を足した、中市町１番地区優良建築物等整備事業の通行量の効果は 

４０１人／日となる。 

 

◆米屋町東地区優良建築物等整備事業 

  共同住宅にあわせて７２５㎡（※１）のテナントを併設する事業であることからそのテ

ナントの施設規模から１日あたりの利用者を算出 

  

テナント規模（725㎡）×休日１日あたりの利用者数（0.425人／㎡） 

＝３０８（人／日） … 当該施設の１日あたりの利用者数 

 

（徒歩・自転車等による来街増加分）  

３０８（人／日）×０．２（徒歩・自転車等で来街される方の割合）×１（調査地点 

②）×２（往復分）＝１２３人／日 

 

（自動車による来街増加分） 

・３０８（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．０９２１（c駐車 

場利用割合）×２（調査地点①②）×２（往復分）＝９１人／日 

・３０８（人／日）×０．８×（自動車で来街される方の割合）×０．３５４０（d駐 

 車場利用割合）×１（調査地点②）×２（往復分）＝１７４人／日 



65 

・３０８（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．０６０１（f駐車 

場利用割合）×１（調査地点②）×２（往復分）＝３０人／日 

・３０８（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．１０３７（g・h駐 

車場利用割合）×３（調査地点③④⑤）×２（往復分）＝１５３人／日 

 （※米屋町駐車場については調査地点を通過しないものとして算定に入れない。） 

  ※１ 第 2期計画策定時の施設規模であり変更となる可能性あり 

 

上記から自動車による来街増加分は４４８人／日となり、徒歩・自転車等による来街 

増加分１２３人／日を足した、米屋町東地区優良建築物等整備事業の通行量の効果は 

５７１人／日となる。 

 

以上から、２つの再開発事業による通行量の効果は９７２人／日の増加となる。 

 

②空き店舗対策における効果 

【算定方法】 

  ・空き店舗対策については、過去の実績から平成２６年度から平成３０年度までの出

店目標を設定し、通行量を予測 

  ・１出店店舗に対する来客数は、既存の空き店舗状況から１店舗あたりの標準面積（※

１）を算出し、その面積に対して来客者予測（※２）を行う 

・来客者の交通手段については、店舗閉店のマイナス効果も考慮して自動車による来

客者（全体の８割※３）のみ採用することとし、出店については場所が特定できない

ため相関関係が一番強い駐車場の利用割合により算出し、調査地点を１地点通過（往

復）するものとして計上（※４） 

    

※１ 把握している既存空き店舗の面積から１店舗あたりの面積を算出：約１００㎡／店舗 

※２ 施設規模に応じた来客数は商店街のアンケート調査により算出。（各個店の休日における

１日あたりの利用者数と施設面積を回答いただき平準化した結果、休日１日あたりの利用者数

／㎡＝0.425人／㎡） 

※３ 来客者の交通手段は、中心市街地に関する市民アンケート調査（平成 24年度）によると、

中心商店街利用者のうち約８割が自動車、約２割が徒歩又は自転車等で来街 

※４ 出店場所によれば複数個所の調査地点を通過する可能性があるが、出店場所を特定するこ

とができないため、駐車場の場所と調査地点箇所との関係は考慮せず機械的に算出 

【事業効果】 

空き店舗対策による通行量の効果の算定については、既存の空き店舗の状況から新規

出店される店舗面積を平準化し、その面積に対して休日１日あたりの施設利用者数を

乗じたものを１店舗出店あたりの利用者数とし算定します。 

 

既存空き店舗の標準面積 １００㎡ 

休日１日あたりの利用者数 ０．４２５人／㎡ 

  １店舗出店あたりの利用者数 １００㎡ × ０．４２５人／㎡ ≒ ４３人／日 



66 

また、今後の空き店舗に対する各商店街の出店目標は以下のとおりとなっており、平

成２６年度から５年間の出店数は全体で１００店舗の出店を目指します。 

 

表３－６ 各商店街の出店目標 

 出店見込み 

平成２６年度～平成３０年度（５年間） 

大市商店街 ３店舗 

中市商店街 １３店舗 

米屋町商店街 ２０店舗 

道場門前商店街 １６店舗 

本町商店街 ６店舗 

新町商店街 １６店舗 

駅通り商店街 ２６店舗 

合 計 １００店舗 

 

以上から、各商店街の通行量増加の算定は以下の通りとなります。 

 

（大市商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．６５８０（a駐車場利 

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×３店舗＝１３６人／日 

（中市商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．６８５８（d 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×１３店舗＝６１３人／日 

（米屋町商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．３５４０（d 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×２０店舗＝４８７人／日 

（道場門前商店街） 

４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．４７７３（i 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×１６店舗＝５２５人／日 

（本町商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．４３８２（i 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×６店舗＝１８１人／日 

（新町商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．３２８３（d 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×１６店舗＝３６１人／日 

（駅通り商店街） 

 ４３（人／日）×０．８（自動車で来街される方の割合）×０．３８５４（e 駐車場利

用割合）×１（調査地点１箇所）×２（往復分）×２６店舗＝６８９人／日 

  

７商店街の空き店舗対策による通行量効果の合計は２，９９２人／日の増加になります。 

商店街 

出店見込

み 
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③新規調査地点の事業効果 

  第１期計画においては調査地点とはしていませんでしたが、第２期計画おいて区域 

を追加することから、その区域付近の回遊性を把握する必要から新規調査地点（西京橋） 

を追加しています（図３－３ 調査地点⑪）。 

 新規調査地点について、平成２４年度の調査では８８３人の通行量がありましたが、 

それ以前の調査は行っておらず過去の推移は把握できていないことから、他の１０地点 

のような傾向値を考慮することは困難です。 

事業効果としては、第１期計画期間から実施してきた一の坂川周辺地区整備事業に 

より下流域の区域が供用開始され、また第２期計画においては、新たに計画区域として

追加する、上流域の公設川端市場跡地の整備により上流域からの連続性が整備されるこ

ととなり、相互間の回遊性の向上が期待され、当該調査地点における通行量は現状値８

８３人／日の倍の１，７７６人／日を目指します。 

 

 

現状値 

平成２４年度 

目標値 

平成３０年度 

８８３ １，７７６ 

 

 

４）その他効果を促進する事業等 

目標達成については、目標値の根拠として設定した「再開発事業」、「空き店舗対策」と

あわせて、にぎわいを創出するための「各種イベント事業」や中心市街地内の魅力的な情

報をリアルタイムで発信する「山口街中」ホームページサイトの運営、中心市街地の取組

み等を発信する「情報提供事業」により中心市街地の通行量増加を補完する必要がありま

す。 

また、「再開発事業」において共同住宅を整備することから居住人口が増加し、通行量増

加にも資すると考えています。 

 

５）平成３１年３月変更における状況 

計画に位置付けた「中市町１番地区優良建築物等整備事業」のほか、道場門前商店街沿

いに建設された民間主体のマンションの供給が進んだことで、商店街通行量（休日）は増

加傾向にあります。しかし、「米屋町東地区優良建築物等整備事業」の事業完了の見通しが

立っていないことから、平成２９年度定期フォローアップにおける商店街通行量（休日）

は５４，７９８人と、平成２８年度比約３，８００人増加しているものの、目標達成には

至っていません。 

こうした中、計画期間を１年延長することで、「山口駅前地区住宅市街地総合整備事業」

の一環として、新たに平成３０年度から３１年度にかけて中市町多目的広場整備事業を実

施し、中心商店街沿いの立地を生かした、催し等多目的に活用可能な広場を老朽建築物の

除却跡地に新たに整備することにより、その効果の計画期間内の発現を見込みます。 

新規調査地点における歩行者・自転車通行量（休日） （単位：人／日） 
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当該広場の整備に当たっては、整備前から広場活用検討会やワークショップを通じ、市

民活動団体や周辺事業者の利用ニーズを吸い上げ、整備内容や運用体制、利用ルールに反

映させるとともに、具体的な活用意向の発掘やコミュニティの形成等、活用を促す仕組み

づくりを図ることで、広場の活用促進を通じたにぎわいの創出、通行量の増加が見込めま

す。 

また、平成３１年度に完成予定の「黄金町地区第一種市街地再開発事業」の効果として、

新たに整備される商業・業務施設や共同住宅、駐車場棟が、中心市街地のにぎわい創出の

新たな核となり、これまで実施してきた再開発事業等との相乗効果により、593人/日の通

行量の増加が見込めます。 

その他、新たに取り組みを行う「人が集い賑わいのある商店街づくり支援事業」や「次

世代育成・カフェ・サロン」により、通行量の増加が見込めます。 

以上を踏まえ、商店街通行量（休日）について、１年延長後の目標数値は、当初の計画通

り５８，０００人／日に据え置くこととします。 

 

６）フォローアップの考え方 

 毎年１回、山口商工会議所が行っている通行量調査により効果を検証するとともに、状

況に応じて必要な措置を講じます。なお、天候やイベント開催等の変動要因、事業の完成

による一時的な増加などの変動要因に注意し、年複数回の調査を行うこととします。 

なお、平成３２年３月完了を予定する「黄金町地区第一種市街地再開発事業」の効果を

含め、計画期間終了後の平成３２年度以降も必要に応じて通行量調査を実施し、事業効果

の発現状況を把握することとします。 
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（２）滞在時間の割合（１時間３０分以上）の指標の考え方 参考指標 

  第２計画において、「まちに来る人を増やし、楽しんでもらう」という目標を掲げてお 

り、単に来街者を増加させるのみではなく、まちなかで買物や食事、様々なサービスを 

享受し、各種イベント等にも参加いただくことで、回遊性を高め、時間消費型の中心市

街地の形成を図っていくこととしています。 

  これまで滞在時間については、山口商工会議所が隔年で来街者に対するアンケート調 

査を実施し、継続的に滞在時間ごとの割合を集計しており、これまでの推移の比較が容 

易で市民にも分かりやすい指標です。また、中心市街地における滞在時間は来街者の満 

足度の物差しになることから、今後も山口商工会議所においてアンケート調査を継続す 

ることで、定期的なフォローアップ（※）も可能であるため「滞在時間の割合（１時間３ 

０分以上）」を参考指標として設定します。 

なお、滞在時間の割合の目標値については、第２期計画の最終年度である平成３１年 

度には、滞在された方の２人に１人の５０．０％まで回復させることを目指します。 

 

表３－７ 来街者における滞在時間（１時間３０分以上）の割合  

 １時間３０分以上滞在された方の割合 

平成１８年度 ４９．４％ 

平成２０年度 ４７．０％ 

平成２２年度 ４５．１％ 

平成２４年度 ４３．６％ 

  ※山口商工会議所来街者アンケート調査 

 

   数値目標 

平成３１年度 ５０．０％ 

 

 

 

※山口商工会議所のアンケート調査が偶数年度に実施している隔年調査であるため、当該指標の状況に

ついては平成２６年度、２８年度、３０年度に他の指標と合わせたフォローアップを実施するとともに、

計画最終年度である平成３１年度についても追加実施します。 
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（単位：店舗） 

 

（３）中心商店街の空き店舗数 

１）中心商店街の空き店舗数 

本市の中心商店街の利用可能な空き店舗の状況は、第１期計画策定前の平成１８年 

度から平成２３年度にかけて増加しており、近年は改善の方向で推移していますが、平 

成１８年度と比較をすると、依然として高い水準にあります。 

中心商店街において、第１期計画で整備した東西の核施設や南に位置するＪＲ山口駅 

から北側に立地した市や県の公共施設及び公設川端市場跡地までをアプローチ軸と捉え、

この軸の新陳代謝を図り活力を高めていくことで、これまでの投資が活かされ、更なる

回遊行動に繋がるものと考えています。 

また、空き店舗は中心市街地を活性化していく上での阻害要因であり、現在利用可能 

な空き店舗を早急に開けていく必要があることから、利用可能空き店舗の解消を図るこ

とを目標とし、平成２５年６月調査時点の空き店舗数４５店舗を目標年次である平成３

１年度には３０店舗まで解消することを本計画の目標値とします。 

 

現況値 

（平成２５年６月） 

目標値 

（平成３１年度） 

４５店舗 ３０店舗（33.3%解消） 

 

 

表３－８ 中心商店街の空き店舗数（平成２５年６月時点） 

商店街 店舗数 

 

営業 

店舗数 
空き店舗数 

 

利用可能 利用不可 

大市商店街 23 18 5 3 2 

中市商店街 49 39 10 6 4 

米屋町商店街 48 43 5 4 1 

道場門前商店街 81 61 20 14 6 

本町商店街 23 20 3 0 3 

新町商店街 29 24 5 4 1 

駅通り商店街 98 81 17 14 3 

合  計 351 286 65 45 20 

 資料：山口市空き店舗調べ（平成２５年６月時点） 
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図３-４ 空き店舗（利用可能）の推移 

 

※空き店舗率＝空き店舗数（利用可能）／店舗数（利用不可除く） 

資料：山口市調べ 

 

２）数値目標設定の考え方（平成２６年３月作成時） 

 上記のとおり近年は空き店舗率が２桁で推移してきており、１桁で推移していた直近年

度である平成２１年度の９．０％の水準まで改善させていくことを目標とします。 

仮に本計画の最終年度平成３０年度の店舗数が現状から変わらないと想定し、現状の空

き店舗率１３．６％から９．０％まで改善させていくとすると、平成３０年度時点の利用

可能な空き店舗数は３０店舗となります。 

 

平成３０年度 

店舗数（仮定） 

 

 

目標とする空き店舗率 

（平成 21年度空き店舗率） 

 平成３０年度 

空き店舗数（利用可能） 

331店舗 9.0％ 30店舗 

 

現状の空き店舗数（利用可能）４５店舗から３０店舗まで１５店舗解消することとなり

ます。 

 

平成２５年６月時点 

空き店舗数（利用可能） 

 平成３０年度 

空き店舗数（利用可能） 

 利用可能空き店舗 

解消数（目標） 

45店舗 30店舗 15店舗解消 

 

３）目標達成の考え方と必要な事業（平成２６年３月作成時） 

①あきないのまち支援事業 

 これまでも空き店舗に出店する方への支援を実施してきており、第２期計画において 

も継続的に支援をしていくことで空き店舗の解消に繋げます。 

 過去５年間の中で市支援の活用実績は２９件で年平均は５．８件になります。直近の 

平成２４年度には制度の拡充をしたことにより、平均を大幅に上回る件数があったこと

空き店舗の推移
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（単位：店舗） 

（単位：店舗） 

からも、今後も引き続き制度の活用ＰＲや商工会議所や商店街と連携をとりながら運用

していくことで、毎年１０件程度の出店を創出します。   

 

事業効果：毎年１０店舗空き店舗を解消 

 

表３－９ 市支援を活用した出店数の推移 

出店数内訳 

（市支援活用） 

年  度  内  訳 
合 計 

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

2 5 1 7 14 29 

 

②まちなかサポートセンター事業と民間独自の出店 

  まちなかサポートセンターは、空き店舗情報の発信や出店希望者の一元的な相談窓口

を担い、空き店舗に対する出店を積極的に促します。あきないのまち支援事業の活用の

有無を問わず民間独自の出店もサポートすることで空き店舗の解消に寄与します。 

  第１期計画期間中にも民間独自の出店は５７件あり、年平均は約１０件になります。 

これまで安定した推移を示しており、今後もまちなかサポートセンターによる出店支援 

を継続することで毎年１０件程度の民間独自の出店を創出します。 

 

事業効果：毎年１０店舗空き店舗を解消 

 

表３－１０ 民間独自の出店数の推移 

出店数内訳 

（民間独自） 

年  度  内  訳 
合 計 

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

9  9 11 6 9 13 57 

 

上記①②の事業効果から、合計で毎年２０店舗の空き店舗解消に繋がります。 

ただし、第１期計画期間中に毎年１７店舗の閉店があったことから、第２期計画期間 

中も毎年１７店舗の閉店があるという想定をすると、毎年３店舗の空き店舗解消に繋が 

ることになります。また、第２期計画が５年間であることから計画期間中に１５店舗の 

空き店舗解消となります。 

 

①②の毎年の事業効果  毎年の閉店店舗数  毎年の空き店舗解消数 

20店舗 17店舗 3店舗 

 

毎年の空き店舗解消数  第２期計画期間  計画期間中の 

空き店舗解消数 

3店舗 5年 15店舗 

 

現状の空き店舗数  計画期間中の 

空き店舗解消数 

 平成 30年度 

空き店舗数 
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45店舗 15店舗 30店舗 

 以上のことから数値目標の達成は可能と考えます。 

 

４）平成３１年３月変更における状況 

空き店舗への新規開業者に対し店舗改修費等を支援する「あきないのまち支援事業」や、

空き店舗情報の発信、出店希望者の一元的な相談窓口を担う「まちなかサポートセンター

事業」の周知、利用が進んだことで、中心商店街の空き店舗数は減少傾向にあります。し

かし、ネット通販の利用の伸張、郊外店との競争激化等から、平成２９年度定期フォロー

アップにおける中心商店街の空き店舗数は３５店舗と、平成２８年度比５店舗減少してい

るものの、目標達成には至っていません。 

こうした中、計画期間を１年延長することで、「あきないのまち支援事業」及び「中心市

街地活性化事業」における平成３０年度からの新たな取り組み（平成３１年度から「人が

集い賑わいのある商店街づくり支援事業」として統合予定）、平成３０年度に開設された「次

世代育成カフェ・サロン」の効果の計画期間内の発現が見込まれます。 

「あきないのまち支援事業」では、空き店舗の改修費の支援の対象を、これまでの新規

開業希望者から、新たに空き店舗の所有者に拡充します。「中心市街地活性化事業」では、

これまでの空き店舗対策やイベント支援等を担うタウンマネージャーの設置、中心市街地

内の商店街や百貨店、高校等と協力、連携したイベントの実施に加え、新たに中心商店街

の各店舗の事業継承、魅力向上等を図るセミナーの開催、中心商店街内の公共空間等を活

用したイベントの実施等を行います。「次世代育成・カフェ・サロン」では、まちづくりの

次世代を担う若手人材の育成、交流及び事業発掘を通じた空き店舗での創業やイベント開

催等の支援が行われます。これらの新たな取り組みが、これまで実施してきた「あきない

のまち支援事業」における空き店舗での開業者に対する店舗改修費の支援や、新規開業希

望者の掘り起こし、商工会議所、中心商店街と連携した空き店舗の活用促進等との相乗効

果を生むことで、中心商店街の空き店舗数の減少が見込めます。 

以上を踏まえ、中心商店街の空き店舗数について、１年延長後の目標数値は、当初の計

画通り３０店舗に据え置くこととします。 

 

５）フォローアップの考え方 

 毎年３月末現在の空き店舗数の状況を把握することで達成状況を確認し、状況に応じて

必要な措置を講じます。 
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（４）居住人口の社会増減（５年間の総数） 

１）中心市街地の社会増減 

  第１期計画では、居住人口を指標として設定していましたが、第２期計画では計画に

位置付けた事業の効果を直接的に捉えるため、平成２６年度から平成３１年度までの中

心市街地内の転入・転出の差である社会増減を設定します。 

 第１期計画においてまちなか居住を促進した結果、過去５年間（平成２０年度から平

成２４年度）の現況値では１６８人増となっていますが、第２期計画では更に増加を目

指し、現況値の約１．５倍の２５０人増を目指します。 

 

中心市街地の社会増減        

 
現況値 

平成２０年度～平成２４年度 

目標値 

平成２６年度～平成３１年度 

総 数 １６８人増 ２５０人増 

 

２）数値目標設定の考え方（平成２６年３月作成時） 

  近年の中心市街地における社会増減は、第１期計画の中で実施した３棟の借上型市営 

住宅の整備や街なか居住支援事業の効果により平成２３年度までは増加傾向でしたが、

以降の直近２年間は減少傾向にあります。 

  目標設定にあたっては、定期的なフォローアップが可能である住民基本台帳により年

度内（４月１日～３月３１日）の社会増減を把握し、これを元に今後５年間の予測を行

います。 

 

図３－５ 中心市街地の社会増減推移               （単位：人） 

 

   資料：住民基本台帳 
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表３－１１ 中心市街地の社会増減推移                  （単位：人） 

 H20 H21 H22 H23 H24 

異 

動 

a 転入 219 184 173 151 165 

b地区内への転居 159 112 193 113 97 

c 転出 142 136 152 190 157 

d地区外への転居 135 131 121 114 120 

社会増減（a+b-c-d） 101 29 93 ▲40 ▲15 

 

■今後の推移予測 

 過去５年間の推移の中で直近２年間については社会増減が減少傾向にあります。仮に今

後、共同住宅等の整備やまちなか居住の促進策を講じなかった場合には、毎年度２７．５

人減少することが予想されます。 

 

（直近２年間の平均）＝（▲４０人＋▲１５人）／２年＝▲２７．５人 

 

また、今後５年間において直近の減少傾向のまま進むとした場合には、社会増減の総数

は１３８人減少することが想定されるため、第１期計画から取り組んできたまちなか居住

策を継続的に進めていく必要があります。 

 

▲２７．５人×５年間＝１３８人減少することが想定される。 

 

図３－６ 今後５年間の推計                      （単位：人） 
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３）目標達成に必要な事業（平成２６年３月作成時） 

◆再開発事業による効果 

２つの地区で実施する「優良建築物等整備事業」において、共同住宅の整備を行うこ 

とから、整備する戸数に応じた増加分を算出します。 

 

・中市町１番地区優良建築物等整備事業 

一般向けの共同住宅６６戸（※１）を整備する計画で、平成２５年３月の中心市街地一

世帯あたりの平均人員により増加分を算出します。 

  

    ６６戸 × ２．１０（人／世帯） ≒ １３９人  

 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業 

 高齢者向けの住宅（サービス付き住宅含む）１００戸（※１）を整備する計画で、一世

帯あたりの平均人員を１人とし増加分を算出します。 

 

   １００戸 × １（人／世帯） ＝ １００人 

 

◆民間マンションの分譲による効果 

 山口駅前のマンション建設事業において、共同住宅の整備を行うことから、整備する

戸数に応じた増加分を算出します。 

 

・オーヴィジョン山口駅前セントラルスクエア 

一般向け共同住宅８８戸（※１）を整備する計画で、平成２５年３月の中心市街地一世

帯あたりの平均人員により増加分を算出します。 

 

８８戸 × ２．１０（人／世帯） ≒ １８５人  

 

※１ 第 2期計画策定時の戸数であり変更となる可能性あり 

 

上記から、再開発事業と民間マンションの供給による社会増減の効果として４２４人

の増加を見込みます。 

 

表３－１２ 事業における居住人口の増加予測       （単位：人） 

区 分 平成２６～３０年度の社会増減 

５年間の社会増減（予測） ▲１３８人 

住宅整備事業等による増加分 ４２４人 

合 計 ２８６人増加 

 

 

 目標：２５０人増加 達成可能 
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以上の事業効果から５年間の社会増減の総数は２８６人増加となることが見込まれ数値

目標の達成は可能であると考えます。 

 

４）平成３１年３月変更における状況 

居住人口の社会増減（５年間の総数）は、平成２９年度定期フォローアップにおいて、

目標値２５０人増に対して最新値３２８人増と、目標値を達成している状況です。 

その要因としては、計画に位置付けた「中市町１番地区優良建築物等整備事業」、「オー

ヴィジョン山口駅前セントラルスクエア」のほか、道場門前商店街沿いに建設された民間

主体のマンションの供給が進んだ結果と考えられます。 

その一方で、米屋町東地区優良建築物等整備事業の事業完了の見通しが立っていないこ

とから、その成果が表れないこととなっています。 

今後は、平成３１年度に完成予定の「黄金町地区第一種市街地再開発事業」が完了し、共

同住宅の供給が開始されることで、更に 212人の居住人口の社会増が見込めます。 

以上を踏まえ、1 年延長後においても、当初の計画通り目標値２５０人増に据え置き、

更なる居住人口の社会増を目指すこととします。 

 

５）フォローアップの考え方 

 毎年４月１日に、住民基本台帳により前年度（４月１日～３月３１日）の社会増減を抽

出し、効果を検証するとともに、状況に応じて必要な措置を講じます。 
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４．土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施

設の整備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

［１］市街地の整備改善の必要性  

（１）現状分析 

本市の中心市街地の北側には、市役所をはじめとし、パークロード沿いに合同庁舎 

や県立美術館、図書館等の公共機関が立地しています。 

また、国宝瑠璃光寺五重塔をはじめとした大内氏の時代から育まれた多くの歴史資 

源や町屋等伝統的な木造建築物がたたずみ、歴史・文化等において波及効果が期待で 

きる地域、「大内文化特定地域」があります。その中央には２級河川の一の坂川が貫 

流し、桜並木が美しく、夏にはホタルが飛翔する景観が保たれた場所として、多くの 

人に親しまれています。 

一の坂川は中心市街地にも貫流しており、平成１１年に地域住民による「山口中心 

市街地まちづくり推進協議会」が設立され、協議会の活動エリアに属している一の坂 

川については失われた河川の風情を取り戻し、河川を活かしたまちの再生に向け取り 

組んでこられ、行政においては第１期計画の中で電線類地中化や市道美装化などによ  

る高質空間の形成や親水性のある河川整備を進めてきました。今後も、中心市街地内 

の交流の場である商店街と大内文化特定地域の相互の回遊を促進するために一の坂 

川等の自然資源を有効に活用していく必要があります。 

また、中心商店街やその後背地の建物の多くは、木造で建築年次の古い密集した地 

 区になっており、街区によっては道路幅員が狭いことから防災面の課題や建て替え等

の制約になっています。加えて、基盤が未整備なことから空き家や、除却して駐車場

としての活用が増えていく傾向にあり、地区内人口の減少、ひいては中心市街地の活

性化のマイナス要因となっていることから適切な土地利用を図っていく必要があり

ます。 

 

（２）市街地の整備改善の必要性 

中心市街地の来街者や居住人口を増加させていくためには、中心市街地が魅力的で 

あり、良好な景観や憩える空間の形成も合わせて実施していく必要があります。 

そのため、第１期計画期間中に実施してきた一の坂川周辺整備を河川上流の公設川

端市場跡地周辺（大内文化特定地域の一部で本計画の追加区域）において実施するこ

とで、一の坂川等の自然景観の連続性を創出し、大内文化特定地域と中心市街地の結

節地として相互の回遊行動に結び付けていきます。 

 また、密集市街地の課題については長期的な視野を持って、第２期計画期間中に現 

況を把握し、将来像をもって適切な事業計画を策定し、優先順位の高い箇所から事 

業化を促進します。 

これらのことから、次の事業は、本計画の目標である「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」「まちの定住人口を増やす」

３つの視点から中心市街地の活性化を図る上で必要性が高く、中心市街地での市街地

の整備改善のための事業として、基本計画に位置付けます。 

 



79 

（３）フォローアップの考え方 

フォローアップについては、毎年度末に基本計画に位置付けた取組みの進捗状況の 

調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善を図ります。 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 

○事業名 

一の坂川周辺

地区整備事業 

（地域生活基

盤施設（(仮称)

一の坂川交通

交流広場）） 

 

○内容 

(仮称)一の坂

川交通交流広

場を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度～

27年度 

山口市 公設・川端市場跡地について芝生や

植栽、駐輪場の設置を行います。 

一の坂川等との連続性を併せ持っ

た景観に配慮した広場整備により、周

辺の文化施設等との回遊性の向上や

市民が憩える空間の創出を図ります。

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」を目標とす

る、中心市街地の活性化に必要な事業

です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（都市再

生整備計画

事業）「一の

坂川周辺地

区（２期）」 

 

○実施時期 

平成 26 年

度 

 

○事業名 

一の坂川周辺

地区整備事業 

（高質空間形

成施設整備事

業） 

 

○内容 

(仮称)一の坂

川交通交流広

山口市 公設川端市場跡地の周辺道路の美

装化（カラー舗装）、植栽、ベンチ、

照明施設の設置を行います。 

大内文化特定地域からの来街者の

流れを中心市街地へと誘導するとと

もに、河川沿いを楽しんで歩けるよう

な都市基盤の整備を進めます。これら

のことから、「まちに来る人を増やし、

楽しんでもらう」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（都市再

生整備計画

事業）「一の

坂川周辺地

区（２期）」 
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場等を整備す

る事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度～

27年度 

○実施時期 

平成 26 年

度 

○事業名 

一の坂川周辺

地区整備事業 

（地域創造支

援事業） 

 

○内容 

(仮称)一の坂

川交通交流広

場を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度～

27年度 

山口市 公設・川端市場跡地の多目的広場整

備と併せてバスベイ（停車帯）、観光

バス待機場、待合所、トイレなどの整

備を行います。 

大内文化特定地域からの来街者の

流れを中心市街地へと誘導するとと

もに、河川沿いを楽しんで歩けるよう

な都市基盤の整備を進めます。これら

のことから、「まちに来る人を増やし、

楽しんでもらう」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（都市再

生整備計画

事業）「一の

坂川周辺地

区（２期）」 

 

○実施時期 

平成 26 年

度 

 

○事業名 

一の坂川周辺

地区整備事業 

（地域生活基

盤施設（(仮称)

ほたる広場）） 

 

○内容 

(仮称)ほたる

広場を整備す

る事業 

 

○実施時期 

平成 26年度 

山口市 一の坂川沿いと商店街を結ぶ新設

道路の交差点部に広場（ポケットパー

ク）整備を行います。芝生やパーゴラ、

ベンチ等の設置により、商店街を含め

た回遊性を創出し、市民が憩える空間

の創出を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しん

でもらう」を目標とする、中心市街地

の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（都市再

生整備計画

事業）「一の

坂川周辺地

区（２期）」 

 

○実施時期 

平成 26 年

度 
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○事業名 

黄金町地区第

一種市街地再

開発事業 

 

○事業内容 

商業施設、公益

施設、地域防災

施設、駐車場、

共同住宅、空地

等を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成27～31年

度 

山口市

黄金町

地区市

街地再

開発組

合 

黄金町地区において、商業施設、公

益施設、地域防災施設、駐車場、共同

住宅等の整備を行います。 

老朽化した道場門前大駐車場等の

再整備により、まちなか居住の促進や

にぎわいの創出、防災性の向上を図り

ます。 

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」、「まちの定

住人口を増やす」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

○実施時期 

平成 27～

30 年度 

 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（市

街地再開発

事業等） 

 

○実施時期 

平成 30～

31 年度 

 

 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 

○事業名 

中市町１番地

区優良建築物

等整備事業 

 

○内容 

共同住宅、商業

施設、空地等を

整備する事業 

 

○実施時期 

平成 25～27 年

度 

一般社

団法人

山口市

中市町

１番地

区優建

事業組

合 

中市地区において、商業施設、共同

住宅等の整備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地

区において、来街者のニーズに適合し

た商業施設やまちの豊かさを享受で

きる利便性の高い住宅を供給するこ

とにより、中心商店街の魅力の向上や

まちなか居住の促進を図ります。これ

らのことから、「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」、「まちの定住人

口を増やす」を目標とする、中心市街

地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

○実施時期 

平成 25～

27年度 
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○事業名 

米屋町東地区

優良建築物等

整備事業 

 

○内容 

高齢者向け共

同住宅、商業施

設、空地等を整

備する事業 

 

○実施時期 

平成 26年度～ 

合同会

社米屋

町東地

区開発 

米屋町東地区において、商業施設、

デイサービス、高齢者向け賃貸住宅、

サービス付き高齢者向け住宅等の整

備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地

区において、来街者のニーズに適合し

た商業施設や高齢社会に対応した施

設や住宅を供給することにより、中心

商店街の魅力の向上やまちなか居住

の促進を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しん

でもらう」、「まちの定住人口を増や

す」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

○実施時期 

平成 26 年

度 

 

○事業名 

山口駅前地区

住宅市街地総

合整備事業 

 

○内容 

現況調査、事業

計画等の作成、

老朽建築物の

除却・建替え等

を行う事業 

 

○実施時期 

平成 25 年度～

37年度 

山口市 密集市街地において、現況調査を行

い状況把握した上で、事業計画の作成

を行い、老朽建築物の除却・建替え等

を進めていきます。 

中心市街地は、空き家・空き地等が

多く、有効な高度利用がされていない

現状です。 

また、狭あい道路や未接道の宅地が

多く建物の適切な更新が困難です。こ

うした課題解決のため、事業計画に基

づき、商店街の空き店舗や後背地にあ

る住宅地の空き家の除却・建替えを行

い、併せて催し等多目的に活用可能な

広場整備等を促進することにより、居

住環境の改善と防災性の向上、にぎわ

いの創出を図ります。これらのことか

ら、「まちの定住人口を増やす」、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（住

宅市街地総

合 整 備 事

業） 

 

○実施時期 

平成 25～

37年度 

 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（４）国の支援がないその他の事業 
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事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支

援措置の内

容及び実施

時期 

その他 

の事項 

○事業名 

県道宮野大歳

線単独路側整

備事業 

 

○内容 

県道宮野大歳

線歩道の整備 

 

○実施時期 

平成 26年度 

山口県 

 

(仮称)一の坂川交流交通広場の整

備にあわせ、県道宮野大歳線のバス停

留所付近のバリアフリー化を行い、良

質な歩行空間の形成を図り、回遊効果

を高めます。 

このことから、「まちに来る人を増

やし、楽しんでもらう」を目標とする、

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

 

 

 

 

○事業名 

道路バリアフ

リー化事業 

 

○内容 

既設歩道の段

差・傾斜・勾配

の改善や視覚

障害者誘導用

ブロックの設

置を行う事業 

 

○実施時期 

平成 28年度～ 

山口市 歩行者、自転車が安全で快適に通行

できる歩行空間を確保します。 

高齢化社会を迎えるなかで、高齢

者・障がい者等を含む誰もが安全に安

心して通行できるよう、歩行空間のバ

リアフリー化を進め、居住環境の改善

を図ります。これらのことから「まち

の定住人口を増やす」を目標とする、

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 
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５．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

［１］都市福利施設の整備の必要性  

（１）現状分析 

中心市街地は商店街を含み、高等学校、地域交流センター等の教育文化施設、病院、 

診療所等の医療施設、子育て支援施設、市民活動支援施設、高齢者交流施設等の社会

福祉施設、郵便局、金融機関、新聞社、テレビ局等の多数の施設が集積しています。 

さらに周辺においても、国の出先機関、県庁、県警本部、市役所といった行政機関、 

幼稚園、小・中・高等学校、県立美術館、県立博物館、県立図書館などの教育文化施 

設、総合病院など、多数の都市福利施設が立地しています。 

このように中心市街地及び周辺には、様々な都市福利施設が既に集積しており、こ

れら既存のストックを活かしつつ、更に集積を促し、機能やサービスの充実を図って

いくことで、居住者や来街者の利便性を向上させていく必要があります。 

中心市街地の６５歳以上の高齢者の割合（人口）の推移は、平成１２年の国勢調査 

では２７．０％（1,018 人）、平成１７年では２６．６％（1,044人）、平成２２年で 

は２６．７％（1,103人）と１０年間で割合は減少しているものの、人口は増加傾向 

にあり、今後も老年人口の増加が続くものと予測されます。また、市民アンケート結 

果からは、人と触れ合う機会やコミュニティの場としての中心市街地の評価は低くな 

っていることから、誰にとっても活動の参加がしやすく、訪れやすく、暮らしやすい 

まちづくりを進めることが必要となっています。 

 

（２）都市福利施設の整備の必要性 

上記の情勢を踏まえ、第１期計画期間中も取り組んできたＮＰＯ法人等が実施して

いる多様な世代に対する市民サービスの提供や高齢社会に沿った施設整備を講じる

ことで、本計画の目標である「まちに来る人を増やし、楽しんでもらう」「まちの新

陳代謝を図り、活力を高める」「まちの定住人口を増やす」の３つの視点から中心市

街地の活性化を図る上で必要性が高く、中心市街地での都市福利施設を整備する事業

として、次の事業を基本計画に位置付けます。 

 

（３）フォローアップの考え方 

フォローアップについては、毎年度末に基本計画に位置付けた取組みの進捗状況の 

調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善を図ります。 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 
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○事業名 

黄金町地区第

一種市街地再

開発事業 

 

○事業内容 

商業施設、公益

施設、地域防災

施設、駐車場、

共同住宅、空地

等を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成27～31年

度 

山口市

黄金町

地区市

街地再

開発組

合 

黄金町地区において、商業施設、公

益施設、地域防災施設、駐車場、共同

住宅等の整備を行います。 

老朽化した道場門前大駐車場等の

再整備により、まちなか居住の促進や

にぎわいの創出、防災性の向上を図り

ます。 

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」、「まちの定

住人口を増やす」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

○実施時期 

平成 27～

30 年度 

 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（市

街地再開発

事業）等 

 

○実施時期 

平成 30～

31 年度 

 

 

 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 

○事業名 

米屋町東地区

優良建築物等

整備事業（再

掲） 

 

○内容 

高齢者向け共

同住宅、商業施

設、空地等を整

備する事業 

 

合同会

社米屋

町東地

区開発 

米屋町東地区において、商業施設、

デイサービス、高齢者向け賃貸住宅、

サービス付き高齢者向け住宅等の整

備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地

区において、来街者のニーズに適合し

た商業施設や高齢社会に対応した施

設や住宅を供給することにより、中心

商店街の魅力の向上やまちなか居住

の促進を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しん

でもらう」、「まちの定住人口を増や

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

○実施時期 

平成 26 年

度 
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○実施時期 

平成 26年度 

～ 

す」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 

○事業名 

地域子育て支

援拠点事業 

 

○内容 

子育て中の親

子を支援する

事業 

 

○実施時期 

平成 15年度～ 

 

NPO 法

人あっ

と 

子育て中の親子が気軽に集える「つ

どいの広場」として、子育て中の家族

とそれを取り巻く地域の人々の交流

を図ります。これらのことから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」、「まちの新陳代謝を図り、活力を

高める」を目標とする、中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

子ども・子

育て支援交

付金 

 

○実施時期 

平成 15 年

度～ 

 

 

（４）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支

援措置の内

容及び実施

時期 

その他 

の事項 

○事業名 

ほっとさろん

中市「まちのえ

き」事業 

 

○内容 

高齢者、障がい

者福祉の増進

を図る事業 

 

○実施時期 

平成 15年度～ 

NPO 法

人山口

せわや

きネッ

トワー

ク 

空き店舗を活用し、交流サロン事

業、車椅子やベビーカーなどの貸出し

を行うタウンモビリティ事業、まちの

保健室事業を行うことにより、高齢

者、障がい者福祉の増進を図ります。

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」、「まちの新

陳代謝を図り、活力を高める」を目標

とする、中心市街地の活性化に必要な

事業です。 
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○事業名 

市民活動支援

センター「さぽ

らんて」事業 

 

○内容 

市民活動の参

加促進と活動

を支援する事

業 

 

○実施時期 

平成 13年度～ 

NPO 法

人山口

せわや

きネッ

トワー

ク 

空き店舗を活用し、市民活動の参加

へのきっかけづくりと活動支援を行

います。市民と行政が協働して地域社

会の発展を目指し、協働体制の構築を

図ります。これらのことから、「まち

に来る人を増やし、楽しんでもらう」、

「まちの新陳代謝を図り、活力を高め

る」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

 

 

 

○事業名 

「オアシスど

うもん」交流サ

ロン事業 

 

○内容 

地域交流やシ

ニア運動健康

サロンを運営

する事業 

 

○実施時期 

平成 24年度～ 

株式会

社どう

もんフ

ィット

ネス 

空き店舗を活用し、無料休憩所、ケ

ータリングサービス、ギャラリー機能

などを備えた地域交流サロンやシニ

ア向け運動健康サロンの運営、子ども

預かりサービス等を行うことにより、

コミュティ機能の拡充や利便性の向

上を図ります。これらのことから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」、「まちの新陳代謝を図り、活力を

高める」を目標とする、中心市街地の

活性化に必要な事業です。 
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６．公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

［１］街なか居住の促進および居住環境向上の必要性  

（１）現状分析 

本市中心市街地の居住人口は、近年、第１期計画期間中の取り組みによる効果や民 

間マンション等の立地により増加してきたものの、今後積極的な街なか居住推進策や 

共同住宅等の供給がなかった場合には、昨今の社会情勢から人口減少に転じるものと 

考えられます。 

また、まちなか居住者アンケート結果からは、買い物の利便性やお店の人とのコミ 

ュニケーションについて、市民アンケートに比べ評価が高く、医療・福祉施設や学校、 

幼稚園等の教育機関、文化施設、公共施設への行きやすさについての評価が高くなっ 

ていることから、居住者にとって中心市街地は利便性の高いまちという評価をされて 

いることが窺われます。一方で、密集市街地においての車利用の不便さや、火災や震

災等の防災面での不安もあり、今後のまちづくりの課題となっています。 

   

（２）街なか居住の促進および居住環境向上の必要性 

  上記のとおり、中心市街地は商店街などの商業機能に加え、公共交通ネットワーク 

や都市機能・インフラなど、人々が住んだり、商売をしたり、働いたりする機能が備 

わっており、「歩いて暮らせるまちづくり」の最適地であり、同時に居住者の経済活動

を活発化することで、それらの機能が支えられていくものと考えられ、共同住宅の整

備等により街なか居住を推進する必要があります。 

 また、密集市街地の課題については長期的な視野を持って、第２期計画期間中に現 

況を把握し、将来像をもって適切な事業計画を策定し、優先順位の高い箇所から事業

化を促進します。 

これらのことから、本計画の目標である「まちに来る人を増やし、楽しんでもらう」 

「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」「まちの定住人口を増やす」の３つの視点か 

ら中心市街地の活性化を図る上で必要性が高く、街なか居住推進および居住環境改善 

のための事業として、次の事業を基本計画に位置付けます。 

 

（３）フォローアップの考え方 

フォローアップについては、毎年度末に基本計画に位置付けた取組みの進捗状況の 

調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善を図ります。 

 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 
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事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他 

の事項 

○事業名 

黄金町地区第

一種市街地再

開発事業 

 

○事業内容 

商業施設、公益

施設、地域防災

施設、駐車場、

共同住宅、空地

等を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成27～31年

度 

山口市

黄金町

地区市

街地再

開発組

合 

黄金町地区において、商業施設、公

益施設、地域防災施設、駐車場、共同

住宅等の整備を行います。 

老朽化した道場門前大駐車場等の

再整備により、まちなか居住の促進や

にぎわいの創出、防災性の向上を図り

ます。 

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」、「まちの定

住人口を増やす」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（市街地

再開発事業

等） 

 

○実施時期 

平成 27～

30 年度 

 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（市

街地再開発

事業）等 

 

○実施時期 

平成 30～

31 年度 

 

 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 
目標達成のための位置付け及び必要性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他

の事項 

○事業名 

中市町１番地

区優良建築物

等整備事業（再

掲） 

 

○内容 

共同住宅、商業

施設、空地等を

整備する事業 

一般社

団法人

山口市

中市町

１番地

区優建

事業組

合 

中市地区において、商業施設、共同住

宅等の整備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地区

において、来街者のニーズに適合した商

業施設やまちの豊かさを享受できる利

便性の高い住宅を供給することにより、

中心商店街の魅力の向上やまちなか居

住の促進を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」、「まちの定住人口を増やす」を

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

○実施時期 

平成 25～
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○実施時期 

平成 25～27 年

度 

目標とする、中心市街地の活性化に必要

な事業です。 

27 年度 

○事業名 

米屋町東地区

優良建築物等

整備事業（再

掲） 

 

○内容 

高齢者向け共

同住宅、商業施

設、空地等を整

備する事業 

 

○実施時期 

平成 26年度～ 

合同会

社米屋

町東地

区開発 

米屋町東地区において、商業施設、デ

イサービス、高齢者向け賃貸住宅、サー

ビス付き高齢者向け住宅等の整備を行

います。 

中心商店街の東に位置する当該地区

において、来街者のニーズに適合した商

業施設や高齢社会に対応した施設や住

宅を供給することにより、中心商店街の

魅力の向上やまちなか居住の促進を図

ります。これらのことから、「まちに来

る人を増やし、楽しんでもらう」、「まち

の定住人口を増やす」を目標とする、中

心市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（優良建

築物等整備

事業） 

 

○実施時期 

平成 26 年

度  

 

○事業名 

山口駅前地区

住宅市街地総

合整備事業（再

掲） 

 

○内容 

現況調査、事業

計画等の作成、

老朽建築物の

除却・建替え等

を行う事業 

 

○実施時期 

平成 25～37 年

度 

山口市 密集市街地において、現況調査を行い

状況を把握した上で、事業計画の作成、

老朽建築物の除却・建替え等を行いま

す。 

中心市街地は、空き家・空き地等が多

く、有効な高度利用がされていない現状

です。 

また、狭あい道路や未接道の宅地が多

く建物の適切な更新が困難です。こうし

た課題解決のため、商店街の空き店舗や

後背地にある住宅地の空き家の除却・建

替えを行い、併せて催し等多目的に活用

可能な広場整備等を促進することによ

り、居住環境の改善と防災性の向上、に

ぎわいの創出を図ります。これらのこと

から、「まちの定住人口を増やす」、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもらう」

を目標とする、中心市街地の活性化に必

要な事業です。 

 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（住

宅市街地総

合 整 備 事

業） 

 

○実施時期 

平成 25～

37 年度 
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○事業名 

中心市街地活

性化整備事業 

 

○事業内容 

中心商店街の

カラー舗装等

補助事業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

山口市 中心商店街内のカラー舗装等の修景

整備を行います。安心安全な路上空間の

確保することにより、商店街の魅力向上

やにぎわいの創出を図ります。これらの

ことから、「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」、「まちの新陳代謝を図

り、活力を高める」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

防災・安全

交付金（住

宅市街地総

合整備事業

と一体の効

果 促 進 事

業） 

 

○実施時期 

平成 25～

26 年度 

 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（４）国の支援のないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 
目標達成のための位置付け及び必要性 

国以外の支

援措置の内

容及び実施

時期 

その他

の事項 

○事業名 

オーヴィジョ

ン山口駅前セ

ントラルスク

エア（分譲マン

ション） 

 

○内容 

敷 地 面 積 ：

3,525.12㎡ 

戸数：88戸 

 

○実施時期 

平成 25～27 年

度 

株式会

社エス

トラス

ト 

 

都市機能が集約され、利便性の高い山

口駅前において、共同住宅の供給を行い

ます。 

このことから、「まちの定住人口を増

やす」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 
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○事業名 

高齢者街なか

居住支援事業 

 

○内容 

街なかでの居

住を希望する

高齢者へ物件

の情報提供な

どの支援を図

る事業 

 

○実施時期 

平成 18年度～ 

NPO法

人山口

まちづ

くりセ

ンター 

物件の情報提供により、高齢者の街な

か居住を促進します。中心市街地の利便

性を活かして、高齢者が自立して生活し

やすい居住環境の整備を図ります。これ

らのことから、「まちの定住人口を増や

す」を目標とする中心市街地の活性化に

必要な事業です。 
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７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業その他の商業の活性化のための事

業及び措置に関する事項 

［１］商業の活性化の必要性  

（１）現状分析 

  中心市街地の商業について、平成９年の小売業商店数（市全域に占める割合）は 

４６６店（19.5％）で１０年後の平成１９年には３７４店（18.0%）と９２店減少し

ており、市全域に占める割合も低下しています。また、販売額（市全域に占める割合）

についても、平成９年では４６，７３６百万円（19.4％）で平成１９年には２７，５

２１百万円（12.7％）となり１０年間で４１．１％の販売額が減少し、市全域に占め

る割合も大幅に低下しており、郊外店の立地から相対的にも中心市街地の商業機能の

吸引力が低下しています。 

加えて、空き店舗数についても、第１期計画策定前の平成１８年度から平成２３年

度にかけて増加しており、近年は改善の方向で推移していますが、平成１８年度と比

較をすると、依然として高い水準にあります。 

市民アンケートの結果からは、中心市街地の不足している商業施設として映画館、

劇場、レストラン、カフェ、生活雑貨店、ホームセンター等を挙げられており、市民

ニーズと中心市街地で提供するサービスのミスマッチがあると考えられます。 

また、第１期計画の商業の活性化に当たっては、商店街をひとつのショッピングモ

ールと見立て、西門前地区、道場門前地区を西の核、中市地区を東の核と位置付ける

とともに、ＪＲ山口駅への通りをシンボル軸と位置付け、東西核、東西に伸びるアー

ケード、シンボル軸による「２核十字型モール構想」を基本として整備を進めてきま

した。その中で、東の核としてマルシェ中市、和楽の咲都、西の核としてどうもんパ

ークを整備し一定の成果が発現していますが、商店街通行量の数値目標達成には至っ

ておらず、同アンケートでの滞在時間１時間３０分未満の方の割合が５割を超えてい

る状況から、東西軸および南北軸を中心に魅力を向上させていくことにより全体の回

遊性を高めていく必要があります。 

 

（２）商業の活性化のための事業の必要性 

上記から、第１期計画での投資効果を面的に波及させていくためには、中心市街 

地の活性化の阻害要因となっている空き店舗に対して、市民ニーズに沿ったテナント

を誘致していく必要があります。 

 また、街なか居住の促進と店舗の更新をあわせて行うことで相乗効果が期待され、

中心市街地の立地や資源を活かした魅力的なイベントを定期的に開催することで、

様々な世代の方に来街いただき、楽しい時間を共有してもらう必要があります。 

これらのことから、次の事業は、本計画の目標である「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」「まちの定住人口を増やす」

の３つの視点から中心市街地の活性化を図る上で必要性が高く、中心市街地での商業

の活性化のための事業として、基本計画に位置付けます。 

 

（３）フォローアップの考え方 
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フォローアップについては、毎年度末に基本計画に位置付けた取組みの進捗状況 

の調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善を図ります。 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

その他

の事項 

○事業名 

中心市街地情

報提供事業 

 

○内容 

中心市街地の

情報を発信す

る事業 

 

○実施時期 

平成 19年度～ 

山口市 中心市街地活性化協議会及びまち

づくり関係者と連携し、定期的に広

報誌（くる～ニャッ！やまぐち）を

発行する事業です。中心市街地内の

様々な取り組みや、魅力情報等を広

く市民に対して発信する事業で、来

街機会の創出や意識啓発を図りま

す。これらのことから「まちに来る

人を増やし、楽しんでもらう」、「ま

ちの新陳代謝を図り、活力を高める」

を目標とする中心市街地の活性化に

必要な事業です。 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 26年度～ 

 

○事業名 

黄金町地区第

一種市街地再

開発事業 

 

○事業内容 

商業施設、公益

施設、地域防災

施設、駐車場、

共同住宅、空地

等を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成 27～31 年

度 

山口市

黄金町

地区市

街地再

開発組

合 

黄金町地区において、商業施設、

公益施設、地域防災施設、駐車場、

共同住宅等の整備を行います。 

老朽化した道場門前大駐車場等の

再整備により、まちなか居住の促進

やにぎわいの創出、防災性の向上を

図ります。 

これらのことから、「まちに来る人

を増やし、楽しんでもらう」、「まち

の定住人口を増やす」を目標とする、

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（市

街地再開発事

業等） 

 

○実施時期 

平成 27～30 年

度 

 

○支援措置の

内容 

防災・安全交付

金（市街地再開

発事業）等 
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○実施時期 

平成 30～31 年

度 

○事業名 

にぎわいのま

ち支援事業 

 

○内容 

中心商店街が

行うイベント

を支援する事

業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

 

 

 

山口市 商店街組合等が中心商店街で行わ

れる来街者ニーズにあったイベン

ト、地域の活性化や波及効果がある

イベントを自ら企画立案し、評価の

高いイベントについてその実施主体

に対して支援を行います。これらの

イベントを実施することにより、中

心商店街のイメージアップや買物以

外の来街機会を創出することで中心

商店街の集客を促進します。これら

のことから、「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」、「まちの新陳

代謝を図り、活力を高める」を目標

とする中心市街地の活性化に必要な

事業です。 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 30年度 

 

○事業名 

アートふる山

口開催事業 

 

○内容 

一の坂川沿い

及び竪小路周

辺で開催され

る芸術をテー

マとしたイベ

ント 

 

○実施時期 

平成 8年度～ 

アート

ふる山

口実行

委員会 

山口のまちの良さを再発見し、魅

力を引き出し後生に伝えることを目

指して毎年開催されるイベントで

す。文化・伝統・歴史的背景を山口

に住む人々、特に若者たちに再発見、

再認識してもらい、誇りのもてる山

口のまちづくりにつなげていくこと

を目的とし、地域資源を生かした企

画を行うことにより、地域内外の交

流と活性化が図れます。これらのこ

とから、「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」を目標とする中心市

街地の活性化に必要な事業です。 

 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 30～31 年

度 

 

○事業名 

「日本のクリ

スマスは山口

から」事業 

 

○内容 

「日本のクリ

日本の

クリス

マスは

山口か

ら実行

委員会 

「日本のクリスマス発祥の地」と

いう本市固有の歴史を活用し、集客

性のあるイベントを開催することか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しん

でもらう」を目標とする中心市街地

の活性化に必要な事業です。 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

 



96 

スマス発祥の

地」という本市

固有の歴史を

活用したイベ

ント 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

平成 30～31 年

度 

 

 

○事業名 

山口七夕ちょ

うちんまつり 

 

○内容 

数万個の紅提

灯を中心商店

街及び周辺に

飾りつけて行

う祭事 

 

○実施時期 

約 450 年前か

ら 

ふるさ

とまつ

り実行

委員会 

室町時代、山口を治めていた大内

盛見が父母の冥福を祈るため、竹笹

の上に高澄籠を灯したのが山口七夕

ちょうちんまつりの始まりです。そ

れが町の家々のお盆行事となり、や

がて提灯へと変わっていきました。

日本三大火祭りといわれるちょうち

んまつりの開催による集客効果やに

ぎわいの創出と、商店街をあげて提

灯の飾り付けを実施することによ

り、連携の強化が図られます。これ

らのことから「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」を目標とする

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 30～31 年

度 

 

 

 

○事業名 

あきないのま

ち支援事業 

 

○内容 

中心商店街の

空き店舗を活

用し開業する

個人・法人を支

援する事業 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

山口市 中心商店街内の空き店舗での新規

開業希望者に対して出店時の店舗改

修費の支援を行います。来街者のニ

ーズに適合した商業施設（飲食業、

小売業、サービス業等）等の出店を

促進し、まち全体の魅力向上やにぎ

わいの創出を図ります。これらのこ

とから、「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」、「まちの新陳代謝を

図り、活力を高める」を目標とする

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

○支援措置の

内容 

中心市街地活

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 31年度 

 

○事業名 

中心市街地活

性化事業 

山口市 中心市街地全体を経営的視点から

コーディネートするタウンマネージ

ャーを設置し、空き店舗対策やイベ

○支援措置の

内容 

中心市街地活
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○内容 

中心商店街の

活力向上や活

性化を支援す

る事業 

 

○実施時期 

平成 25年度～ 

ント支援等を通じた中心商店街の活

性化を図ります。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」、「まちの新陳代謝を図り、

活力を高める」を目標とする中心市

街地の活性化に必要な事業です。 

性化ソフト事

業 

 

○実施時期 

平成 31年度 

 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実施主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

その他

の事項 

○事業名 

中市町１番地

区優良建築物

等整備事業（再

掲） 

 

○内容 

共同住宅、商業

施設、空地等を

整備する事業 

 

○実施時期 

平成 25～27 年

度 

一般社

団法人

山口市

中市町

１番地

区優建

事業組

合 

中市地区において、商業施設、共同

住宅等の整備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地

区において、来街者のニーズに適合し

た商業施設やまちの豊かさを享受で

きる利便性の高い住宅を供給するこ

とにより、中心商店街の魅力の向上や

まちなか居住の促進を図ります。これ

らのことから、「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」、「まちの定住人

口を増やす」を目標とする、中心市街

地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（優

良建築物等整

備事業） 

 

○実施時期 

平成 25～27 年

度 

 

○事業名 

米屋町東地区

優良建築物等

整備事業（再

掲） 

 

○内容 

高齢者向け共

同住宅、商業施

設、空地等を整

備する事業 

合同会

社米屋

町東地

区開発 

米屋町東地区において、商業施設、

デイサービス、高齢者向け賃貸住宅、

サービス付き高齢者向け住宅等の整

備を行います。 

中心商店街の東に位置する当該地

区において、来街者のニーズに適合し

た商業施設や高齢社会に対応した施

設や住宅を供給することにより、中心

商店街の魅力の向上やまちなか居住

の促進を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽しん

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（優

良建築物等整

備事業） 

 

○実施時期 

平成 26年度 
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○実施時期 

平成 26年度～ 

でもらう」、「まちの定住人口を増や

す」を目標とする、中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

○事業名 

あきないのま

ち支援事業 

（再掲） 

○内容 

中心商店街の

空店舗を活用

し開業する個

人・法人を支援

する事業 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

山口市 中心商店街内の空き店舗への新規

開業希望者に対して出店時の店舗改

装費等の支援を行います。来街者のニ

ーズに適合した商業施設（飲食業、小

売業、サービス業等）等の出店を促進

し、まち全体の魅力向上やにぎわいの

創出を図ります。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんでも

らう」、「まちの新陳代謝を図り、活力

を高める」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

 

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（優

良建築物等整

備事業と一体

の効果促進事

業） 

 

○実施時期 

平成 26年度 

 

○事業名 

にぎわいのま

ち支援事業 

（再掲） 

○内容 

中心商店街が

行うイベント

を支援する事

業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

 

山口市 商店街組合等が中心商店街で行わ

れる来街者ニーズにあったイベント、

地域の活性化や波及効果があるイベ

ントを自ら企画立案し、評価の高いイ

ベントについてその実施主体に対し

て支援を行います。これらのイベント

を実施することにより、中心商店街の

イメージアップや買物以外の来街機

会を創出することで中心商店街の集

客を促進します。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんでも

らう」、「まちの新陳代謝を図り、活力

を高める」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（優

良建築物等整

備事業と一体

の効果促進事

業） 

 

○実施時期 

平成 25 年度～ 

26年度 

 

○事業名 

中心市街地活

性化事業 

（再掲） 

○内容 

中心商店街の

活力向上や活

性化を支援す

る事業 

 

山口市 中心商店街の空き店舗や空き空間

を活用して、個性あるイベントを行い

ます。各商店街や百貨店、大学、高校

などと協力、連携を行いながらイベン

トを進めることにより、まちの活力の

向上や関係者相互の連携を図ります。

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」、「まちの新

陳代謝を図り、活力を高める」を目標

とする中心市街地の活性化に必要な

○支援措置の

内容 

社会資本整備

総合交付金（優

良建築物等整

備事業と一体

の効果促進事

業） 

 

○実施時期 
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○実施時期 

平成 25年度～ 

事業です。 

 

平成 25～26 年

度 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

事業名、内容 

及び実施時期 
実施主体 目標達成のための位置付け及び必要性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

そ の 他

の事項 

○事業名 

あきないのまち

支援事業（再掲） 

 

○内容 

中心商店街の空

き店舗の所有者

を支援する事業 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

山口市 中心商店街内の空き店舗の所有者に

対して店舗改修費の支援を行います。来

街者のニーズに適合した商業施設（飲食

業、小売業、サービス業等）等の出店を

促進し、まち全体の魅力向上やにぎわい

の創出を図ります。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」、「まちの新陳代謝を図り、活力を

高める」を目標とする中心市街地の活性

化に必要な事業です。なお、31年度から

は、人が集い賑わいのある商店街づくり

支援事業として実施します。 

○支援措置の

内容 

地方創生推進

交付金 

 

○実施時期 

平成 30 年度 

 

○事業名 

にぎわいのまち

支援事業（再掲） 

 

○内容 

中心商店街が行

うイベントを支

援する事業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

山口市 商店街組合等が中心商店街で行われ

る来街者ニーズにあったイベント、地域

の活性化や波及効果があるイベントを

自ら企画立案し、評価の高いイベントに

ついてその実施主体に対して支援を行

います。これらのイベントを実施するこ

とにより、中心商店街のイメージアップ

や買物以外の来街機会を創出すること

で中心商店街の集客を促進します。これ

らのことから、「まちに来る人を増やし、

楽しんでもらう」、「まちの新陳代謝を

図り、活力を高める」を目標とする中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置の

内容 

地方創生推進

交付金 

 

○実施時期 

平成 31年度～

32年度 

 

○事業名 

中心市街地活

性化事業（再

掲） 

 

○内容 

山口市 中心商店街の公共空間を活用し

て、個性あるイベントを行います。

また、中心商店街の後継者対応や各

店舗の魅力向上、地域内ネットワー

ク強化のためのセミナーを開催し

ます。各商店街や百貨店、大学、高

○支援措置

の内容 

地方創生推

進交付金 

 

○実施時期 
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中心商店街の

活力向上や活

性化を支援す

る事業 

 

○実施時期 

平成 25年度～ 

校などと協力、連携を行いながら

ICT技術を活用したデータマーケテ

ィング、SNS等での情報発信を進め

ることにより、まちの活力の向上や

関係者相互の連携を図ります。これ

らのことから、「まちに来る人を増

やし、楽しんでもらう」、「まちの新

陳代謝を図り、活力を高める」を目

標とする中心市街地の活性化に必

要な事業です。なお、31 年度から

は、人が集い賑わいのある商店街づ

くり支援事業として実施します。 

平成 30年度 

○事業名 

人が集い賑わ

いのある商店

街づくり支援

事業 

 

○内容 

中心商店街の

活力向上や活

性化、空き店舗

の所有者を支

援する事業 

 

○実施時期 

平成 31年度～ 

山口市 中心商店街内の空き店舗の所有

者に対する店舗改修費の支援を行

います。来街者のニーズに適合した

商業施設（飲食業、小売業、サービ

ス業等）等の出店を促進し、まち全

体の魅力向上やにぎわいの創出を

図ります。また、中心商店街の公共

空間を活用して、個性あるイベント

を行うとともに、中心商店街の後継

者対応や各店舗の魅力向上、地域内

ネットワーク強化のためのセミナ

ーを開催します。併せて、各商店街

や百貨店、大学、高校などと協力、

連携を行いながら ICT 技術を活用

したデータマーケティング、SNS等

での情報発信を進めることにより、

まちの活力の向上や関係者相互の

連携を図ります。これらのことか

ら、「まちに来る人を増やし、楽し

んでもらう」、「まちの新陳代謝を図

り、活力を高める」を目標とする中

心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

 

○支援措置

の内容 

地方創生推

進交付金 

 

○実施時期 

平成 31 年度

～32 年度 

 

 

（４）国の支援がないその他の事業 

事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支援

措置の内容及

その他

の事項 
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び実施時期 

○事業名 

まちなかサポ

ートセンター

事業 

 

○内容 

まちなかサポ

ートセンター

を運営する事

業 

 

○実施時期 

平成 24年度～ 

山 口 市

商 店 街

連合会 

中心商店街内のイベント開催、空

き店舗情報、求人情報、開業支援等

の相談窓口を一本化した、まちなか

サポートセンターの運営を行いま

す。窓口を一本化したことにより相

談者へ出店やイベント開催のトータ

ル的なサポートにより、利用者のニ

ーズに合った情報提供が可能となり

ます。これらのことから、「まちに来

る人を増やし、楽しんでもらう」、「ま

ちの新陳代謝を図り、活力を高める」

を目標とする中心市街地の活性化に

必要な事業です。 

  

○事業名 

HOLA!やまぐち

スペインフィ

エスタ事業 

 

○内容 

「スペイン」を

キーワードに

開催されるイ

ベント 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

や ま ぐ

ち ス ペ

イ ン フ

ィ エ ス

タ 実 行

委員会 

スペインパンプローナ市と姉妹都市

提携をしており、歴史的にもサビエル

が布教を行ったこともあり、中心商店街

を舞台にスペインにちなんだイベントを

実施しています。各商店街と百貨店が

連携し、中心市街地が一体となって、

まち全体をステージとする回遊型イ

ベントを実施することにより、まち

の魅力向上やにぎわいの創出を図り

ます。これらのことから、「まちに来

る人を増やし、楽しんでもらう」を

目標とする中心市街地の活性化に必

要な事業です。 

  

○事業名 

都市緑化推進

事業 

 

○内容 

「都市緑化月

間」に行う緑化

活動 

 

○実施時期 

平成 24年度～ 

山 口 市

都 市 緑

化 祭 実

行 委 員

会 

都市の緑化及び都市公園の整備の

推進を目的に、家庭や地域、公園な

どの緑化の促進を積極的に進めるこ

とによって、緑豊かな美しいまちづ

くりの推進や、緑の保全・創出を目

的とする事業です。 

イベントを実施することにより、交

流機会の創出や新たな来街者の増加

を図ります。これらのことから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」を目標とする中心市街地の活性

市補助金  
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 化に必要な事業です。 

○事業名 

Halloween 仮

装パレード事

業 

 

○内容 

仮装して参加

するイベント 

 

 

○実施時期 

平成 20年度～ 

サ ー ク

ル セ ブ

ン 

 誰でも気軽に仮装して参加できるイ

ベントを実施しています。商店街内を練

り歩き、コンテストもあわせて実施しま

す。中心商店街全体をステージとし

た、多世代が参加することができる

イベントを行うことにより、まちの

魅力向上やにぎわいの創出を図りま

す。これらのことから、「まちに来る

人を増やし、楽しんでもらう」を目

標とする中心市街地の活性化に必要

な事業です。 

 

  

○事業名 

商店街職場体

験事業 

 

○内容 

小学生を対象

に職場体験を

実施するイベン

ト 

 

○実施時期 

平成 22年度～ 

サ ー ク

ル セ ブ

ン 

 小学生たちが、「商品販売」「商品整

理」「商品づくり体験」などの「お仕事」

を体験します。体験を通して商店街や

各個店の魅力を発見してもらうとと

もに、中心商店街の若手経営者と大

学生が連携し、一体となって事業を

進めることにより、交流機会の創出

や新たな来街者の増加を図ります。

これらのことから、「まちに来る人を

増やし、楽しんでもらう」を目標と

する中心市街地の活性化に必要な事

業です。 

  

○事業名 

中心商店街イ

ルミネーショ

ン事業 

 

○内容 

12 月に商店街

全体をイルミネ

ーションで飾り

つけ、雰囲気づ

くりをする事業 

 

○実施時期 

平成 20年度～  

各 商 店

街 

中心商店街が冬の風物詩として、

新たな魅力的商業空間の創出を目的

とした取り組みであることから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」を目標とする中心市街地の活性

化に必要な事業です。 
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○事業名 

山口祇園祭 

 

○内容 

山 口 市 で 約

550 年続く伝

統的な祭事 

 

○実施時期 

約 550 年前か

ら 

祇 園 祭

振興会 

１３６９年（応安 2 年）に大内弘

世公が京都の祇園社（現在の八坂神

社）を市内竪小路に勧請し、１４５

９年（長録 3 年）大内教弘の代に水

の上に社地を移したときに京都の祇

園祭をとりいれた祭礼が始まりとさ

れる伝統的なお祭りであり、山口三

大祭りのひとつに数えられていま

す。約５５０年続く歴史ある山口祇

園祭を中心市街地で実施し、各地域

や事業者が参加することにより、事

業者の地域への浸透やにぎわいの創

出が図られます。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

  

 

 

○事業名 

山口天神祭 

 

○内容 

山 口 市 で 約

390 年続く伝

統的な祭事 

 

○実施時期 

約 390 年前か

ら 

古 熊 神

社 

 １６１８年（元和４年）に毛利秀

就公が、社殿を今の古熊の地に遷座

したことを契機に始まった奉納行事

を由来とし、４００年近く続くお祭

りです。参勤交代を模した備立行列

や、それに続く御神幸行列が練り歩

き、山口三大祭のひとつに数えられ

ています。 

天神祭を中心市街地で開催するこ

とにより、集客効果やにぎわいの創

出が図られます。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 
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○事業名 

市 民 総 踊 り 

「 や ま ぐ ち

MINAKOI の ん

た」開催事業 

 

○内容 

音楽に合わせ

て中心商店街

を練り歩くイ

ベント 

 

○実施時期 

昭和 39年～ 

ふ る さ

と ま つ

り 実 行

委員会 

毎年 1000 人以上の参加者が、「大

内の殿様」の音頭に合わせて中心商

店街を練り歩きます。市民総踊りの

開催による集客効果やにぎわいの創

出、参加事業者の地域への浸透効果

が図られます。これらのことから、

「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

市補助金  

○事業名 

東日本復興イ

ベント事業 

 

○内容 

東北産の特産

品販売や物販、

チャリティー

活動 

 

○実施時期 

平成 24 年度～

26年度 

商店街  東日本大震災被災地の地域資源を

活用したイベントや風評被害を払拭

するための特産品のＰＲ・販売を行

います。被災地支援と来街者の増加

が図られることから、「まちに来る人

を増やし、楽しんでもらう」を目標

とする中心市街地の活性化に必要な

事業です。 

  

○事業名 

冬の山口デー

開催事業 

 

○内容 

商店街による

販促イベント 

 

○実施時期 

明治 42年度～  

山 口 市

商 店 街

連合会 

 各商店街が一体となり、多彩なイ

ベントを点在的に開催することによ

り、商店街の新たな魅力発信やにぎ

わいの創出が図られることから「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」を目標とする中心市街地の活性

化に必要な事業です。 

  

○事業名 

共通駐車サー

株 式 会

社 街 づ

中心商店街での買い物に応じて共

通駐車サービス券を発行（2,000円以
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ビス券システ

ム事業 

 

○内容 

中心商店街で

の買い物に応

じて駐車料金

を割り引く事

業 

 

○実施時期 

平成 12年度～  

く り 山

口 

上の買い物で１時間無料券を１枚発

行）し駐車料金を割り引く事業であ

り、平成１２年度の事業開始から共

通駐車サービス券の取り扱い枚数は

伸びており多くの方に利用されてい

ることから引き続き取り組んでいく

こととします。 

また、平成１５年３月から山口市

コミュニティバス乗車券としても利

用できるようになっています。 

中心商店街へ車やコミュニティバ

スで来街される方への利便性及びサ

ービスの向上が図られることから、

「まちに来る人を増やし、楽しんで

もらう」を目標とする中心市街地の

活性化に必要な事業です。 

○事業名 

山口市中心市

街地活性化対

策資金融資 

 

○内容 

低利融資制度

の運用 

 

○実施時期 

平成 12年度～ 

山口市 中心市街地への事業者の新規出店

や事業活動の増大等を図ることを目

的とした制度融資です。「まちに来る

人を増やし、楽しんでもらう」、「ま

ちの新陳代謝を図り、活力を高める」

を目標とする中心市街地の活性化に

必要な事業です。 

  

○事業名 

「山口街中」運

営事業 

 

○内容 

中心商店街の

ホームページ

「山口街中」を

運営する事業 

 

○実施時期 

平成 22年度～ 

山 口 市

商 店 街

連合会 

中心商店街の店舗情報や旬なイベ

ント情報をホームページによりリア

ルタイムに発信します。商店街の魅

力向上やにぎわいの創出につながる

ことから、「まちに来る人を増やし、

楽しんでもらう」、「まちの新陳代謝

を図り、活力を高める」を目標とす

る中心市街地の活性化に必要な事業

です。 
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○事業名 

中心市街地活

性化人材育成

事業 

 

○内容 

これからのま

ちづくりの担

い手を育成す

るための事業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

山口市 中心市街地内で事業を営まれてい

る方や今後まちづくりの担い手にな

る方を対象に、実践的な人材育成研

修を行います。個々の魅力の向上や

地域内のネットワークを強化するこ

とで、中心市街地全体の魅力向上や

次世代の人材確保を図ります。これ

らのことから、「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」、「まちの新陳

代謝を図り、活力を高める」を目標

とする中心市街地の活性化に必要な

事業です。 

  

○事業名 

次世代育成カ

フェ・サロン 

 

○内容 

まちづくりの

次世代を担う

若手人材の育

成・交流拠点を

運営する事業 

 

○実施時期 

平成 30年度～ 

株 式 会

社 み ん

な の シ

ョクバ 

まちづくりの次世代を担う若手人

材の育成、交流及び事業発掘を通じ、

空き店舗を活用した創業やイベント

開催等を支援します。まち全体の魅

力が若手人材の活力によって向上

し、にぎわいやまちづくりに資する

事業の創出につながることから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」、「まちの新陳代謝を図り、活力

を高める」を目標とする中心市街地

の活性化に必要な事業です。 
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８． ４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項 

 

［２］具体的事業の内容 

（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

［１］公共交通機関の利便性の増進及び特定事業の推進の必要性  

（１）現状分析 

本市は、移動手段として自家用車に依存する割合が高く、公共交通機関の利用者数

は減少し続けています。中心市街地内の南に位置するＪＲ山口駅の一日平均乗車人員

数はこの１０年間で大きく減少しており、同様に中心市街地内を運行するコミュニテ

ィバスについてもここ数年は減少傾向にあります。 

一方で、本市の老年人口（６５歳以上）の割合（人口）は、平成１２年の国勢調査

では１９．９％（39,212 人）、平成２２年では２３．８％（46,709 人）と割合、人口

ともに増加しており、同様に中心市街地においては、平成１２年が２７．０％（1,018

人）、平成２２年では２６．７％（1,103 人）と１０年間で割合は減少しているもの

の老年人口は増加しています。こうしたことから、今後自家用車を運転できない高齢

者や子どもたちの生活や、中心市街地と周辺・郊外地域の行き来を支える移動手段と

して、公共交通機関の体系的な整備が必要となっています。 

また、今まで市民からの強い要望があった、ＪＲ山口駅のバリアフリー化について 

は、平成２５年度中に駅構内にエレベーター設置、多目的トイレの改修、音声案内装

置の設置、警告ブロックの設置をすることとなっており、高齢者や障がい者等の利便

性向上に繋げていきます。 

 

（２）公共交通機関の利便性の増進の必要性 

上記から、高齢者や障がい者、子どもなどの交通弱者が行きたい場所へ行きやすく

なるような方策や、そこに住む人や訪れる人などに対し、様々な移動手段を用意する

ことにより、中心市街地へのアクセスと回遊性の向上を図ることが必要です。 

これらのことから、次の事業は、本計画の目標である「まちに来る人を増やし、楽 

しんでもらう」「まちの新陳代謝を図り、活力を高める」「まちの定住人口を増やす」

の３つの視点から中心市街地の活性化を図る上で必要性が高く、基本計画に位置付け

ます。 

 

（３）フォローアップの考え方 

フォローアップについては、毎年度末に基本計画に位置付けた取組みの進捗状況の

調査を行い、状況に応じて事業の促進などの改善を図ります。 
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事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の

内容及び実

施時期 

その他

の事項 

○事業名 

一の坂川周辺

地区整備事業 

（地域創造支

援事業）（再掲） 

 

○内容 

(仮称)一の坂

川交通交流広

場を整備する

事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度～

27年度 

山口市 公設・川端市場跡地の多目的広場整

備と併せてバスベイ（停車帯）、観光

バス待機場、待合所、トイレなどの整

備を行います。 

大内文化特定地域からの来街者の

流れを中心市街地へと誘導するとと

もに、河川沿いを楽しんで歩けるよう

な都市基盤の整備を進めます。これら

のことから、「まちに来る人を増やし、

楽しんでもらう」を目標とする、中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

社会資本整

備総合交付

金（都市再生

整備計画事

業）「一の坂

川周辺地区

（２期）」 

 

○実施時期 

平成 26年度 

 

○事業名 

中心市街地情

報提供事業（再

掲） 

 

○内容 

中心市街地の

情報を発信す

る事業 

 

○実施時期 

平成 19年度～ 

 

山口市 中心市街地活性化協議会及びまち

づくり関係者と連携し、定期的に広報

誌（くる～ニャッ！やまぐち）を発行

する事業です。中心市街地内の様々な

取り組みや、魅力情報等を広く市民に

対して発信する事業で、来街機会の創

出や意識啓発を図ります。これらのこ

とから「まちに来る人を増やし、楽し

んでもらう」、「まちの新陳代謝を図

り、活力を高める」を目標とする中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

○支援措置

の内容 

中心市街地

活性化ソフ

ト事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度

～ 

 

     

 

（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

   該当なし 

 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

   該当なし 
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（４）国の支援がないその他の事業 

 

事業名、内容 

及び実施時期 

実 施 主

体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支

援措置の内

容及び実施

時期 

その他

の事項 

○事業名 

「山口街中」運

営事業（再掲） 

 

○内容 

中心商店街の

ホームページ

「山口街中」を

運営する事業 

 

○実施時期 

平成 22年度～ 

山 口 市

商 店 街

連合会 

中心商店街の店舗情報や旬なイベ

ント情報をホームページによりリア

ルタイムに発信します。商店街の魅力

向上やにぎわいの創出につながるこ

とから、「まちに来る人を増やし、楽

しんでもらう」、「まちの新陳代謝を図

り、活力を高める」を目標とする中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

  

○事業名 

中心市街地活

性化人材育成

事業（再掲） 

 

○内容 

これからのま

ちづくりの担

い手を育成す

るための事業 

 

○実施時期 

平成 21年度～ 

山口市 中心市街地内で事業を営まれてい

る方や今後まちづくりの担い手にな

る方を対象に、実践的な人材育成研修

を行います。個々の魅力の向上や地域

内のネットワークを強化することで、

中心市街地全体の魅力向上や次世代

の人材確保を図ります。これらのこと

から、「まちに来る人を増やし、楽し

んでもらう」、「まちの新陳代謝を図

り、活力を高める」を目標とする中心

市街地の活性化に必要な事業です。 

 

 

 

○事業名 

コミュニティ

バス実証運行

事業 

 

○内容 

交通弱者の移

動手段を確保

山口市 コミュニティバスの運行により、基

幹交通を補完し、中心市街地へ容易に

アクセスできる交通システムの拡充

に努める事業であることから、「まち

に来る人を増やし、楽しんでもらう」、

「まちの定住人口を増やす」を目標と

する中心市街地の活性化に必要な事

業です。 

  



110 

する事業 

 

○実施時期 

平成 13年度～ 

○事業名 

共通駐車サー

ビス券システ

ム事業（再掲） 

 

○内容 

中心商店街で

の買い物に応

じて駐車料金

を割り引く事

業 

 

○実施時期 

平成 12年度～  

 

 

 

 

株 式 会

社 街 づ

く り 山

口 

中心商店街での買い物に応じて共

通駐車サービス券を発行（2,000 円以

上の買い物で１時間無料券を１枚発

行）し駐車料金を割り引く事業であ

り、平成１２年度の事業開始から共通

駐車サービス券の取り扱い枚数は伸

びており多くの方に利用されている

ことから引き続き取り組んでいくこ

ととします。 

また、平成１５年３月から山口市コ

ミュニティバス乗車券としても利用

できるようになっています。 

中心商店街へ車やコミュニティバス

で来街される方への利便性及びサー

ビスの向上が図られることから、「ま

ちに来る人を増やし、楽しんでもら

う」を目標とする中心市街地の活性化

に必要な事業です。 

  

○事業名 

移動等円滑化

基本構想策定

事業 

 

○内容 

移動等円滑化

基本構想の策

定 

 

○実施時期 

平成 26～28 年

度 

山口市 高齢者、障がい者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律に基づく移動

等円滑化基本構想において、山口駅周

辺地区を重点整備地区に位置付ける

ことを検討します。 

このことから「まちに来る人を増や

し、楽しんでもらう」、「まちの定住人

口を増やす」を目標とする中心市街地

の活性化に必要な事業です。 

  

○事業名 

道路バリアフ

リー化事業（再

掲） 

山口市 歩行者、自転車が安全で快適に通行

できる歩行空間を確保します。 

高齢化社会を迎えるなかで、高齢

者・障がい者等を含む誰もが安全に安
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○内容 

既設歩道の段

差・傾斜・勾配

の改善や視覚

障害者誘導用

ブロックの設

置を行う事業 

 

○実施時期 

平成 28年度～ 

心して通行できるよう、歩行空間のバ

リアフリー化を進め、居住環境の改善

を図ります。これらのことから「まち

の定住人口を増やす」を目標とする、

中心市街地の活性化に必要な事業で

す。 

萩往還道標サ

イン整備事業 

 

○内容 

萩往還の道標

サインを整備

する事業 

 

○実施時期 

平成 26 年度～

平成 29年度 

山口市 萩往還の道標サインの整備を行い

ます。萩と山陽道を結ぶ全長５３ｋｍ

の歴史街道であり中心市街地内を通

る萩往還の道標サインを整備するこ

とにより、新たな来街者の増加を図り

ます。これらのことから、「まちに来

る人を増やし、楽しんでもらう」を目

標とする中心市街地の活性化に必要

な事業です。 
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◆ ４から８までに掲げる事業及び措置の実施箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４から８までに掲げる事業及び措置は下記の通りです。 

なお、□で囲まれた事業及び措置については上の図に実施箇所を示し、それ以外の事業に

ついては中心市街地全域を対象とした事業及び措置であるため実施箇所を示していませ

ん。 

４-１：４.［２］（２）①  一の坂川周辺地区整備事業（地域生活基盤施設（（仮称）一の坂川交通交流広場））  

４-２：４.［２］（２）① 一の坂川周辺地区整備事業（高質空間形成施設整備事業） 

４-３：４.［２］（２）① 一の坂川周辺地区整備事業（地域創造支援事業） 

４-４：４.［２］（２）① 一の坂川周辺地区整備事業（地域生活基盤施設（（仮称）ほたる広場））  

４-５：４.［２］（２）① 黄金町地区第一種市街地再開発事業 

４-６：４.［２］（２）② 中市町１番地区優良建築物等整備事業 

４-７：４.［２］（２）② 米屋町東地区優良建築物等整備事業 

４-８：４.［２］（２）② 山口駅前地区住宅市街地総合整備事業 

４-９：４.［２］（４）  県道宮野大歳線単独路側整備事業 

４-10：４.［２］（４）  道路バリアフリー化事業 

 

５-１：４.［２］（２）① 黄金町地区第一種市街地再開発事業 

５-２：５.［２］（２）② 米屋町東地区優良建築物等整備事業 

４-10 

８-８ 

４-７ 

５-２ 

６-３ 

７-10 

４-10 

８-８ 

５-３ ５-４ 

５-５ ５-６ 

６-６ 
８-５ 

４-４ 
４-６ 

６-２ 

７-９ 

４-５ 

５-１ 

６-１ 

７-１ 

４-９ ４-１ 

４-２ 

４-３ 

８-１ 

７-33 
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５-３：５.［２］（３）  地域子育て支援拠点事業 

５-４：５.［２］（４）  ほっとさろん中市「まちのえき」事業 

５-５：５.［２］（４）  市民活動支援センター「さぽらんて」事業 

５-６：５.［２］（４）  「オアシスどうもん」交流サロン事業 

 

６-１：４.［２］（２）① 黄金町地区第一種市街地再開発事業 

６-２：６.［２］（２）② 中市町１番地区優良建築物等整備事業 

６-３：６.［２］（２）② 米屋町東地区優良建築物等整備事業 

６-４：６.［２］（２）② 山口駅前地区住宅市街地総合整備事業 

６-５：６.［２］（２）② 中心市街地活性化整備事業 

６-６：６.［２］（４）  オーヴィジョン山口駅前セントラルスクエア（分譲マンション）  

６-７：６.［２］（４）  高齢者街なか居住支援事業 

 

７-１：４.［２］（２）① 黄金町地区第一種市街地再開発事業 

７-２：７．[２] （２）① 中心市街地情報提供事業 

７-３：７.［２］（２）① にぎわいのまち支援事業 

７-４：７.［２］（２）① アートふる山口開催事業 

７-５：７.［２］（２）① 「日本のクリスマスは山口から」事業 

７-６：７.［２］（２）① 山口七夕ちょうちんまつり 

７-７：７.［２］（２）① あきないのまち支援事業 

７-８：７.［２］（２）① 中心市街地活性化事業 

７-９：７.［２］（２）② 中市町１番地区優良建築物等整備事業 

７-10：７.［２］（２）② 米屋町東地区優良建築物等整備事業 

７-11：７.［２］（２）② あきないのまち支援事業 

７-12：７.［２］（２）② にぎわいのまち支援事業 

７-13：７.［２］（２）② 中心市街地活性化事業 

７-14：７.［２］（３）  あきないのまち支援事業 

７-15：７.［２］（３）  にぎわいのまち支援事業 

７-16：７.［２］（３）  中心市街地活性化事業 

７-17：７.［２］（３）  人が集い賑わいのある商店街づくり支援事業 

７-18：７.［２］（４）  まちなかサポートセンター事業 

７-19：７.［２］（４）  HOLA!やまぐちスペインフィエスタ事業 

７-20：７.［２］（４）  都市緑化推進事業 

７-21：７.［２］（４）  Halloween仮装パレード事業 

７-22：７.［２］（４）  商店街職場体験事業 

７-23：７.［２］（４）  中心商店街イルミネーション事業 

７-24：７.［２］（４）  山口祇園祭 

７-25：７.［２］（４）  山口天神祭 

７-26：７.［２］（４）  市民総踊り「やまぐち MINAKOIのんた」開催事業 

７-27：７.［２］（４）  東日本復興イベント事業 
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７-28：７.［２］（４）  冬の山口デー開催事業 

７-29：７.［２］（４）  共通駐車サービス券システム事業 

７-30：７.［２］（４）  山口市中心市街地活性化対策資金融資 

７-31：７.［２］（４）  「山口街中」運営事業 

７-32：７.［２］（４）  中心市街地活性化人材育成事業 

７-33：７.［２］（４）  次世代育成カフェ・サロン 

 

８-１：８.［２］（２）① 一の坂川周辺地区整備事業（地域創造支援事業） 

８-２：８.［２］（２）① 中心市街地情報提供事業 

８-３：８.［２］（４）  「山口街中」運営事業 

８-４：８.［２］（４）  中心市街地活性化人材育成事業 

８-５：８.［２］（４）  コミュニティバス実証運行事業 

８-６：８.［２］（４）  共通駐車サービス券システム事業 

８-７：８.［２］（４）  移動等円滑化基本構想策定事業 

８-８：８.［２］（４）  道路バリアフリー化事業 

８-９：８.［２］（４）  萩往還道標サイン整備事業 
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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

［１］市町村の推進体制の整備等 

（１）山口市における庁内の推進体制について 

１）第２期山口市中心市街地活性化基本計画策定委員会の設置 

新たな中心市街地活性化基本計画を策定するに当たり、庁内の中心市街地活性化に関

係する部局からなる庁内の連絡調整のための組織として、第２期山口市中心市街地活性

化基本計画策定委員会を設置しています。 

 

策定委員会における検討経過 

年月日 会議名・議題等 

平成２５年６月５日 第１回策定委員会（委員会・幹事会） 

・現行施策の概要について 

・第２期計画策定体制について 

・今後のスケジュールについて 

・第２期計画の骨子について 

平成２５年７月１０日 第２回策定委員会（幹事会） 

・第２期計画想定事業について 

平成２５年８月２３日 第３回策定委員会（委員会・幹事会） 

・第２期計画（案）について 

平成２５年１１月５日 第４回策定委員会（委員会・幹事会） 

・第２期計画（案）について 

 

第２期山口市中心市街地活性化基本計画策定委員会名簿 

区分 所属・役職 

会長 都市整備部長 

副会長 都市整備部次長 

委員 総合政策部次長 

〃 地域振興部次長 

〃 健康福祉部次長 

〃 経済産業部次長 

幹事長 都市整備部中心市街地活性化推進室長 

副幹事長 都市整備部中心市街地活性化推進室次長（都市計画課長） 

副幹事長 都市整備部中心市街地活性化推進室次長（建築課長） 

幹事 総合政策部企画経営課長 

〃 総合政策部財政課長 

〃 総合政策部文化政策課長 

〃 地域振興部協働推進課長 

〃 地域振興部交通政策課長 

〃 健康福祉部高齢・障害福祉課長 
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〃 健康福祉部こども家庭課長 

〃 経済産業部観光課長 

〃 経済産業部商工振興課長 

〃 都市整備部都市整備課長 

〃 都市整備部道路河川管理課長 

〃 都市整備部道路河川建設課長 

〃 都市整備部開発指導課長 

 

（２）山口市議会における中心市街地活性化に関する審議又は討議の内容 

山口市議会における、中心市街地の活性化に関しての質問に対し、以下のとおり答弁し

ています。 

山口市議会における検討経過 

年月日 審議、討議内容 

平成 25年 6月議会 一般質問 

 「中心市街地の活性化は重要な施策であり、官民連携して引き続き取

り組んでいく必要があると考える。その中で山口駅や駅通り商店街の景

観に配慮した整備が必要であると考えるがどうか。」 

「現在策定中である第２期中心市街地活性化計画において、中心商店

街のにぎわいの創出につながるイベント開催事業について、どのように

位置付けていくのか。また、官民一体となったイベントの開催について、

今後の取り組みをどのように考えているのか。」  

答弁要旨 

本市は平成１８年度に策定公表いたしました中心市街地活性化基本

計画に基づき、官民連携して様々な事業に取り組んでまいりました。 

引き続き中心市街地の活性化に積極的に取り組んでいくため、今年度

中に実効性のある第２期計画を策定することとし、現在、中心市街地活

性化協議会と連携しながら策定作業を進めているところでございます。 

ＪＲ山口駅や県道山口秋穂線沿いの景観に配慮した取り組みにつき

ましても、協議会や関係機関と協議してまいりたいと考えております。 

また、中心商店街のにぎわいの創出についてでございますが、集客力

のあるイベントの開催は、商店街の魅力的空間を実感できることはもと

より、新たな来街者の増加に繋がる中心商店街振興の重要なツールでご

ざいます。 

本市といたしましても、支援を引き続き行うとともに、新たなにぎわ

い創出に向けた方策につきましても、十分連携・協議してまいる考えで

ございます。 

平成 25年 9月議会 一般質問 

 「平成１９年５月に中心市街地活性化基本計画の認定を受けて活性化 

に取り組まれているが、当該計画の３つの目標指標の状況を含め、全体 

的な総括を伺う。」 
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「第２期計画における目標指標の考え方を伺う。１期計画の検証を踏

まえ、新たな指標を検討するべきだと思うが市の考えを伺う。」  

答弁要旨 

第１期中心市街地活性化基本計画におきましては、休日の商店街通行

量、小売業年間商品販売額、居住人口の３つを目標指標としておりまし

た。 

商店街通行量につきましては、目標５６，０００人に対し、５４，４

１１人となっており、達成率は９７．２％でございました。小売業年間

商品販売額につきましては目標１１０億円に対し、９９億５千３百万円

となっており、達成率は９０．５％でございました。居住人口につきま

しては、目標４，２００人に対し、４，３０６人となっており、目標を

達成しております。 

以上のように、３つの指標のうち２つは目標を達成することができま

せんでしたが、にぎわいの創出や定住人口の増加、地域経済への波及効

果など一定の成果を得ることができたものと考えておりまして、引き続

き中心市街地の魅力を高め、さらなる活性化に取り組んでまいる考えで

ございます。 

次に、第２期計画の指標でございますが、商店街通行量につきまして

は、今後もにぎわいのある中心市街地としていく必要があることから、

引き続き設定してまいりたいと考えております。 

さらに、商業機能の活性化指標として、増加した空き店舗等の課題に

対応し、魅力的な店舗の出店を促進する必要があることから、中心商店

街の空き店舗数の改善を新たな指標として検討しているところでござ

います。 

また、居住人口につきましては、各事業の直接的な効果を図る観点か

ら、区域内の転入と転出の差である社会増減の増加を新たな指標として

検討しているところでございます。 

計画における指標は、まちづくりの考え方や成果を測る重要な要素で

ございますので、中心市街地活性化協議会等に御意見をいただきなが

ら、適切な指標を設定してまいりたいと考えております。 

平成 25年 12月議会 一般質問 

第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）が示された。これは渡

辺市政３期目における市街地活性化の方針となると思うが、第１期計画

の総括と、市長として第２期計画にこめた思いを伺う。 

答弁要旨 

本市におきましては、現行の中心市街地活性化法に基づき、第１期の

中心市街地活性化基本計画を策定いたしました。 

平成１９年５月に内閣総理大臣の認定をいただき、官民連携して中心

市街地の活性化に取り組んでまいりました。 

この間、中心商店街の西の核として「どうもんパーク」を、東の核と
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して「マルシェ中市」、「和楽の咲都（わらくのさと）」を整備いたしま

して、商業の活性化を図り、その効果が発現している状況でございます。 

また、「一の坂川周辺地区整備事業」により景観に配慮した高質空間

の形成を行い、回遊性の向上や市民が憩える空間の創出を図ってまいり

ました。 

さらに、まちなか居住の促進策として、３棟の借上型市営住宅を整備

するとともに民間マンションの供給等もあり、中心市街地における居住

人口の増加を図ることができました。 

計画期間中は、社会経済情勢の悪化や郊外店の立地等中心市街地にと

って厳しい状況が続いておりましたが、こうした活性化策の結果、賑わ

いの創出や居住人口の増加、地域経済への波及効果など一定の成果を得

ることができたものと考えております。 

次に、第２期計画にこめた思いでございますが、本市が将来を展望し

た大胆な取組みとして「広域県央中核都市づくり」を進めていく上で、

中心市街地の活性化は、山口都市核づくりの中核的な役割を担う重要な

政策でございます。 

また、高齢社会、人口減少社会を迎えた現在、高齢者を含む多くの方々

が快適で暮らしやすいまちをつくるためには、人々が徒歩や自転車中心

で暮らせる範囲内に、都市機能や生活基盤が集約されたコンパクトなま

ちづくりを進めていく必要がございます。 

中心市街地はこれまで多くの資本投与が行われており、商店街などの

商業機能に加え、公共交通ネットワークやインフラなど多くの機能が備 

わっており、コンパクトなまちづくりの最適地と言えます。 

こうしたことから、実効性のある第２期計画を策定いたしまして、引

き続き中心市街地の活性化に取り組んでまいりたいと考えております。 

第２期計画においては、第１期計画の課題や中心市街地の現状、市民

ニーズ等を踏まえ、５年という計画期間の中で戦略的、効果的に事業を

進めてまいります。 

具体的には、商業施設と一体化した共同住宅の整備による商業の活性

化やまちなか居住の促進、空き店舗対策による店舗の誘致やイベント支

援による賑わいの創出、一の坂川交通交流広場整備による周辺ゾーンと

の回遊性の向上や交通アクセス機能の強化、さらには密集市街地におけ

る居住環境の改善などに取り組んでまいりたいと考えております。 

中心市街地は、歴史や文化、伝統を併せ持つ山口の「まちの顔」と言

える地でございます。 

この地が魅力を持ち続けることは、本市全体の発展にもつながるもの

と考えておりますので、今後とも中心市街地活性化協議会や商工会議

所、商店街等の関係団体と緊密に連携をとりながら中心市街地の活性化

に取り組んでまいりたいと考えております。 
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（３）山口市公共交通委員会 

 山口市の交通政策を総合的に調査審議し、まちづくりと連動した交通政策を推進するこ

とを目的に設置されたもので、学識経験者、中国運輸局、交通事業者、関係団体代表、公

募市民等で構成されています。 

 主には、山口市市民交通計画（平成 19年 9月策定・公表）に基づく事業の実施や、評価、

改善等を行っています。 

  

 山口市公共交通委員会の開催状況 

年  度 議 事 内 容 

平成 20年度 ・南部地域の公共交通体系の再編について 

・コミュニティタクシーについて 

・グループタクシー実証実験について 

平成 21年度 ・山口市民公共交通週間について 

・モビリティマネジメント事業について 

・コミュニティタクシーについて 

・グループタクシー実証実験について 

平成 22年度 ・コミュニティタクシーの本格運行基準について 

・地域検討会の開催状況について 

平成 23年度 ・山口駅のバリアフリー化について 

・山口都市核からの空港連絡バスについて 

平成 24年度 ・中心商店街と路線バス、タクシーとのタイアップについて 

・山口・小郡間をはじめとした路線バスの充実について 

・バス停上屋の整備について 

平成 25年度 ・都市核間幹線バス活性化促進事業について 

・山口市民公共交通週間について 

 

  山口市公共交通委員会委員 

山口市副市長 

学識経験者 

山口市自治会連合会 

公募市民 ４名 

国土交通省中国運輸局山口運輸支局 

国土交通省山口河川国道事務所 

山口県商工労働部交通政策課 

山口県警察本部 

山口県防府土木建築事務所 

西日本旅客鉄道株式会社 

山口市社会福祉協議会 

山口商工会議所 
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一般乗用旅客自動車運送事業者 

一般乗合旅客自動車運送事業者 

 

［２］中心市街地活性化協議会に関する事項 

（１）山口市中心市街地活性化協議会の概要 

１）組織の概要 

 山口商工会議所と㈱街づくり山口が中心となり、平成１８年９月２５日に山口市中心

市街地活性化協議会を設立しており、山口市中心市街地活性化協議会の構成員、規約、

会議録については、事務局である山口商工会議所ホームページにて公表し、会議は原則

公開としています。 

 現在の協議会の構成は都市機能の増進を総合的に推進するための調整を図るのにふさ

わしい者、経済活力の向上を総合的に推進するための調整を図るのにふさわしい者を含

む１７団体で構成されています。 

 協議については、全会員出席の全体会議と下部組織の運営幹事会があり、必要に応じ

て専門部会を設置して協議することとしています。 

 

 ２）協議会の役割 

協議会の役割は、基本計画の作成段階、認定後及び実施に関して必要な事項やその他

中心市街地の活性化の総合的かつ一体的な推進に関し必要な事項について協議し、市に

対して意見を述べることができるとともに、特定民間中心市街地活性化事業計画に係る

協議を行い、各プロジェクトの進捗状況や評価等について、協議し、新たな施策の方向

性等を提言することとしています。 

平成１８年に設立されて以降、継続的に協議を重ねられており、第２期山口市中心市

街地活性化基本計画に定める事項に関しては、平成２５年１１月１９日に山口市に対し

て意見書が提出されました。 

・中心市街地の活性化に関する法律第１５条第３項の規定への適合 

  山口市中心市街地活性化協議会の内容については、事務局となっている山口商工会議

所のホームページにおいて、規約、構成員、会議録を公表しています。 

  山口市中心市街地活性化協議会のホームページ URL 

  http://www.yamacci.or.jp/oshirase/chushinshigaichi/index.html 

 

・中心市街地の活性化に関する法律第１５条第４項、第５項の規定への適合 

  設立から現在までのところ、山口市中心市街地活性化協議会への新たな参加の申し出

はありません。また、参加の申し出を拒んだこともありません。 

 

 ３）タウンマネージャーの設置 

  協議会において、平成２３年からタウンマネージャーを設置しています。 

タウンマネージャーは、関係者間の意見調整を円滑に進め、認定基本計画等を実施す

るために先導的な役割を担い、協議会、行政等と一体となって中心市街地の活性化にあ

たることとしています。 

http://www.yamacci.or.jp/oshirase/chushinshigaichi/index.html


121 

（２）山口市中心市街地活性化協議会による意見書（平成２５年１１月１９日） 

 第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）に対する意見書 

１．はじめに 

  全国的に、モータリゼーションの進展や郊外開発、居住人口の減少等の影響から中心

市街地のコミュニティ機能の低下、商機能の衰退が進みつつある。 

山口市の中心市街地においては、山口市中心市街地活性化基本計画（以下「第１期計

画」という。）に位置付けた取り組み等により、居住人口については、目標値を達成する

ことができたものの、商店街通行量や小売業年間商品販売額については、目標値の達成

に至っておらず、これまでの衰退傾向に歯止めを掛けていると一定の評価はできるもの

の、依然として中心市街地を取り巻く環境は厳しい状況である。 

このような状況の中、今後の中心市街地活性化の方針及び具体的な取り組みを定めた

第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）（以下「第２期計画（案）」という。）につ

いて、中心市街地活性化協議会における、これまでの討議や関係する団体等からの意見

交換を踏まえ、次のとおり意見を述べるものである。 

 

２．本協議会の意見 

第２期計画（案）について、東西の核に加え、南北のゲート機能を強化することが謳

われており、中心市街地が点から面へと整備されようとしている。また、居住人口の増

加に資する事業に併せ、住まい手にも意識され、密集市街地の改善等にも着手されるこ

とにより、良質な住環境の整備が進み、中心市街地全体の底上げが期待できることから、

総じて評価できる内容となっている。 

以下の本協議会意見の一部については、今後本協議会において議論を進めていく中で、

事業化に向けて調整が整った場合は、第２期計画（案）の変更をして盛り込むなど、柔

軟な対応をお願いしたい。 

（１）回遊性の向上について 

   北のゲート機能である公設・川端市場跡地を含む一の坂川周辺地区の整備が進むこと

により、これまで分断されていた大内文化ゾーンと中心市街地間の回遊性の向上に大い

に期待しており、効果を促進させる施策の推進に努めていただきたい。また、南のゲー

ト機能を果たすＪＲ山口駅周辺についても公共交通の結節点であり起点であることか

ら、駅通りを含む機能強化に努めていただきたい。 

（２）まちなか居住の促進について 

   第２期計画（案）に位置付けた事業により居住人口の増加が期待されるが、更なる効

率的かつ効果的な定住施策について検討していただきたい。 

（３）既存ストック（地域資源）の活用について 

  中心商店街の空き店舗については、引き続き商店街・商工会議所・市における連携の

もと、積極的に魅力的なテナントの出店を促進する必要があり、イベント等の臨時的な

取り組みや市民ニーズに基づいた用途変更についての活用も相互協力のもと進めていく

べきである。また、山口市の歴史・文化・自然・景観等を活かした取り組みに努めてい

ただきたい。 

（４）交通アクセス・公共交通について 
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中心市街地を形成する幹線道路については十分な整備が成されているが、バリアフリ

ー対応が必要な道路や緊急車両の進入が困難な細街路については、利用者の利便性や住

まい手である住民等の意見を踏まえて対応していく必要がある。また、鉄道やバス、タ

クシー等の公共交通や来街者用駐車場等、中心市街地への交通アクセスのあり方につい

ても検討を進めていくべきと考える。 

   

３．おわりに 

  第２期計画（案）については、これまで様々な方からの意見や本協議会における協議

により作成されてきたものであるが、今後、この計画に沿って様々な取り組みが実施さ

れる中で、これまで以上に関係者間での協議や意見交換、横断的な組織連携が重要であ

ると感じている。 

  また、主役である市民の方々の理解があって成り立つ政策であることから、市民への

積極的な情報提供や啓発活動についても本協議会と一体となって実施し、官と民の役割

分担のもと、にぎわいのある快適に暮らせる中心市街地の形成に努めていただきたい。 

 

（３）構成員、開催状況、規約に関する資料 

 １）山口市中心市街地活性化協議会構成員について 

 山口市中心市街地活性化協議会構成員 

Ｎｏ． 構成員団体名 協議会委員 

1 山口商工会議所 会頭 

2 山口商工会議所 副会頭 

3 山口商工会議所 専務理事 

4 ㈱街づくり山口 代表取締役 

5 山口市商店街連合会 副会長 

6 道場門前商店街振興組合 理事長 

7 中市商店街振興組合 理事長 

8 協同組合米屋町振興会 理事長 

9 山口市住宅市街地整備推進協議会 副会長 

10 湯田温泉まちづくり協議会 会長 

11 山口市 山口市都市整備部長 

12 山口銀行山口支店 専務取締役山口支店長 

13 山口大学 工学部教授 

14 ＮＰＯ法人山口まちづくりセンター センター長 

15 西日本旅客鉄道㈱山口地域鉄道部 山口地域鉄道部部長 

16 山口建築設計フォーラム協同組合 代表理事 

17 山口市消費生活研究会 代表 

18 株式会社山口井筒屋 代表取締役 

19 生活協同組合コープやまぐち 理事長 
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（オブザーバー） 

1 山口県 山口県土木建築部都市計画課長 

2 山口県 山口県商工労働部商政課長 

3 山口警察署 山口警察署長 

※平成 31年 3月末現在 

 

２）開催状況について 

山口市中心市街地活性化協議会開催状況 

○全体会議 

年月日 議題 

平成２５年 ５月３０日 ・今後の協議体制 

・中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報告 

・第２期中心市街地活性化基本計画の骨子 

・今後のスケジュール 

平成２５年 ８月２９日 ・第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）につい

て 

・一の坂川周辺地区整備事業「（仮称）一の坂川交通交流

広場」について 

・中市町１番地区優良建築物等整備事業について 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業について 

・今後のスケジュール 

平成２５年１１月１４日 ・第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）につい

て 

・第２期山口市中心市街地活性化基本計画（案）への意

見書について 

平成２６年 ５月２７日 ・平成２５年度事業報告、収支報告について 

・平成２６年度事業計画、収支予算案について 

平成２７年 ２月１０日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成２７年 ５月２０日 ・平成２６年度事業報告、収支報告について 

・平成２７年度事業計画、収支予算案について 

・第２期中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報

告 

平成２８年 １月２６日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成２８年 ５月１０日 ・平成２７年度事業報告、収支報告について 

・平成２８年度事業計画、収支予算案について 

・第２期中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報

告 
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平成２９年 １月２６日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成２９年 ４月２７日 ・平成２８年度事業報告、収支報告について 

・平成２９年度事業計画、収支予算案について 

・第２期中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報

告 

平成３０年 ５月 ８日 ・平成２９年度事業報告、収支報告について 

・平成３０年度事業計画、収支予算案について 

・第２期中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報

告 

平成３０年１０月１０日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成３１年 １月２５日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

 

○運営幹事会 

年月日 議題 

平成２５年 ５月 ７日 ・今後の協議体制 

・中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報告 

・第２期中心市街地活性化基本計画の骨子 

・今後のスケジュール 

平成２５年 ５月２７日 ・第２期中心市街地活性化基本計画に係る事業 

平成２５年１０月３１日 ・第２期中心市街地活性化基本計画（案）について 

・中心市街地活性化協議会の意見書について 

平成２６年 ５月１３日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・運営幹事会の今後の運営について 

平成２６年 ６月１２日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・中心市街地活性化シンポジウムの開催について 

・シャレットワークショップの開催について 

平成２６年 ７月１７日 ・住宅市街地総合整備事業推進のための地元協議会につ

いて 

・中心市街地活性化シンポジウムの開催について 

平成２７年 １月２６日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

・中心市街地活性化シンポジウムの開催について 

平成２７年 ７月１６日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・リノベーション専門部会の設置について 

平成２８年 ２月 ９日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成２８年 ５月 ２日 ・平成２７年度事業報告、収支報告について 

・平成２８年度事業計画、収支予算案について 
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・第２期中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報

告 

平成２９年 １月２５日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

平成２９年 ２月１６日 ・平成２９年度事業計画、収支予算案について 

・中心市街地情報提供事業について 

平成２９年 ８月３１日 ・米屋町活性化専門部会の立ち上げについて 

平成３０年 ２月１５日 ・平成３０年度事業計画、収支予算案について 

・中心市街地情報提供事業について 

平成３０年１０月 ９日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

・バリアフリー専門部会について 

 

平成３１年 １月２４日 ・第２期中心市街地活性化基本計画の進捗状況について 

・第２期中心市街地活性化基本計画の変更について 

 

３）規約について 

山口中心市街地活性化協議会規約 

（協議会の設置） 

第１条 山口商工会議所及び株式会社街づくり山口は、中心市街地の活性化に関する法律

（平成１０年法律第９２号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づき、共同で

中心市街地活性化協議会を設置する。 

（名 称） 

第２条 前条に規定する中心市街地活性化協議会は、山口市中心市街地活性化協議会（以

下「協議会」という｡）と称する。 

（事務所） 

第３条 協議会は、事務所を山口県山口市中市町１番１０号に置く。 

（目 的） 

第４条 協議会は、次に掲げる事項に係る協議、並びに調査、研究、及び調整活動を行う

ことを目的とする。 

（１）法第９条第１項に規定する基本計画（以下「基本計画」という。）に関し必要な事項 

（２）法第９条第１０項に規定する認定基本計画（以下「認定基本計画」という。） 

   及び認定基本計画の実施に関し必要な事項 

（３）法第４０条第第１項に規定する特定民間中心市街地活性化事業計画の実施に必要な

事項 

（４）前各号に掲げるもののほか、中心市街地の活性化の総合的かつ一体的な推進に関し

必要な事項  

(協議会の構成) 

第５条 協議会は、次の者をもって構成する。 

（１）山口商工会議所 

（２）株式会社街づくり山口 

（３）山口市 

（４）法第１５条第４項第１号及び第２号に規定する者 

（５）前号各号に掲げる者のほか、協議会において特に必要があると認める者 
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２ 前項第４号に該当する者であって、協議会の構成員でない者は、自己を協議会の構成

員として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合においては、協議会は、

正当な理由がある場合を除き、当該申し出を拒むことができない。 

３ 前項の申し出により協議会の構成員となった者は、第１項第４号に規定する者でなく

なったとき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。 

（協議会の組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長、幹事、監事及び委員をもって組織する。 

（会長及び副会長） 

第７条 会長は、山口商工会議所会頭をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長が指名する者をもって充てる。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長の職務

を代理する。 

５ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

（幹 事） 

第７条の２ 協議会の幹事は、会員の中から会長が委嘱する。 

（委 員） 

第８条 委員は、第５条１項各号に該当する者が指名する者をもって充てる。 

２ 委員は非常勤とする。 

（オブザーバー） 

第９条 協議会は、必要に応じて意見を求めるためにオブザーバーを置くことができる。 

（会議の種類） 

第１０条 会議の種類は、次のとおりとする。 

（１）全体会議 

（２）運営幹事会 

（３）専門部会 

（全体会議） 

第１０条の２ 全体会議（以下「会議」という）は、会長が招集する。 

  全体会議は、会員の参加により毎年１回以上開催し、基本計画の策定、変更に関する

協議、各基本計画事業の実施報告、新規事業の説明等を行い、中心市街地活性化事業の

関係者間の情報共有及び連携を図る。 

２ 会長は、委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集し

なければならない。 

３ 会長は、会議を招集するときは、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事項

をあらかじめ委員に通知しなければならない。 

（会議の運営） 

第１１条 会議は、委員の３分の２以上の者が出席しなければ、開くことができない。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事は、出席者の３分の２以上の多数により決する。 

４ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

（運営幹事会） 

第１１条の２ 運営幹事会は、適宜開催し、基本計画記載事業又は基本計画への記載を予

定する事業について、専門部会の設置検討、連絡調整、活動報告、その他必要と認める事

項を審議し、全体会議に報告する。 

２ 運営幹事会は、幹事をもって構成する。 

３ 運営幹事会は、幹事の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 
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４ 運営幹事会の長は、協議会の副会長が兼務する。 

５ 運営幹事会は、幹事長が招集し、幹事長が議長となる。 

６ 運営幹事会の議事は、出席者の過半数をもってこれを決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

７ 必要に応じて、運営幹事会に関係者の出席を求めることができる。 

（協議結果の尊重） 

第１２条 協議会の構成員は、会議において協議が整った事項について、その協議結果を

尊重しなければならない。 

（タウンマネージャーの設置） 

第１３条 協議会は、意見調整を円滑に進め、認定基本計画等を実施するために先導的な

役割を担うタウンマネージャーを設置することができる。 

（タウンマネージャーの責務） 

第１４条 タウンマネージャーは、次の責務を負う。 

（１）認定基本計画の実現に向けた意見調整等の活動を行う。 

（２）認定特定民間中心市街地活性化事業計画の作成、実施のための各種支援を行う。 

（３）その他中心市街地の活性化に関し必要な活動を行う。 

（専門部会の設置） 

第１５条 協議会は、その目的の実現のために協議する内容ごとに専門部会を置くことが

できる。 

２ 専門部会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

（事務局） 

第１６条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局の運営に必要な事項は、山口商工会議所が処理する。 

（経費の負担） 

第１７条 協議会の運営に要する経費は、協議会の予算の定めるところにより、会費、負

担金及び補助金その他の収入により負担するものとする。 

（協議会の監査） 

第１８条 協議会の出納を監査するため、監事２人を置く。 

２ 監事は、会長が推薦し、協議会の同意を得て選任する。 

３ 監事は、非常勤とする。 

４ 監事は、第１項に規定する監査を行ったときは、その結果を会長に報告しなければな

らない。 

（財務に関する事項） 

第１９条 協議会の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（費用弁償等） 

第２０条 会長、副会長、監事及び委員は、その職務を行うために要する費用の弁償等を

受けることができる。 

２ 前項の規定による費用弁償等の額、支給方法等は、会長が別に定める。 

（会計年度） 

第２１条 協議会の会計は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（解散の場合の措置） 

第２２条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切

り、山口商工会議所がこれを清算する。 

（委 任） 

第２３条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。 
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（規約の改正） 

第２４条 この規約は、必要に応じて協議会において改正することが出来るものとする。 

 

  附 則 

１．この規約は、平成１８年９月２５日から施行する。 

２．第１６条第２項の改正規定は、平成２１年１２月１日から施行する。 

３．第１６条第２項の改正規定は、平成２４年４月１日から施行する。 

４．第６条、第７条の２、第１０条、第１０条の２、第１１条の２の改正規定は、平成２

４年８月３０日から施行する。 

 

山口市中心市街地活性化協議会専門部会規程 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、山口市中心市街地活性化協議会規約第１５条第２項の規定に基づき、

山口市中心市街地活性化協議会専門部会（以下「専門部会」という。）の運営に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 専門部会は、山口市中心市街地活性化協議会（以下「協議会」という。）の会長（以

下「会長」という。）の指示を受け、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）協議会への提案事項の調査研究及び調整に関する事項 

（２）中心市街地の活性化に関する課題、問題点の把握とその解決に関する事項 

（３）その他中心市街地の活性化に関する事項 

（組 織） 

第３条 専門部会は、部会長、副部会長及び委員をもって組織する。 

（部会長及び副部会長） 

第４条 部会長は、協議会構成員の中から協議会会長が指名する者をもって充てる。 

２ 副部会長は、部会長が指名する者をもって充てる。 

３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（委 員） 

第５条 委員は、協議会構成員の中から会長が指名する者及びその他会長が必要と認める

者をもって充てる。 

（会 議） 

第６条 専門部会の会議（以下「会議」という）は、必要に応じて部会長が招集する。 

２ 部会長は、専門部会を主催し、会議の議長となる。 

３ 部会長は、必要に応じて会議に関係者等の出席を求めることができる。 

（報 告） 

第７条 部会長は、専門部会の協議の経過及び結果について会長及び協議会に報告しなけ

ればならない。 

（庶 務） 

第８条 専門部会の庶務は、山口商工会議所において処理する。 

（委 任） 
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第９条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、部会長が会長と協議の上、別に定め

る。 

附 則 

１．この規程は、平成１８年９月２５日から施行する。 

２．第８条の規程の改正は、平成２１年１２月１日から施行する。 

３．第８条の規程の改正は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

［３］基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進 

（１）地域住民のニーズ等の客観的な把握 

 ①山口市の中心市街地に関するアンケート調査 

  山口市の中心市街地の活性化に向け、市民の視点から中心市街地の満足度・意向等を

把握するため、山口市の中心市街地に関するアンケート調査を平成２５年１月から２月

にかけて行っており、状況を把握し、基本計画への反映又は参考としました。 

  

②山口市のまちなか（中心市街地）居住者アンケート調査 

  山口市の中心市街地の活性化に向け、居住者の視点から中心市街地の満足度・意向   

 等を把握するため、山口市まちなか（中心市街地）居住者アンケート調査を平成２５年

１月から２月にかけて行っており、状況を把握し、基本計画への反映又は参考としまし

た。 

  

③意見交換会 

  中心市街地活性化協議会の主催により、協議会構成員以外の団体（都市福利施設関係

団体、イベント実施団体）に対して第２期計画（案）の概要説明を実施、今後の中心市

街地活性化に係る意見交換を行い、基本計画への反映又は参考としました。 

 

 ④住民自治会等への説明会 

  中心市街地内の住民自治会等を対象とした第２期計画（案）等の説明会を開催し、自

治会等から意見をいただきました。基本計画に位置付ける取り組みの進め方や基本計画

への反映又は参考としました。 

 

⑤基本計画案に対する市民意見 

  地域住民の中心市街地に対する意識を把握するため、「第２期山口市中心市街地活性化

基本計画（案）」に対する市民意見の募集（パブリックコメント）を平成２５年１１月２

６日から平成２５年１２月２５日までの１か月間実施しました。 

 

（２）地域ぐるみでの取り組み状況 

基本計画に基づく各種の事業を円滑かつ効果的に実施していくためには、公民の役割分

担を明確にした上で、各事業準備段階から、関係者の連携を図ることが不可欠です。 

 まちづくりの主体は地域住民であるが、中心市街地活性化に資する事業に対し、市とし

て必要な助言及び支援措置を適時的確に行っていくこととします。 
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①湯田温泉まちづくり協議会 

  湯田温泉まちづくり協議会は地域住民、諸団体など多くの会員によって、住民と観光

客のふれあうことができ、人と車の共生した温泉情緒と回遊性のあるまちづくりを進め

るため、平成１６年１１月７日に設立されました。各種部会を設けて、市と一体となっ

てまちづくりの推進に向けて活動されています。具体的には駐車禁止取締重点地区に指

定されたことにより、タクシーが待機できるスペースを設けるため、地元住民、タクシ

ー協会、部会で調整を重ね、タクシーベイを設置しています。また、湯田温泉街の環境

整備などの計画についても検討を重ねており、湯田温泉という資源を活かした活性化へ

向け、今後中心市街地との連携を推進していきます。 

  

②アートふる山口 

平成８年からボランティア、地元住民が中心となり、

地域の人とふれあいながら気軽に西の京山口の街並み

を楽しんでもらおうと、民家やお店などを手作りの小さ

な美術館に見立て、懐かしいものなど様々な展示品の公

開や催しを行う「アートふる山口」というイベントが毎

年秋に大殿地区から中心市街地にかけての地域で開催

されています。 

  

③ほたるを守る活動 

  一の坂川のホタルも地域のまち

づくりによって支えられています。

大殿ホタルを守る会は、ゲンジボタ

ルの養殖・放流、地域住民によるホ

タル発生状況調査、住民・大殿小学

校の児童らと協働した河川清掃、ほ

たる鑑賞の夕べ、アートふる山口などにも参加されるなど活発に活動されています。 

 

 ④てとてと 

中心商店街内の空き店舗を活用して、子育てに関する情報提供、

子育てに関する不安や疑問などの相談対応、親子で参加できる講

座や子育て講習なども実施しています。 

 

⑤さぽらんて 

中心商店街内の空き店舗を活用して、

市民活動の参加へのきっかけづくりと

活動支援を行う拠点として、市民活動支

援センター「さぽらんて」を設置してお

り、各種イベントや講座の実施、市民団
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体の活動紹介、相談コーナー、会議室の提供などを行い、市民

と行政が協働して地域社会の発展を目指す活動を続けていま

す。 

  

⑥山口情報芸術センター（ＹＣＡＭ） 

  平成１５年に開館した施設で、アート、パフォーミングア  

ーツのオリジナル作品を制作、発表しています。高度な技術  

力と、多様な表現に対応する応用力、アーティストの感性   

を結びつける独自のプロダクションを通じ、新しい芸術表現 

の可能性を追求しています。平成２５年度にはＹＣＡＭ１０ 

周年記念祭として中心市街地内においても、多様なイベント 

を企画され、これまでになかった発想による表現がなされまし   

た。 

 

⑦サークルセブン 

 サークルセブンは商店街の若手経営者等の有志の団体で、地

域の学生と連携し、市民の方に商店街で楽しい思い出をたくさ

ん作ってもらい、商店街に愛着を持ってもらえるように市民参

加型イベントを多数企画・実施し、定期的に商店街清掃活動等

を行っています。 

 

⑧山口市住宅市街地整備推進協議会 

 山口市住宅市街地整備推進協議会は、中心市街地における快適な居住環境の創出や密

集市街地の改善等の議論を行い、地域住民や行政等が一体となってまちづくりを推進し

ていくことを目的に平成 26年 12月 11日に設立されました。具体的には密集市街地の改

善を目的とした山口駅前地区住宅市街地総合整備事業に取り組むにあたり、さらに住み

よいまちづくりを行うための話し合いや提案の活動を続けています。 
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10．中心市街地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関する事項 

［１］都市機能の集積の促進の考え方 

（１）中心市街地への都市機能の集積のための方針 

１）市町村の合併の特例に関する法律第６条に基づく市町村建設計画 

１市１町合併協議会が、平成２２年１月に策定した「新県都のまちづくり計画」（新市建設計

画）において、広域県央中核都市の創造のため、山口都市核機能強化プロジェクトとして中

心市街地の活性化を位置付けています。 

山口都市核については、行政、文化、商業等の機能強化を通じて多様な人々の文化的、

都市的生活を支えることのできる文化交流拠点を形成していくこととしており、湯田温泉や山

口情報芸術センター、大内文化といった資源とあいまって、都市と自然が調和した質の高い

都市空間を構築していくこととしています。 

 

２）山口市総合計画（平成 20年度～平成 29年度） 

  「ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち山口」をめざすまちの姿とし、「協

働によるまちづくり」と「広域県央中核都市の創造」を政策の柱に、市民と行政が協

働してまちづくりを実践するための仕組みづくりや都市としての活力、求心力を強化

するための都市核づくりなど、総合計画の体系に沿ったまちづくりを進めています。 

  また、後期まちづくり計画（平成 25年度～29年度）において、重点戦略「広域県央

中核都市づくり」に取り組むとして、山口都市核の高次都市機能の強化、経済産業基

盤の整備の中で中心市街地の活性化を位置付けています。 

 

３）山口市都市計画マスタープラン（平成 24年 3月策定） 

将来都市構造を「重層的集約型環境共生都市」とし、現在の土地利用や都市機能等 

 の配置などに配慮しながら都市づくりを進めています。 

  中心市街地を含む白石地域については、高次都市機能が集積した活力ある山口都市 

 拠点の形成のため、ＪＲ山口駅を中心に公共交通結節機能を強化し、広域的な求心力 

を高め、多くの人が集まり、にぎわいと活力のある中心市街地の形成、また、高次都 

市機能の集積・誘導を図り、文化的交流などの都市活動が営まれる都市拠点の形成を 

図ることを目標としています。 

 

４）山口・小郡都市核づくりマスタープラン（平成 20年８月策定） 

  「広域県央中核都市」の創造のため、その核となる山口・小郡都市核の広域的な求 

心力・拠点性の向上を通じたにぎわいの創出に向け、現状や課題、基本的な整備計画 

等を明らかにするものです。山口都市核内における中心市街地については、次のよう 

な取組みにより、にぎわいを創出し、拠点性の向上を図っていくこととしています。 

 

 

 

 

 

・亀山周辺ゾーンと中心商店街ゾーンの一体性の促進 

・中心商店街の魅力向上   ・街なか居住の促進 

・交通アクセスと回遊性の向上 
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（２）郊外での開発を抑制し中心市街地への都市機能集積を図るための措置 

 １）準工業地域における大規模集客施設の立地制限 

  本市では床面積の合計が１０，０００平方メートルを超える大規模集客施設の郊外

立地を規制するため、準工業地域において特別用途地区を活用し、立地を規制してい

ます。 

  

２）白地地域の立地制限 

  都市計画区域のうち用途地域の指定のない区域、いわゆる『白地地域』に「特定用

途制限地域」を定め、物販販売業を営む店舗または飲食店の用途に供する建築物で、

当該用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平方メートルを超える建築物の立

地を制限しています。 

  

３）大規模小売店舗立地法の特例措置による商業集積 

  中心市街地の商業集積を図るために、平成１９年４月１０日、山口市道場門前にお

いて大規模小売店舗立地法の特例区域を指定し、大型店の出店に係る手続きを緩和す

る特例措置を適用しました。 

 ◆適用区域 

 どうもんパーク（約 0.3ha） 

 

［２］都市計画手法の活用 

中心市街地における都市機能の集積や適切な立地誘導を図るため、優先的、計画的な

都市基盤整備や本市の実情等に応じた土地利用誘導策を活用していくこととします。 

本市では、前述のとおり都市構造に大きな影響を及ぼすことが考えられる床面積の合

計が１０，０００平方メートルを超える大規模集客施設の立地について、都市機能を集

約したコンパクトなまちづくりの必要性を踏まえて都市の秩序ある整備を図るため、住

民の合意形成のもと、準工業地域においては特別用途地区を活用して立地を規制してい

ます。 

また、都市計画区域のうち用途地域の指定のない区域、いわゆる『白地地域』に｢特定

用途制限地域｣を定め、物品販売業を営む店舗または飲食店の用途に供する建築物で、当

該用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平方メートルを超える建築物の立地を

規制しています。 

 

［３］都市機能の適正立地、既存ストックの有効活用等 

（１）中心市街地における大規模建築物などの既存ストックの現況 

中心市街地においては、既存の大規模小売店舗の撤退が見られ、平成１０年からダイ

エー山口店、丸信（アルビ）中市店が閉店していましたが、第１期計画に位置付けた東

西核の事業により新たに複合商業施設として再生しています。 

丸信中市店（アルビ）跡地は、アルビ跡地事業において生鮮食料品を中心にした店舗

等を東の核として整備しています。ダイエー山口店跡（どうもんビル）は、スーパーや

診療所等を西の核として整備しています。今後は整備された東西核の施設を繋ぐ東西軸
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及び南北の軸線である中心商店街内の空き店舗の対策を講じることで、これまで限定的

だった効果を伸ばしていく必要があります。 

 

中心市街地における大規模建築物等の既存ストック概要 

旧施設名 敷地面積 店舗面積 経過年数 新施設名 店舗面積 

丸信中市店（アルビ） 約 2,914㎡ 
解体前 

3,490㎡ 
平成 12年 12月閉店 

マルシェ中市 

（平成 23 年 4 月開店） 
1,088㎡ 

ダイエー山口店 

（どうもんビル） 
約 2,141㎡ 3,693㎡ 

平成 10年 6月閉店 

平成 13年 4月から 

テナントビルとして開店 

どうもんパーク 

（平成 19年 12月開店） 
1,411㎡ 

   

また、ＪＲ山口駅前のぱるるプラザ山口（約 8,400 ㎡）は平成１８年１０月に閉館・

廃止されて以降活用がありませんでしたが、第２期計画期間中に民間事業者において、

共同住宅の建設をされることとなっており、まちなか居住に寄与します。その隣地であ

る市有地（4,163㎡）についても駅前の好立地であることから、にぎわいの創出に繋げて

いくため、民間事業者への売却を検討します。 

 

（２）本市における行政機関、教育文化施設、医療施設、社会福祉施設などの都市福利

施設の立地状況 

 

 中心市街地及び周辺の主な都市福利施設の概要 

種別 施設名 所在 建築年 延床面積 所在エリア 

公共機関 山口市役所山口総合支所 亀山町 昭和５０年 13,230.22 中心市街地周辺 

公共機関 山口県庁 滝町 昭和５６年 72,000.00 中心市街地周辺 

公共機関 山口地方合同庁舎 中河原町 昭和４８年 10,310.00 中心市街地周辺 

公共機関 山口地方裁判所 駅通り１丁目 昭和４３年 6,085.00 中心市街地 

公共機関 山口中央郵便局 中央１丁目 昭和５３年 6,450.73 中心市街地 

公共機関 山口県警察本部 滝町 平成２年 24,618.06 中心市街地周辺 

公共機関 山口警察署 糸米１丁目 昭和４７年 2,557.44 中心市街地周辺 

公共機関 白石地域交流センター 本町 1丁目 平成１７年 1,054.00 中心市街地 

公共機関 大殿地域交流センター 大殿大路 平成６年 649.70 中心市街地周辺 

文化施設 山口市民会館 中央２丁目 昭和４６年 4,431.35 中心市街地周辺 

文化施設 山口市立中央図書館 中園町 山口市情報芸術ｾﾝﾀｰと一体 中心市街地周辺 

文化施設 山口県立山口図書館 後河原 昭和４８年 9,819.00 中心市街地周辺 

文化施設 山口県立山口博物館 春日町 昭和４２年 3,597.00 中心市街地周辺 

文化施設 山口県立美術館 亀山町 昭和５４年   6,732.04 中心市街地周辺 

文化施設 クリエイティブスペース赤れんが 中河原町 大正７年 568.27 中心市街地周辺 

文化施設 山口市情報芸術センター 中園町 平成１５年 14,824.00 中心市街地周辺 

文化施設 中原中也記念館 湯田温泉１丁目 平成５年 678.00 中心市街地周辺 

文化施設 ニューメディアプラザ山口 熊野町 平成２年 9,601.31 中心市街地周辺 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 やまぐちリフレッシュパーク 大内長野 平成１０年 7,098.34 中心市街地外 
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ｽﾎﾟｰﾂ施設 山口県維新百年記念公園 維新公園 4丁目 昭和３６年 25,576.26 中心市街地外 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 山口市スポーツの森 宮野上 平成７年 23,900.00 中心市街地外 

医療機関 山口赤十字病院 八幡馬場 昭和３５年 38,110.02 中心市街地周辺 

医療機関 済生会山口病院 緑町 昭和４４年 19,768.00 中心市街地周辺 

医療機関 山口市休日・夜間急病診療所 糸米 2丁目 昭和６２年 300.00 中心市街地周辺 

医療機関 山口病院 駅通り 2丁目 昭和２１年 3,924.30 中心市街地 

福祉施設 特別養護老人ホーム福寿園 朝倉町 昭和５４年 1,594.45 中心市街地外 

福祉施設 山口市保健センター 糸米２丁目 昭和６２年 1,205.36 中心市街地外 

福祉施設 山口市社会福祉協議会 上竪小路 昭和３８年 1,000.00 中心市街地周辺 

公益施設 山口県総合保健会館 吉敷下東 3丁目 平成９年 13,257.90 中心市街地外 

教育施設 国立大学法人山口大学 吉田 昭和４１年 119,267.00 中心市街地外 

教育施設 公立大学法人山口県立大学 桜畠３丁目 昭和４６年 19,425.68 中心市街地外 

教育施設 山口県立山口高等学校 糸米１丁目 大正１１年 17,840.00 中心市街地周辺 

教育施設 山口県立山口中央高等学校 宮島町 平成７年 14,411.00 中心市街地外 

教育施設 山口県立西京高等学校 黒川 昭和６０年 20,843.00 中心市街地外 

教育施設 野田学園高等学校（私立） 野田 大正９年 10,228.00 中心市街地周辺 

教育施設 中村女子高等学校（私立） 駅通り１丁目 昭和３３年 10,470.94 中心市街地 

※建築年については、現在使用中の建物、複数の建物がある場合は一番古いものを記載。 

 

（３）本市の大規模集客施設の立地状況 

 本市の店舗面積１０，０００平方メートルを超える大規模集客施設の概要は以下の

通りです。 

山口市及びその周辺の大規模集客施設                                   （単位：㎡） 

区分 大規模小売店舗の名称 所在地 開店日 店舗面積 小売業者の概要 用途地域 

山口市 山口井筒屋山口店 中市町 昭和 8.6 19,439 百貨店 商業地域 

山口市 ザ・ビッグ大内店 大内長野 平成 8.11.22 11,017 ディスカウントストアー 準住居地域 

山口市 ゆめタウン山口 大内御堀 平成 9.3.2 19,210 ショッピングセンター 準工業地域 

山口市 フジグラン山口 黒川 平成 12.9.21 12,283 スーパー 無指定 

山口市 ハイパーモールメルクス山口 黒川 平成 12.9.21 11,263 〃 無指定 

山口市 
阿知須ショッピングセンター 

（サンパークあじす） 
阿知須 平成 8.3.20 20,152 〃 近隣商業地域 

※山口井筒屋の開店日は前経営者の「ちまきや」のもの 

※店舗面積は第 2期計画策定時点で把握しているもの 

資料：山口市商工振興課 

 

本市の大規模集客施設のうち、６件中１件が準工業地域に立地しています。 

 

［４］都市機能の集積のための事業等 

都市機能の集積にあたっては、以下に示す事業を進めます。 

これらの事業を一体的に進め、相乗的な事業効果により中心市街地の活性化を図りま

す。 
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◆都市機能の集積のための事業 

４．市街地の整備改善のための事業 

・一の坂川周辺地区整備事業 

・黄金町地区第一種市街地再開発事業 

・中市町 1番地区優良建築物等整備事業 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業 

 

５．都市福利施設を整備する事業 

・黄金町地区第一種市街地再開発事業（再掲） 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業（再掲） 

 

６．居住環境の向上のための事業 

・黄金町地区第一種市街地再開発事業（再掲） 

・中市町 1番地区優良建築物等整備事業（再掲） 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業（再掲） 

・オーヴィジョン山口駅前セントラルスクエア（分譲マンション） 

・高齢者街なか居住支援事業 

 

７．商業の活性化のための事業 

・黄金町地区第一種市街地再開発事業（再掲） 

・中市町 1番地区優良建築物等整備事業（再掲） 

・米屋町東地区優良建築物等整備事業（再掲） 

 

８．４から７までの事業及び措置と一体的に推進する事業 

・一の坂川周辺地区整備事業（再掲） 

・コミュニティバス実証運行事業 
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11．その他中心市街地の活性化のために必要な事項 

［１］基本事業に掲げる事業等の推進上の留意事項 

（１）個別事業等に関連した実践的・試行的活動の内容・結果等 

○共通駐車サービス券システム事業 

当該事業は平成１２年から始まり、加盟駐車場のみならずコミュニティバスへの摘

要もされていることから、平成２４年の取り扱い枚数は当初の平成１２年の取り扱い

枚数と比較すると約８０％増加しており、今後も継続していくこととし、その適用範

囲の拡大についても検討をしていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

共通駐車サービス券取り扱い枚数の推移 

区 分 枚 数 

平成１２年 499,659 

平成１３年 665,895 

平成１４年 619,517 

平成１５年 632,664 

平成１６年 735,480 

平成１７年 785,437 

平成１８年 765,865 

平成１９年 763,727 

平成２０年 835,191 

平成２１年 851,931 

平成２２年 878,710 

平成２３年 886,318 

平成２４年 902,984 

 

○空き店舗対策（あきないのまち支援事業、まちなかサポートセンター事業等） 

 平成２５年１月～２月に実施した「山口市の中心市街地に関するアンケート」・「山 

口市のまちなか（中心市街地）居住者のアンケート」の両調査結果から、今後中心市

街地の活性化に必要な取り組みとしては「空き店舗対策」を望む声が一番強く、「新し

い店の導入、業種転換」の声も上位にあることから、市としても空き店舗対策につい

ては関係者間で連携を図りながら重点的に進めていくこととします。 

共通駐車サービス券の利用について 

山口市中心商店街の加盟店ステッカーのあるお店で、2,000 円以上お買い物いただく

と加盟駐車場でご利用いただける共通駐車サービス券（1時間無料券）を差し上げます。

お会計の際に、駐車場入庫券をご提示の上、お気軽にお求めください。 

また、バスをご利用の方も、共通駐車サービス券（1時間無料券）が、山口市コミュ

ニティバス乗車券としてご利用いただけます。加盟店で 2,000 円以上お買い物いただい

た際に、バス発行の乗車証明書をご提示の上、共通駐車サービス券をお求めください。

この共通駐車サービス券 1枚につき 100円割引で山口市コミュニティバスにご乗車いた

だけます。 
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○山口駅前地区住宅市街地総合整備事業 

 平成２５年１月～２月に実施した「山口市のまちなか（中心市街地）居住者のアン  

ケート」調査結果からは、車利用のしやすさや歩行者の通行環境や火災時の延焼、地 

震時の建物倒壊等の安全性についての評価が低く、密集市街地の解消が大きな課題と 

なっている状況から、住民自治会や権利者等の意見をいただきながら当該事業を進め

ていくことで将来的には課題の解消に繋げていくこととします。 

 

［２］都市計画等との調和 

（１）市町村の合併の特例に関する法律第３条に基づく市町村建設計画との整合 

１市１町合併協議会が、平成２２年１月に策定した「新県都のまちづくり計画」（新市建設計

画）において、広域県央中核都市の創造のため、山口都市核機能強化プロジェクトとして中

心市街地の活性化を位置付けています。 

山口都市核については、行政、文化、商業等の機能強化を通じて多様な人々の文化的、

都市的生活を支えることのできる文化交流拠点を形成していくこととしており、湯田温泉や山

口情報芸術センター、大内文化といった資源とあいまって、都市と自然が調和した質の高い

都市空間を構築していくこととしています。 

 

（２）山口市総合計画との整合（平成 20年度～平成 29年度） 

  「ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と創造のまち山口」をめざすまちの姿とし、「協

働によるまちづくり」と「広域県央中核都市の創造」を政策の柱に、市民と行政が協

働してまちづくりを実践するための仕組みづくりや都市としての活力、求心力を強化

するための都市核づくりなど、総合計画の体系に沿ったまちづくりを進めてきました。 

  また、後期まちづくり計画（平成 25年度～29年度）において、重点戦略「広域県央

中核都市づくり」に取り組むとして、山口都市核の高次都市機能の強化、経済産業基

盤の整備の中で中心市街地の活性化を位置付けています。 

 

（３）山口市都市計画マスタープランとの整合（平成 24年 3月策定） 

将来都市構造を「重層的集約型環境共生都市」とし、現在の土地利用や都市機能等 

 の配置などに配慮しながら都市づくりを進めています。 

  中心市街地を含む白石地域については、高次都市機能が集積した活力ある山口都市 

 拠点の形成のため、ＪＲ山口駅を中心に公共交通結節機能を強化し、広域的な求心力 

を高め、多くの人が集まり、にぎわいと活力のある中心市街地の形成、また、高次都 

市機能の集積・誘導を図り、文化的交流などの都市活動が営まれる都市拠点の形成を 

図ることを目標としています。 

 

（４）山口・小郡都市核づくりマスタープラン（平成 20年 8月策定） 

  「広域県央中核都市」の創造のため、その核となる山口・小郡都市核の広域的な求 

心力・拠点性の向上を通じたにぎわいの創出に向け、現状や課題、基本的な整備計画 

等を明らかにするものです。山口都市核内における中心市街地については、次のよう 

な取組みにより、にぎわいを創出し、拠点性の向上を図っていくこととしています。 
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・亀山周辺ゾーンと中心商店街ゾーンの一体性の促進 

・中心商店街の魅力向上 

・街なか居住の促進 

・交通アクセスと回遊性の向上 
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12．認定基準に適合していることの説明 

基 準 項  目 説 明 

第 1号基準 

基本方針に

適合するも

のであるこ

と 

意義及び目標に関する事項 １．中心市街地の活性化に関する基本的な

方針 

３．中心市街地の活性化の目標に記載 

認定の手続 ９．[２]に記載 

中心市街地の位置及び区域

に関する基本的な事項 

２．中心市街地の位置及び区域 に記載 

４から８までの事業及び措

置の総合的かつ一体的推進

に関する基本的な事項 

９．４から８までに掲げる事業及び措置の

総合的かつ一体的推進に関する事項 

に記載 

中心市街地における都市機

能の集積の促進を図るため

の措置に関する基本的な事

項 

１０．中心市街地における都市機能の集積

の促進を図るための措置に関する事項 

に記載 

その他中心市街地の活性化

に関する重要な事項 

１１．その他中心市街地の活性化のために

必要な事項 に記載 

第 2号基準 

基本計画の

実施が中心

市街地の活

性化の実現

に相当程度

寄与するも

のであると

認められる

こと 

目標を達成するために必要

な４から８までの事業等が

記載されていること 

４．～８．に記載 

基本計画の実施が設定目標

の達成に相当程度寄与する

ものであることが合理的に

説明されていること 

３．中心市街地の活性化の目標に記載 

第 3号基準 

基本計画が

円滑かつ確

実に実施さ

れると見込

まれるもの

であること 

事業の主体が特定されてい

るか、又は、特定される見込

みが高いこと 

４．～８．に記載 

事業の実施スケジュールが

明確であること 

４．～８．に記載 

 

 

 

 


